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自分たちの街ニューヨークが 2030年にどのよ

うな姿になっていたらよいのか、4年前、

我々は問いかけた。 

 

人口増加、老朽化する社会基盤、気候変動、

そして経済発展は、ニューヨークという都市

の成功と市民の生活の質に課題を投げかけて

いた。しかし、これらの変化に、我々がいか

に自分たちの行動により対応していくかが、

自分たちの将来を左右するのであるとわかっ

た。 

我々は、これらの課題に対応し、より環境に

優しく、より素晴らしいニューヨークを作る

ための大胆な計画として、この PlaNYCを策定

した。 

この取組は大きな成果を生み出した。たった

4年で、既存の公園を整備しながら 200エー

カー（約 80ヘクタール）以上の公園スペース

を拡張した。６万４千戸以上の適正価格住宅

（アフォーダブル・ハウジング）を建設また

は維持させた。ニューヨーク市民に多様な交

通機関を提供した。既存の建物をよりエネル

ギー効率の良いものとするため、意欲的な法

律を施行した。その結果、温室効果ガスの排

出量は、2005年の水準と比べ 13%減少した。 

今こそ、更なる取組を進めなければならない。 

この 4年間の進展と教訓をもとに、最新のプ

ランをここに提示する。 

PlaNYC は、犯罪、貧困、教育、公衆衛生など、

ニューヨーク市政府が行っている他の取組を

補完する役割も負っている。 

 

 

 

このプランは、ニューヨーク市の物理的な側

面と、我々の日常生活における社会基盤の機

能性に着目している。あまりにも高価な住宅、

子供の遊び場がもっと必要な地域、老朽化し

た水道や更新時期を過ぎた電力システム、混

雑した道路にすし詰めの地下鉄。もしこれら

の課題を放置しておけば、我々の経済活動や

生活の質が蝕まれてしまう。 

歴史を振り返ると、将来への投資はけして贅

沢なものではなく、むしろ不可欠なものであ

るといえる。19世紀、クロトン水道やブルッ

クリン・ブリッジに代表される画期的で意欲

的な社会基盤への投資や、かつて無い規模で

の移民流入により、ニューヨークはアメリカ

を代表する都市としての地位を確固たるもの

とした。続く 20世紀の初頭、地下鉄への新た

な設備投資、摩天楼の建設、公衆衛生の向上、

下水道設備の整備などに代表される、街の再

生にかけた活力と能力により、ニューヨーク

は社会基盤の充実と革新において世界をリー

ドする立場となった。 

これは今後何世紀も続く道である。時代が変

わってもニューヨーク市は変革をリードする

街なのである。ニューヨークの成功の鍵は、

果敢に課題と取り組みチャンスを最大限に活

かす、リーダーの先見性と勇気なのだ。 

これが、PlaNYCにこめた我々の狙いである。 

  



 
 

我々の課題とチャンス 

ニューヨークが繁栄するためには、増加する

人口を受入れ、社会基盤の充実と整備を図り、

経済競争力を高めて、大気環境と水質を向上

させていく必要がある。これらの取組は、気

候変動への影響を減らしつつ、また、気候変

動による影響に備えながら進めていかなくて

はいけない。 

Growth(成長) 

ニューヨーク市の人口は未だ伸び続けている。

新たに移り住んだ人々やすでに生活している

人、その子や孫もあわせて、2030年までには

人口は 900万を超えると予想されている。 

もし、この人口増加が適切に計画されたもの

であれば、非常に多くのチャンスがうまれる。

新たに移り住む人々により、我々の経済活動

に新鮮なアイデアと革新がもたらされる。成

長を通じ、コミュニティが豊かになり、街に

活気と多様性がもたらされる。一方、計画を

伴わない成長－無秩序なものであったり、社

会基盤の容量を大きく超えるものであった場

合－は我々の町にとって重荷となり、生活の

質を落とすものとなる。 

人口増加に備えるプランであるので、量的な

目標だけではなく質的な要求についても考え

なくてはいけない。住宅の個数や下水道の延

長距離などといった数値で表すことができる

整備を進めながら、人々が住みたいと思うよ

うな、また、事業を始めたいと思うような地

域をつくり、維持していくことも考えなくて

はいけない。ニューヨーク市が大きくなるに

ともない、我々は、ニューヨークが質的にも

良くなるようにしていかなければならない務

めがあるのだ。 

 

Infrastructure(社会基盤) 

人々の役に立ち、新しいアイデアや起業家を

誘致・支援し、また、気候変動の影響に備え

るためには、次のことが必要だ。すなわち、

我々が共有する都市空間と社会基盤に対する

計画、資金繰り、維持において、先見性のあ

るアプローチをすることだ。 

我々の利用する地下鉄にはじまり、飲料水を

運ぶ水道管、家庭やオフィスに電力を供給す

る電気設備に至るまで、過去から受け継いで

きた掛け替えのないインフラによって、我々

の日常のニーズが支えられている。これらの

システムを作り上げてきたニューヨーク市民

は、遠い将来を見据え、困難にも耐え、後の

世代も繁栄が続く街となるよう、インフラの

整備に取り組んできた。今を生きる我々も同

じ視点を持たなくてはいけない。 

今日、ある意味において、我々の受け継いで

きた社会基盤は限界に達している。地下鉄は

この半世紀で過去最高の乗車率となり、ます

ます込み合っている。建設されてから 100年

を超える橋は、修繕が必要となっている。い

くつかの橋については架け替えも必要となっ

ている。上水道は開通以来絶え間なく使われ

ており、漏水が発生し修繕が必要だ。前時代

に、当時の需要量を前提に建設された電力網

は、近年の電力需要に応えるのが精一杯だ。 

20世紀後半のほとんどの間、ニューヨークは

過去から受け継いだ社会基盤を省みることは

無かった。ニューヨークは衰退しつつあると

広く考えられており、新たなインフラを整備

したり、我々が依存している既存の財産を維

持するための適切な投資を行ってこなかった。

ニューヨークは衰退するという予言がそのと

おりになってしまうということを学んだのだ。

そこで、景気後退の時期ではあったが、市民

の資産に投資し、雇用機会を増やし、現在と

将来にわたり偉大な都市となる道を選んだ。 

ニューヨーク市民は、蛇口をひねればきれい

な水が出て、スイッチをつければ電灯がつく



 
 

という生活をする権利がある。頻繁に本数が

あり遅れや運休の少ない地下鉄に乗り、近所

の公園を散歩し、交通事故の心配をせずに子

供を歩いて通学させる権利がある。PlaNYCの

目指す、緑豊かで環境に配慮したすばらしい

ニューヨークで生活する権利があるのだ。 

 

A Global Economy(世界経済) 

ニューヨークは常に、約束と可能性の地であ

り、人々がよりよい暮らしを求めて目指す地

であった。希望を胸にいだいた勤勉な数百万

の人々がこの地にやってきたのだ。 

こうした人々の努力の結果、ニューヨークは

世界の商業の中心となり、世界中から優れた

才能を持った人々を惹きつけてきた。 

ニューヨークは今でも、才能や富をひきつけ

る街である。しかし、人やお金の行き来が活

発になるにつれ、都市間の競争が激しくなっ

てきた。我々は、優れたアイデアと能力が高

く高度な訓練を受けた労働力を求め、他の都

市と競い合っている。経済面で繁栄していく

ためには、才能ある起業家－そして彼らがは

ぐくむビジネス－が集まるような環境を作っ

ていかなくてはならない。 

このようなビジネス環境を作り上げていくた

めの根本的な条件の一つは、機能的で費用効

率の高い社会基盤である。効率的に商品が市

場を行き来し、人々が通勤できるようにする

ための交通システム、会社や家庭が頼れるよ

うなエネルギーシステムである。 

もう一つの根本的条件は生活の質である。生

活の質を求めることは、もはや漠然とした優

雅さを意味するのではない。企業のリーダー

がどこに会社を移転させ、あるいは拡張する

のかを決める際の具体的な要素だ。すなわち、

あらゆるところに住む場所の選択肢がある時

代において、才能ある労働者がどういったと

ころを選ぶのか、ということである。すばら

しい公園やきれいな空気は、余計な飾りとは

考えられていない。 

大きな変化の時代において、経済面における

持続可能性はより重要な意味を持ち始めてい

る。技術革新、エネルギーの価格変動、気候

変動とった状況の中で、経済面での好機が最

初に訪れるのは、新たな環境に適応した新た

なサービスと社会基盤を取り入れ、商業化さ

せる道を切り開いている都市だ。PlaNYCは困

難な課題に対応する新技術の革新と応用に力

点を置いている。このことにより、ニューヨ

ークの住民やビジネスが世界経済の主導的役

割を担うようになるのだ。 

 

Climate Change(気候変動) 

我々を取り巻く気候は変動している。気温は

上昇し、氷河は後退し、海面は上昇し、そし

て嵐は激しくなっている。気候変動がもたら

すリスクを理解し、その解決に向けて取り組

まなくてはならない。それらの取組には、科

学的知識に基づく我々自身の備えが含まれて

いる。 

気候変動は我々の街に重大なリスクをもたら

す。2030年までには、ニューヨーク市の平均

気温が華氏 3度も上昇する。気温の上昇によ

り脆弱な高齢者などを中心に、公衆衛生上の

危険が生じ、また、社会基盤に更なる負担が

かかることになる。ニューヨークは、都市基

盤設備が熱を吸収・保持することから、他の

地域と比べ、気温上昇の影響を受けやすい。

「ヒート･アイランド現象」として知られるこ

の現象により、ニューヨーク市の気温は近郊

地域よりも華氏 7度高くなる可能性がある。 

520マイル（約 836キロメートル）の海岸線

を持つ街として、ニューヨークでは、海面上

昇と、激しさを増す嵐による洪水の危険が増



 
 

している。過去 100年で海面は 1フィート

（約 30センチメートル）上昇し、今後 20年

で 10インチ（約 25センチメートル）上昇す

ると予測されている。民家や企業、道路や発

電所などの社会基盤の中には、より危険にさ

らされるものもでてくる。 

気候変動に対するニューヨーク市の課題は 2

つある。つまり、地球温暖化の原因となるも

のを削減することと、温暖化による不可避な

影響に備えることだ。我々は両面に備えるべ

く準備を進めている。 

公共交通機関が集中し利用者も多いため、ニ

ューヨーク市は世界の主要都市の中で、人口

1 人あたりの温室効果ガス排出量が最も低く、

米国平均の 3分の 1である。2030年までに、

温室効果ガス排出量を 2005年比で 30%以上削

減するという目標を、我々は 2007年に設定し

た。一連の取組により、この目標の達成に向

け著しい効果を挙げることができた。我々は

また、気候変動のリスクを理解し、認知可能

な脆弱性を減らす具体的な行動に移すための

総合的な取り組みを開始した。 

もし、気候変動の速度を緩め、すでに起こり

つつある変化からわが街を守ろうとするので

あれば、我々のやらなくてはいけないことは

もっとある。 

どの都市もこの取組を自分たちだけで行うこ

とはできない。また、誰一人としてこの状況

を座して見ているわけには行かない。ニュー

ヨークは常にこの待ったなしの課題への答え

を導き出してきた。21世紀の明確な課題を再

び乗り切るのは、我々に課された義務なので

ある。 

 

我々の歩み 

2007年に発表された PlaNYCは、経済を活発

にし、気候変動に立ち向かい、すべてのニュ

ーヨーク市民の生活の質を向上させるなど、

100万人以上増加する人口に備えるためのこ

れまでにない取組であった。PlaNYCのもと、

緑豊かで環境に配慮したすばらしいたニュー

ヨークという構想に向け、市政府の 25以上の

部局が一体となった。長期目標が達成される

には長い年月がかかるが、年次進捗報告書に

あるとおり、ほとんどの長期目標については

達成に向け予定通りに進行しており、2007年

版のプランにある 127の事業のうち 97%が着

手済みである。 

これまでに、ニューヨーク市は社会基盤整備

に賢明で画期的な投資を行ってきた。このこ

とにより、将来の人口増加と、現在のニュー

ヨーク市の住民のニーズに応えることができ

るであろう。たった 4年間で、64,000戸の住

宅を整備してきた。交通機関を重視した 20以

上の区画再整理を行い、87%以上の新規開発地

域で交通機関への接続のよさを確保すること

ができた。新時代の公園建設に着手し、25万

人以上のニューヨーク市民が徒歩 10分以内で

公園を利用することができるようになった。

市バスの快速サービスも実施し、河川･水路を

きれいにするため、環境に配慮した社会基盤

に 15億ドルを支出した。50万本以上の木を

植えた。また、上水道にこれまでにない投資

を行った。 

イエローキャブの 30%以上がいまや環境に配

慮した車両であり、この街で最も利用される

自動車であるタクシーからの排気ガスを減ら

した。道路を走行するすべての乗用車やトラ

ックを合わせたよりも多くの汚染物質を排出

する、有害な暖房用燃料を徐々に減らすため

の規制が施行された。ブラウン・フィールド

（環境汚染などの理由で利用されなくなった

産業･商業用地）を再生するための手続きを簡

略化したことにより、わが街で最も汚染され

ている地点をきれいにするための作業を始め



 
 

る時間が短縮される。観光客やニューヨーク

市民を惹きつける「世界の交差点」タイムズ

スクエアをはじめ、歩行者向けの公共広場を

設置し、歩行者の死亡率は減少した。2017年

までに市政府が排出する温室効果ガスを 30%

削減する取組の一つとして、市が保有する建

物に、エネルギー効率を高めるための 100以

上の改良を実施した。市議会とも連携し画期

的なグリーン・ビル法を施行した。この法律

により、カリフォルニア州オークランドと同

規模（人口約 42万）の都市がカーボン・ニュ

ートラル（大気中の二酸化炭素を増加させな

い状態）になるのと同じくらいの影響をもた

らす。加えて、気候変動からの回復力を高め

るため、世界中のどの都市よりも総合的な取

り組みの一つを開始した。 

これらの取り組みは、温室効果ガスの減少だ

けではなく、ニューヨーク市民の生活に直接

的な好影響をもたらす。 

同時に、いくつかの目標達成を阻む障害にも

突き当たった。安定的で十分で合理的な資金

源が無いために、交通システムの維持、改良、

拡張が阻まれている。渋滞が蔓延し、時間的･

金銭的損失が発生し、燃料の浪費、大気の汚

染がもたらされる。世界的景気後退により、

資本的予算を削減せざるを得ない状況にある。

その結果、PlaNYCにある事業のいくつかは進

捗が遅れてしまった。州政府や連邦政府によ

る許認可・対策あるいは財政支援が無いため

に、遅れてしまった取り組みがある。しかし

ながら、我々は長期目標に決然たる姿勢をと

り続けるのだ。 

我々は大きな進歩をした一方で、まだやるべ

きことは多く残っている。 

PlaNYCが最初に始まったとき、我々が直面す

る課題への解決策がすべてそろっているので

はないことに気がついた。また、年を経るに

つれて、新たな課題が発生することも知った。

そこで、最初の取り組みから 4年経過した、

今、PlaNYCをリニューアルしたわけである。

今回の新たな PlaNYCは、これまでの再確認で

あって方向性の変更ではない。全般的な軌道

修正を意味するような変更や追加は含まれて

いない。 

 

我々の進む道 

目標の設定やその進捗状況の評価に当たって

は、我々は常に明白であり、説明責任を果た

し続けてきた。しかし、真に目標を達成する

には、市政府だけではなくすべてのニューヨ

ーク市民の積極的な関与や取り組みが必要で

ある。コミュニティに地盤を置く数千に上る

組織や個人が地域の持続性を高めるために活

動をしている。ブロンクス･リバー・アライア

ンスはブロンクス川をきれいにする取り組み

を行っている。スタテン･アイランド･グリー

ンベルト･コンサーバンシーは子供たちが自然

と親しむ働きかけを行っている。ブルックリ

ン・ウォーターフロント・グリーンウェイ・

オーガニゼーションは、浜辺を歩いたり自転

車に乗ったりできるような取り組みを進めて

いる。 

自分たちの近隣地域の環境面における持続性

がより高まるよう、住民たちも寄り集まって

計画を立てている。サステイナブル･フラット

バッシュでは、ブルックリン地区において、

エネルギー効率向上とリサイクル推進のため

の活動を行っている。マンハッタンのローワ

ー・イースト・サイド・エコロジー･センター

では、地域での堆肥化や、教育の取り組みを

進めている。これらの事例は、さまざまな利

害や異なる地理的背景をもつ数百ものグルー

プに共通する、ただ一つのことがあることを

意味する。それは、より環境に優しくより素

晴らしいニューヨーク市を構成する、より環

境に優しくより素晴らしい住宅地域を作り上

げていくため、汗を流していくということだ。 



 
 

我々の取り組みに加わるよう呼びかけつつも、

こうした地域の取り組みを奨励し支援してい

く。 

こうした中、我々がレッド･フック（ブルック

リン）やハミルトン･ハイツ（マンハッタン北

部）で展開している取り組をすすめている一

方、ロッテルダムや香港が我々の動きに注目

している。2010年 11月、ブルームバーグ市

長が、温室効果ガスの排出削減を進めるリー

ダーを擁する 40の世界の大都市のネットワー

クである、C40気候変動グループの議長に選

出された。C40加盟都市は、近隣の関係都市

18都市を含めると全世界の国内総生産の約

21%を占める。地球に暮らす 12人に 1人は都

市または都市の境界線近くに住んでいる。こ

うした都市が我々の市長を C40の指導者に選

んだのは、ニューヨークが率先して取り組み

を進めていることを認識しているからだ。ま

た、このことは、加盟都市からノウハウを学

び取るチャンスを意味する。バスサービスの

向上に関するクリティバ（ブラジル）からの

アイデアは、カナーシー（ブルックリン）で

も実施できるだろう。メルボルンでの公園の

再緑地化は、ミドル・ビレッジ（クイーンズ）

でも役立つかもしれない。 

世界的な課題と、身近な地域における課題は

互いに関連しあっている。我々は皆、果たす

べき役割と責任がある。ニューヨーク市は真

剣に自らの責任を果たしていく。前世代の

人々が目の前に直面する困難に対処し、この

すばらしい街を我々に残してくれたように、

我々も次に世代に引き継いでいかなくてはな

らない。未来に向け前進し、より環境に優し

く、より素晴らしいニューヨークを作り上げ

ていくのだ。 



Housing and Neighborhoods 

（住宅と住宅地域） 

100万人増加するニューヨーク市民への住

宅を確保するため、より適正価格で持続可

能な住宅と住宅地域開発を行う 

2030年までにニューヨークの人口は 900万人を越

える。2005年の人口から 100 万人近く増加するの

である。 

我々は、人口増加と共に発生する課題とチャンス

への準備を行うに当たり、単なる住宅供給戸数の

増加以上のゴールを設定しなければならない。こ

のことはニューヨーク市にとって引き続き重要な

焦点となる。我々はまた、持続可能で、収入に応

じた適正な家賃や価格の（affordable、以下「適

正価格の」）住宅地区の創出と維持を行なってい

かなければならない。我々は、力強い住宅地域は

我々の最も重要な資産のひとつであると認識して

いる。それぞれの住宅地域がそれぞれの独自の特

徴、歴史、文化を有している。こうした多様性を

維持していくことは、都市の健全性を保ち続ける

うえで極めて重要である。 

与えられた行政区域の範囲内で、成長し続ける経

済と人口増加に対応していくためには、どのよう

に住宅地域を活性化していけば良いのか、またど

のように既存の周辺地域との良好な関係を維持し

ていけば良いのか、我々は難しい判断に直面して

いる。人口密度の増大は、住宅地域に目に見える

利益をもたらす一方で、新規開発が潜在的に持つ

影響に対する懸念を引き起こすことも避けられな

い事実である。 

20世紀の大半において、住宅供給の成長は地下鉄

網の延長を追いかけるように行われてきた。大量

輸送機関は、中心部に集中する職場へのアクセス

を容易にしつつ、住民がより低コストの周辺地区

に広がっていくことを可能とした。 

20世紀後半には、こうした拡散パターンに拍車が

かかった。通勤距離 2分の 1 マイル以内に居住す

るニューヨーク市民の数は減少し、最も地下鉄へ

のアクセスの良い住宅地域の人口は減少、または

微増にとどまっている。より自動車に大きく依存

する地域における開発が加速したのである。 

こうした拡張は、住宅地域の多様化とライフスタ

イルの選択肢拡大に寄与したが、自動車依存地域

における継続的な人口増加は、重大な課題を提起

した。公共交通中心の住宅地域における成長を促

進することは、道路混雑の原因を除去し、大気環

境を守り、地球温暖化ガスの排出を低減させる。 

こうした居住地域のシフトを達成するための第一

の手段が建築規制（ゾーニング）、すなわち行政

機関が開発における容積と密度を規制するために

用いる規制である。交通機関に近接した地区の適

切な場所において建築密度の増加を認め、より自

動車への依存度の高い地区において建築密度を制

限することで、より公共交通を中心とする地域に

おいて成長を導くことができる。 

公共交通機関に近接した地域に住宅供給の機会を

提供することは、より環境に優しくより素晴らし

い住宅地域を建設するための基本であり、それに

より、より環境に優しくより素晴らしいニューヨ

ークが生まれる。多様な就業機会があり、同時に

住民の徒歩圏内に健康的な食料品を手に入れるこ

とができる小売店やサービス業があること、そう

したコミュニティの複合的に利用に対する要望は

ますます高くなっている。我々は、エネルギー、

水、建設資材などの資源をより効率的に利用しな

ければならないのと同じように、住民に対して、

きれいな空気、公園・広場などの豊かな公共空間

を確保しなければならない。そして、それぞれの

家庭が収入の範囲内で無理なく住宅の選択をする

ことができるような、多様な収入層に対応したコ

ミュニティの形成を推進しなければならない。 

適正価格住宅の創出と維持は、今後も市内全域に

わたる優先事項である。ニューヨーク市民が適正

価格で住宅を取得する機会を増加させるためには、

住宅供給数の増加が直接的に影響する。仮に住宅

供給が人口増による需要増に応えられなければ、

既存の住宅は値上がりし住民の負担は増加する。

新規開発用地が不足すれば、住宅コストの構成要

素である土地価格が高騰し、新規住宅供給コスト

が上昇する。こうした供給不足による価格上昇を

防ぐため、我々は引き続き追加開発が可能な地域



に割り当てられた容積率を増加させ、不適切な場

所から適切な場所へ容積への移転を行わなければ

ならない。 

ニューヨーク市民にとって住宅をより身近で適正

価格なものとするためには、住宅供給の単なる量

的拡大だけでは不十分である。一般的に、新規住

宅の市場価格は高額所得層向けとなる。長期的に

は新規在庫の増加は価格上昇圧力を和らげること

になるが、現在の住宅価格は、多くのニューヨー

ク市民にとって過度に高額なものとなっている。

半数以上の世帯において住居費は総収入額の 30％

以上を占めており、中所得層のニューヨーク市民

が負担可能なアパートは全体の 64％に過ぎない。

我々は住宅供給量を増加させることに加え、適正

価格住宅を創出し維持するため、明確な目的を持

ったプログラムを展開しなければならない。市が

行動を起こさなければ、多くのニューヨーク市民

にとって、選択肢は限られたままとなる。 

2007年以降、我々はこうした多様な課題の克服に

目覚しい成果を挙げてきた。2002年に行われた

109の包括的住宅地区建築規制の見直しの一貫とし

て、我々は公共交通の利便性の高い地域において

住宅供給機会を創出し、一方で自動車への依存度

の高い地域においては成長を制限し、また、住宅

地域の暮らしやすさを損なう恐れのある開発を阻

止してきた。既に、こうした建築規制の見直は、

公共交通の利便性が高い地域に人口増加をシフト

することに寄与している。概ね全市民の 70％が 2

分の 1マイル圏内に居住している状況の中、2007

年以降の住宅供給の 87％が 2 分の 1マイル圏内に

おいて行われてきた。 

さらに我々は、ブルームバーグ市長が 2003年にス

タートさせたニュー・ハウジング・マーケットプ

レイス・プランを通じ、低・中所得層のニューヨ

ーク市民にターゲットを当てた住宅価格適正化を

遂行してきた。同プランは現在の住宅供給市場の

課題とチャンスに対応すべく 2010年に更新されて

いる。我々は過去に行なってきた投資を保全する

ことで、住宅地域を強化し、適正価格住宅の供給

を拡大し、家庭を安定したものとする。不動産市

場の縮小により、我々は既存住宅の保全をより重

視することとなったが、引き続き住宅供給にも全

力で取り組んでいる。 

今日の住宅市場の低迷にもかかわらず、市は適正

価格住宅に対し相当額の投資を続けている。2004

年以降、我々は 110，000 戸の住宅供給と保全を行

なってきた。引き続き全力を挙げ、2014年までに

合計 165,000戸の適正価格住宅の供給と保全を行

うだけでなく、市が直接エネルギー効率の高い住

宅の建設と補修を行うことで、住宅の適正価格を

実現していく。 

こうした成果と努力に満足することなく、我々は

更に前進しなければならない。市の成長を計画す

るうえで認識しなければならないことは、コミュ

ニティがより環境に優しくより素晴らしいものに

なって初めて、ニューヨークがより環境に優しく

より素晴らしいものとなる、ということである。

そしてまた、目標は我々だけの努力で達成できる

ものではないということも認識しなければならな

い。大多数の新規住宅は、民間の開発事業者によ

り建設される。コミュニティが直面する、地域に

固有な課題に対する解決策を、コミュニティ自身

が見出し、遂行できるようにしなければならない。

地域社会のパートナーに、技術面、資金面、そし

て規制面での支援を行うことで、より環境に優し

くより素晴らしいコミュニティを育むことができ

るのである。そうすることにより、我々は、より

健全で、より公平な街を、区画ごと、住宅地域ご

とに築きあげていく。 

Our plan for housing and 

neighborhoods          

（住宅供給と住宅地域計画） 
 

新規住宅供給のための容量を拡大する 
 

１．公共交通中心の土地利用見直しを継続する 

２．新規開発地域を創出する 

３．人口増加に対応する新規拡大住宅供給モデ

ルを提示する 

 

新規住宅に資金助成を行い供給を拡大する 
 

４．低利用地に住宅地域を新規開発する 

５．既存住宅地域に新規住宅を創出する 

６．既存市有地に新規住宅を開発する 

 

持続可能な住宅地域を推進する 
 



７．より環境に優しくより素晴らしいコミュニ

ティを育成する 

８．市営住宅や公営住宅の持続可能性を高める 

９．小売店等のサービスへの徒歩アクセスを促

進する 

10．既存の適正価格住宅を保全し品質を向上さ

せる 

11．住宅地域と住宅の質を積極的に保全する 

 

Our Plan（計画） 

我々は引き続き、人口増加に伴う需要増に応える

べく、新規住宅供給を行なっていく。潜在的供給

能力を高めるため、どの地域における新規開発が

最も適しているか、我々はコミュニティと協力し

て調査を行わなければならない。調査に基づき、

建築規制の見直しを行い、新規住宅の供給を促進

しなければならない。そして既存の住宅用地をよ

り効率的に利用することが可能となる、これまで

と異なるメカニズムを見出さなければならない。 

しかし我々がしなければならないのは、単なる供

給能力の拡大ではない。新たな住宅に資金を投資

し、開発を促進しなければならない。より大きな

範囲において住宅創出を可能としなければならな

い。クイーンズのハンターズ・ポイント・サウス

などに全く新しい住宅地区を創出するだけでなく、

既に大規模な投資を行なっているブロンクスのメ

ルローズなどにおいても、新規住宅建設に資金を

投入していく。 

我々はまた、住宅供給と住宅地域が持続可能なも

のとなるようにしなければならない。持続可能性

とは、よりエネルギー効率の高い建物であること、

徒歩アクセスに優れていること、公共交通の選択

肢が多いこと、就業機会が多いこと、健康食品を

含めた小売店に近いこと、を意味する。 

市政府はだけでは、ニューヨークを持続可能な都

市とすることはできない。より環境に優しくより

素晴らしいニューヨーク（当然のことながらより

環境に優しくより素晴らしい住宅地域によって形

成される）を築きあげていくためには、全ての

人々の力が必要である。持続可能な住宅地域を育

むためのコミュニティの努力と計画に対し、我々

は関与し支援を行なっていく。 

新規住宅供給のための容量を拡大する 

人口増加に対応し、全ての所得層のニューヨーク

市民がより適切な価格で住宅を手に入れられるよ

うにするため、我々は規制改革その他の手段を用

い新規住宅供給を可能とする。市による再開発が

可能な地域の調査を行うと共に、新規開発を支援

するインフラへの投資を継続する。さらに 21世紀

の利用実態と需要に対応するように、規制・基準

の改訂についても検討を行う。 

戦略１  

公共交通中心の土地利用見直しを継続する 

新規住宅建設を促進するうえで、また、住宅建設

を公共交通の利便性が高い住宅地域へ誘導するう

えで、土地利用の見直しは市にとって強力なツー

ルである。例えば 2009年のブロンクス・ロワー・

コンコースにおける見直しは、長期的な人口増加

に備えるうえで合理的なものであると同時に今日

のコミュニティの需要にも対応するものである。 

公共交通サービスの整った地域においてより高密

度の開発を促進し、自動車依存度の高い地域にお

いて人口増加を制限することで、持続可能な住民

増加が可能な地域に新規開発を誘導することがで

きる。しかし、公共交通への近接性が高く、現在

の土地利用で認められているよりも多くの住民増

加に対応できると思われる地域においても、規制

の見直しはコミュニティの参加のもと、地域のイ

ンフラやサービスを考慮し慎重に行われなければ

ならない。主要な幹線道路における密度を高めな

がらも、同時に建築物の高さや容積を適切に制限

することで、既存の住宅地域の特性を再強化しな

がら住宅スペースの増加と多様なタイプの住宅供

給を促進することができる。 

我々は引き続き市内全域にわたり、公共交通を中

心とする土地利用の見直しを提案する。予定地区

はクイーンズのサニー・サイド、ウエスト・サイ

ド、ブルックリンのベッドフォード－スタイベサ

ント・ノース、マンハッタンのウエスト・ハーレ

ムとウエスト・クリントン、そしてブロンクスの

イースト・フォーダムである。 



中所得層住宅供給プログラム（Inclusionary 

Housing Program）を通じ、我々は新規開発と同時

に適正価格住宅の建設と保全促進を継続する。中

所得層住宅供給プログラムは、低所得層住宅の供

給を条件として、住宅地開発への床面積増加を認

めるものである。2005年以降、同プログラムは

1,900戸以上の恒久的な適正価格住宅の供給を創出

してきた。 

市単独では、ニューヨークの人口増加に備えるた

めの膨大な課題を解決していくことはできない。

民間主導の再配置活動もまた、公共交通中心の成

長という我々の目的達成に寄与することができる。

公共交通へのアクセス性が高く地域の要望にも応

える新規開発の提案が適切に行われれば、我々は

開発事業者と共同しその実現に取り組んでいく。 

戦略２  

新規開発地域を創出する 

我々は市内全域において、新たな人口増加を受け

入れる可能性があり、いずれ土地利用見直しが行

われ、または再開発により新規住宅供給が可能と

なる地域に投資している。 

今後数年間、市内全域にわたり潜在的開発可能性

を明らかにするため調査を実施する。調査対象に

はスタテン島のノース・ショアが含まれ、我々は

コミュニティと共同して公共交通やその他の支援

策の改善について調査を行う。また、MTA と共同し、

ブロンクスのメトロノース線の駅周辺においては、

新規開発と交通アクセス改善双方の可能性を明ら

かにするための調査を実施する。さらに MTA が所

有または賃借する用地について、住宅供給用地と

しての使用可能性または周辺コミュニティ充実へ

の活用可能性についても検討を行う。 

我々はブロンクスのシェルダン・コリドーとハン

ツ・ポイント地区の潜在的改善シナリオについて、

「交通」の章において記載するハイウェイ・ネッ

トワークの変更可能性調査の一環として評価を行

う。調査結果は交通動脈に必要となる総合的土地

利用ビジョンに基づくものとなる。 

我々はまた、ニューヨーク市ハウジング・オーソ

リティ（NYCHA）、そのテナント、周辺コミュニテ

ィと共同し、NYCHAの所有地における新規開発の可

能性があるか明らかにする。 

ハドソン・ヤード計画を引き続き推進する。マン

ハッタン・ハイライン最後の用地であるハドソ

ン・ヤードの所有権取得、7号線建設の完了などに

よりこの地域全体の開発を誘発させていく。こう

したステップにより、ハドソン・ヤードは、2,400

万平方フィートの商業施設、13,000 戸以上の住宅、

充実したオープンスペースと文化施設を有する活

力あふれるミッドタウン商業地域へと変貌を遂げ

るだろう。 

マンハッタン、ロワー・イーストサイドにおいて

有効利用がなされていないスワード・パークにつ

いても、利用可能性を検討する。スワード・パー

ク・拡張都市再開発地域は、1965年に商業・住宅

地域として開発された。計画の一部は実施された

ものの、5区画が未開発のままとなっている。我々

はこの地域に相応しい活力のある複合的開発プラ

ンを策定するため、コミュニティと協議を行なっ

ている。 

最後に、市が所有するおよそ 42,000エーカーの土

地と 2億 8,500万平方フィートの建設用地を集約

する可能性がある。こうした用地の多くは、

26,000台の市有車両の駐車または修理のために使

用されている。新技術を活用し、既存の車両駐車

場を自動多段式駐車設備に改造することで、市の

土地所専有面積を削減し、適切な開発の機会を生

み出すことができる。 

市はまた、多くの施設においてデータの保存管理

を行なっている。アーカイブとファイリングの管

理システムを使用しデータの集中管理を行い、再

配置可能な保存設備を利用することで、我々は新

たな住宅建設その他の開発のための用地を生み出

すことができる。こうした技術やその他の手法を

用い、市が借受け、所有するスペースを 120 万平

方フィート削減する。 

戦略３  

人口増加に対応する新規拡大住宅供給モデ

ルを提示する 



今から 2030 年までの間に、市の人口動態は変化す

る。年齢中央値は上昇が予想され、高齢者と独身

者が増加し世帯人数は減少する。しかし、今日の

住宅ストックにおいては人口のこうした部分への

対応は必ずしも十分には行われていない。また現

在の規制や現実の開発事例は、こうした少人数世

帯を対象とした開発を十分認めているとは言えな

い。既存の住宅に代え、より小さな住宅を求める

個人に対しては、既存ストックをより上手に活用

すること、そしてより効率的な新たな住宅モデル

を建設することで対応していくことが可能である。 

市が適切な場所において規制改正を行うことで、

既存の住宅ストックを一世帯または二世帯用の適

法なアパートとして供給することが可能となる。

こうした住宅により、多様で小さな住宅を見つけ

ることが困難なエリアに、高齢者、独身者または

少人数世帯向けの適切な選択肢を加えることがで

きるようになる。市はこうした住宅が可能である

か、交通アクセスと住宅地域の特性も含め幅広く

考慮しながら、慎重に選択肢の比較検討を行って

いく。 

我々はまた、純粋に人口が増加する地域における

新たな住宅モデルを模索しなければならない。よ

り高密度に人口増を受け入れることが可能な地域

においては、伝統的な住宅設計を見直し既存住宅

に代わる新たな非在来型住宅の開発を追求するこ

とが可能であろう。市は住宅の質と安全性と同時

に、周辺の土地利用との関連において適正な配置

であるかについても考慮しながら、より小規模な

住宅の建設可能性について、慎重にその選択肢の

比較検討を行なっていく。 

新規住宅に資金助成を行い供給を拡大す

る 

単に民間セクターに対し、市内住宅供給量の増加

を可能とするだけでは十分ではない。市の行動が

なければ、ニューヨーク市民は引き続き適正価格

住宅の選択肢不足に直面するだろう。 

市は積極的に投資を行い、新住宅の供給を促進し

なければならない。住宅需要に的確に対応するた

めには、特に適正価格住宅の供給が求められる。

だからこそ我々はクイーンズのハンターズ・ポイ

ント・サウスやウィレッツ・ポイントなどに全く

新しい住宅地域を創出しなければならないのであ

る。我々はまた、既存のプログラムを活用し、市

内全域にわたり新たな適正価格住宅供給に投資を

行なっていく。 

最後に、我々は既存の市政府所有の建物や土地を

住宅供給に振り向けることができるか、明らかに

していく。これらすべての取組みを、ニュー・ハ

ウジング・マーケットプレイス・プランのもとに

実行することで、我々は 2014 年までに約 20,000

戸の新たな適正価格住宅を開発する。 

戦略４  

低利用地に住宅地域を新規開発する 

ニューヨークのように高密度に開発された都市に

おいては、全く新たな住宅地区を大規模に開発す

ることは極めて困難である。しかしそのようなチ

ャンスがある場所においては、資本を投入し、世

帯の収入に見合った住宅の立ち並ぶ活力ある住宅

地区を創出する。 

我々はハンターズ・ポイント・サウスにおいて、

道路、下水道、その他の公共設備を含め、6,500万

ドル以上の投資を行ない、クイーンズのウォータ

ーフロントに全く新しい住宅地域を創出しようと

している。今後 3 年間、我々は 900戸の新たな住

宅の建設に着手する。完成時には、このプロジェ

クトにより供給される住宅は 5,000戸となり、そ

のうち 3,000戸は恒久的に低所得層、中間所得層

の家庭用として確保される。また、同地区には 11

エーカー以上の眺望の良いウォーターフロント公

園、小売店舗スペース、そして 1,100人の受け入

れが可能な新しいパブリックスクールが用意され

る。 

クイーンズのウィレッツ・ポイントにおいても、

我々は全く新しい住宅地域の建設を準備している。

クイーンズ北部フラッシング・リバーに突き出し

たウィレッツ・ポイントの名で知られる約 60エー

カーの土地は、20世紀初頭のほとんどを灰の投棄

場所として使用されていた。フラッシング・メド

ウズ・コロナ・パークが 1939 年の世界博覧会準備

を通じ整備されるなど、周辺エリアが目覚しい変

容を遂げる一方で、ウィレッツ・ポイントは環境

面での問題を深刻化させていった。 



今後 4年間で、開発業者を選定し、インフラの整

備と環境改善を行い、400戸の新規住宅建設を含む

複合開発プロジェクト、ウィレッツ・ポイント第

一期開発に着手する。全ての開発が完成すれば、

5,500戸の住宅が供給され、その 35％が適正価格

住宅となる。開発計画は、150,000 平方フィートの

コミュニティスペース、学校、8エーカーのオープ

ンスペース、170万平方フィートの商業、ホテル、

オフィス、コンベンションセンターを含むもので

ある。 

我々は同様の開発を、クイーンズのアーバーン、

ブルックリン、イースト・ニューヨークのゲート

ウエイで行い、合計 2,600戸の新規住宅を供給し

ていく。 

戦略５  

既存住宅地に新規住宅を創出する 

既存の住宅地域における空き地又は低利用地もま

た、新規住宅開発のチャンスである。我々は最も

早く効果が期待できる既存住宅地域における新規

建設投資を戦略的に優先させる。特に長年のコミ

ュニティや公共による投資により、再活性化を間

近に控えている、または再活性化を実現している

住宅地域が対象となる。 

市に残された最後の 3箇所の大規模市有空地のひ

とつサウス・ブロンクスのメルローズ・コモンズ

都市再開発地区において、我々は 700戸以上の低

所得層、中所得層向けの賃貸住宅への開発投資を

行う。メルローズ・コモンズ地区においては既に

市の投資により 2,800戸の新規住宅が完成または

建設中である。 

ニューヨーク市・ハウジング・オーソリティ

（NYCHA）が十分に活用していない用地について、

利用目的を再検討し、再開発することもまた、新

規住宅開発の新たなチャンスである。これには、

周辺の住宅地域との関係を強化するような方法で

地上平面駐車場の再開発をすることが含まれる。

NYCHAが 1940年代に空き地や駐車場に囲まれた高

層ビルを建設した時には、住宅地域や商店街の連

続性は阻害され、往々にして NYCHAの開発は大規

模コミュニティから遠く離れた陸の孤島となって

しまった。2004年に、NYCHA と市は、こうした地

域のいくつかを新規住宅用地のターゲットとする

ことで合意した。 

用地開発に当たり NYCHAは、コミュニティからの

追加開発支援が可能なエリアを慎重に選定してき

た。コミュニティや公選公務員と、開発の究極の

姿を定義するための協議を行った。市やニューヨ

ーク市住宅開発公社との共同事業により、2,400戸

以上の住宅が NYCHAの用地に建設され、または建

設中である。この中には、マンハッタンのエリオ

ット・チェルシー住宅における 168戸、ブロンク

スのユニバーシティ・アベニュー集合住宅におけ

る 748戸が含まれる。このパートナーシップによ

り、我々は 5つのボロー全域において 2014年まで

に 3,400戸の新たな適正価格住宅の建設を完了ま

たは着工する。 

我々はまた、現在の適正価格住宅の最低付置義務

駐車場数が適正であるかどうか検証を行う。人口

密度の高いエリアほど、自家用車保有率は低い。

特に低所得層においてはその傾向が顕著である。

我々は最低付置義務駐車場が適正価格住宅に不必

要なコストを付加していないか検証する。こうし

たコストを引き下げることで、開発投資資金をよ

り有効に活用し、より多くの住宅を供給すること

が可能となる。 

戦略６  

既存市有地に新規住宅を開発する 

市とその他の公共機関は、何エーカーもの利用効

率の低い用地を所有しており、これらは住宅用地

として利用可能である。図書館、学校、駐車場、

こうした既存の利用形態と住宅が共存できる可能

性は極めて高い。我々はこうした共同使用を最大

化し、市の所有する利用効率の低い用地を適正価

格住宅に転換していくための努力を行っていく。 

市内全域にわたり、当初の利用目的が適切ではな

くなった、またはもはや必要ではなくなった用地

が十数か所存在する。倉庫、旧校舎、閉鎖された

病院、旧警察署などの用地は適正価格住宅として

の再生が可能である。我々はこうした建物を保

全・利用し、住宅ニーズに対応していく。一例を

挙げると、マンハッタンのイーストハーレム、旧

パブリックスクール PS109は、アーティスト住宅



として 90戸の適正価格住宅に生まれ変わる予定で

ある。 

持続可能な住宅地域を推進する 

住宅供給を促進することに加え、我々はコミュニ

ティをより持続可能なものとしなければならない。

持続可能性とは、公共交通のアクセスに優れた地

域において成長を促進していくことを意味する。

多様な収入レベルに応じて住宅と職業の選択が可

能な住宅地域を育成することを意味する。水とエ

ネルギーを節約し、住民の健康に害を与えない資

材を用いた住宅を建設することを意味する。住民

が歩いて行ける距離に、（多くの住宅地域で失わ

れてしまったコミュニティ財産である）健康食品

やその他のサービスを提供する店舗が存在する活

力のある複合利用の住宅地域を育成することを意

味する。 

我々は公共投資事業と規制により、これらの要素

を先導して促進していく。しかし市はコミュニテ

ィ形成にいくつかのツールを提供することができ

るに過ぎない。環境に優しいコミュニティの創出

は、それぞれの住宅地域から、さらには各区画レ

ベルから始まる。地元の知識、熱意、そして創意

工夫に頼ることから始まる。 

我々は、住宅地域の住民グループ、コミュニティ

に根ざした組織、そして個人が既にニューヨーク

をより環境に優しくより素晴らしくするために行

っている活動を支援する。技術面、財政面、そし

て規制面において支援を行うことで、こうした取

組みが発展し、協調行動の新しいモデルを作り上

げ、そしてより環境に優しくより素晴らしいコミ

ュニティを創出する手助けをする。 

戦略７  

より環境に優しくより素晴らしいコミュニ

ティを育成する 

本計画は、ニューヨークをより持続可能な都市と

するために市が取り組む多くの戦略の概要を示し

ている。同時に、より環境に優しくより素晴らし

いニューヨークというビジョンは、コミュニティ

組織と何百万人ものニューヨーク市民の努力が必

要であることも明白である。 

既にコミュニティは、自分たちの住宅地域をより

持続可能なものとするために自分たちに何ができ

るのかを明らかにすべく団結して取り組んでいる。

利用可能なチャンスや資産はそれぞれの住宅地域

によって異なる。ブルックリンのベイリッジにお

いて有効な解決策は、クイーンズのベイサイドで

有効な解決策とは異なるかもしれない。それぞれ

の解決策はそこをホームタウンとする人々から生

み出される。 

我々はより環境に優しくより素晴らしいコミュニ

ティへのアプローチを、コミュニティと住宅地域

に根ざした組織がそれぞれの地域に合った戦略を

開発し、実行する手助けを行うことから始める。

それらは、集中豪雨対策、エネルギー効率の改善、

地域のコンポスト資源の設立、新たな公共空間の

創設、公園管理の強化などである。 

我々はまた、持続可能性を住宅地域計画に統合す

ることにより、より環境に優しくより素晴らしい

コミュニティを創出する手助けを行う。我々は既

にブルックリンのイースト・ニューヨークにおい

て調査を開始し、間もなく完了する。我々はコミ

ュニティ・ボードやサイプレス・ヒルズ地域開発

公社を含む他の利害関係者との緊密な連携により、

土地利用と建築規制の変更を提案し、その他の手

法についても評価を行うことで、この住宅地域を

より環境に優しいものとしていく。この共同作業

は、歩きやすさ、自転車アクセス、街並み、交通

安全性、住宅と商店、教育や就業の機会との近接

性の改善可能性を明らかにすることも含むものと

なる。この調査はまた、エネルギー効率の改善、

地域内の住宅と公共空間の環境性能の改善、そし

て豪雨対策の実践モデル推進と樹冠の増加につい

ても、その可能性を明らかにするものでもある。 

また、この調査は市の FRESH（Food Retail 

Expansion to Support Health 健康支援のための

食品販売拡大）プログラム―新鮮な食品がより手

に入り易くすることで市民の健康を増進させる―

の活用も視野に入れたもので、既に行われている

イースト・ニューヨーク・ファームズなどの地域

グループの取組を基礎として行われるものである。

こうした努力を集約し、ひとつの住宅地域におけ

る共同作業の新たなチャンスを見出していくため、



市と市民は住宅地域の持続可能性を高める計画に

対し高い基準を設定していく。 

戦略８  

市営住宅や公営住宅の持続可能性を高める 

光熱水費の高騰は、市内全ての住宅家賃を押し上

げている。2005年と 2008年の間に、市全体で契約

家賃は実額で 1.6％上昇した。光熱水費を含む総家

賃平均額の上昇率は 4.2％であった。 

光熱水費上昇コストを管理し、温室効果ガス排出

を削減するため、全ての住宅における電気、暖房

用オイル、天然ガスの使用量を削減する方策を見

つけ出さなければならない。これは公共助成を行

っている住宅においても同じである。よりエネル

ギー効率の高い住宅ストックは、インフラへの負

荷を軽減し地球温暖化ガスの排出量を低下させる

だけでなく、適正価格住宅ストックに対する長期

的な財政的実行可能性確保にも貢献する。 

これまで実施してきた施策（建築物改修時におけ

る仕様を変更しエネルギーと持続可能性について

の要求事項を追加）をベースとし、さらに、全て

の主要な市営住宅は、大規模修繕時または新規建

設においては、EGC（エンタープライズ・グリー

ン・コミュニティーズ）の認証を得なければなら

ない。EGCは特に環境配慮型適正価格住宅に適合す

るための一連のガイドラインである。EGC の認証を

獲得することで、市営適正価格住宅は、確実に建

設廃材を最小限に抑え、節水、エネルギー効率、

有害物質を含まない建設資材の使用を最大化する

こととなる。今後年間およそ 40件の適正価格住宅

プロジェクトについて EGC認証を行い、2014年ま

でに 30,000 戸以上のエネルギー効率の良い持続可

能性要求を満たす住宅への助成を行っていく。 

住宅を持続可能なものとすることは、我々が使用

する建設資材やシステムの範囲を超え、個々の住

宅所有者やテナントの行動にまで及ぶものである。

建物を経営する個人をターゲットとし、我々は NYC

グリーン・ハウス・プログラムを拡大し、小・中

規模ビル所有者に対する教育を実施する。内容は、

どのようにエネルギー効率を高め、節水をし、健

康に良い資材を使用するかということに加え、彼

らのテナントに対する教育方法についても含むも

のである。我々は教育ツールキットを配布し、個

人ビル所有者が高額なエネルギー支出を避ける方

法、住宅価格を押し上げる高額な補修・改修を防

ぐ方法について情報を提供する。我々はまた、年

間 6 回のグリーン・オーナーズ・ナイトを開催す

る。これはビル経営のベストプラクティスを教え、

ビル所有者と地域のビル運営・維持管理実務専門

家との交流を促進するものである。 

同様に、NYCHA も独自のグリーン・アジェンダを実

施している。グリーン・アジェンダとは、公共住

宅の保全と生活の質を向上させながら環境負荷と

運営コストを削減することを目的とする、一連の

持続可能性推進戦略である。グリーン・アジェン

ダの一環として、NYCHAはブロンクスのキャッス

ル・ヒル住宅において革新的な照明と暖房の機能

向上パイロット・プログラムを実施し、2009年と

2010年において 660,000ドル以上の節約に成功し

た。 

この成功に基づき、NYCHは他の開発においても、

エネルギー節約と効率化の手法を拡大するための

多面的なエネルギー性能契約プログラムを追及し

ている。NYCHA はまた、建物情報管理ソフトウエア

や、グリーン・フィジカル需要評価などの革新的

技術の調査研究を行っている。これらにより、

NYCHA は環境に配慮した改良が彼らの住宅ストック

に及ぼす環境面及び資金面での影響をより戦略的

に評価することが可能となる。 

2009年に NYCHAは、37の住民環境委員会

（Resident Green Committee）を設立し、総メン

バー数は 400名を超える。メンバーは CFL（電球型

蛍光ランプ）への切り替え、リサイクル、節水、

新規植栽の世話など、低炭素型ライフスタイルに

対する責任を引き受けている。NYCHAは現在の住宅

環境委員会との共同を続けながら、少なくともさ

らに 6つの委員会の設立を手助けしている。 

ブロンクスのリバーハウス住宅におけるパイロッ

ト・プログラムの成功に基づき、NYCHAは市と共同

して、豪雨貯水管理のベストプラクティスを他の

場所において規模を拡大して実施することを検討

する。NYCHAはまた、現在の取組みを発展させ、持

続可能性という視点を調達実務にも組み込んでい

く。 



戦略９  

小売店等のサービスへの徒歩アクセスを促

進する 

住宅、職場、小売店、その他のサービスが相互に

歩いていける場所にある。そうした配置を促進す

ることで、持続可能な交通手段の利用を促進し、

温室効果ガスの排出を削減することができる。 

住宅地域の複合利用を支援するため、我々は住宅

地域小売店舗拡大戦略の一環として住宅地域にお

けるショッピング地区形成を推進する。これは、

民間投資、地域住民、旅行者を惹きつけ、さらに

スモールビジネスの需要を支える建築環境を維持

するためのものである。市は、地域の小売店建築

規制のツールキットを創設する。建築規制ツール

キットは、市内全域の異なるタイプの商店街が直

面するそれぞれに固有の課題に対処していくもの

である。 

新鮮で健康的な食品を販売する小売店が存在しな

いコミュニティもいくつか存在する。現在 300万

人以上のニューヨーク市民が、養価の高く手頃な

価格の食料品を購入する機会が限られた過密な住

宅地域で生活している。こうした地域においては、

青果物の消費量は低く、食生活に起因する病気の

発生率が高い。 

既存の食品流通インフラ、例えば雑貨店や食品カ

ート、さらには市の規制権限を使用することで、

健康食品の入手を容易にする可能性がある。我々

は市議会と協力し、経費のかからない暫定的な解

決策を開発し実行しているが、同時により恒久的

なマーケットの開拓も支援している。 

健康雑貨店構想を通じ、1,000以上の雑貨店が生鮮

食品と低脂肪乳製品の販売を促進し、地域住民に

こうした食品の供給量を増やしている。グリー

ン・カート・プログラムにより、約 500の新規認

可が、新鮮な青果物を販売する路上販売カート業

者に発行され、これまでこうした食品が販売され

てこなかった住宅地域における迅速かつ効果的な

小売店の選択肢拡大に寄与している。連邦政府の

食糧配給券（フード・スタンプ）プログラム

（SNAP）の補強策として、我々は健康紙幣（ヘル

ス・バック）を支給している。SNAP 受給者がファ

ーマーズ・マーケットで 5ドルのフードスタンプ

を使用するごとに、2ドルクーポンを支給するもの

である。2009年には 110,000 枚以上のヘルス・バ

ックが発行され、新鮮な地元産青果物の売上に

220,000ドルが追加された。 

我々は健康食販売サービスの不足している住宅地

域において、300箇所の追加的選択肢の創出を促進

する。新規食料品店やスーパーマーケットの増加

を促すため、我々は FRESHプログラムをスタート

させた。これは、食品販売店が不足していると考

えられる特定の住宅地域における総合食料品店に

対し、土地利用面と資金面でのインセンティブを

与えるものである。また、食品へのアクセス改善

が必要なより多くのコミュニティに食料品店を誘

導するため、FRESHプログラムの拡大を含む土地利

用の追加改正の必要性を明らかにしていく。 

市議会との共同のもと、我々はまた、市有地の使

用効率を最大限に高めることで、食品販売店と商

品開発機会の創出を行なっていく。市はこれまで、

イーストハーレムのラ・マルクエタにキッチン・

インキュベーター（食品関連起業支援のための厨

房設備）の設立を、ロングアイランドシティに起

業家用スペース（Eスペース）の設立を支援してき

た。これらのプログラムは、成長を続けている食

品加工産業においてビジネスをスタートさせよう

とする起業家に対し、施設、設備その他の資源を

提供するものである。市は現在 Eスペースにおい

て 100件のクライアントを有している。E スパース

企業支援施設から 25の、そしてラ・マルクエタか

らは 40の新規事業を生み出すことで、起業家が市

内全ての住宅地域において健康食品の供給と経済

発展をもたらすことになる。 

戦略１０  

既存の適正価格住宅を保全し品質を向上さ

せる 

今日の経済情勢のもと、加速する財政的物理的疲

弊の影響を受けやすい建物管理においては、保全

が最優先事項となる。我々は 30年以上にわたり、

既存の適正価格住宅ストックに対し投資を続け、

低所得層、中間所得層のニューヨーク市民に対す

る適正価格住宅の重要な長期供給源を築きあげて

きた。しかし、州または連邦政府が不動産賃貸に



課してきた当初の適正価格規制の有効期間の多く

が経過しようとするなか、所有者は所有ビルを市

場価格住宅に転用する方向に傾いている。 

市は適正価格住宅のビル所有者と共同し、適正価

格規制を延長することと引き換えに資金の再貸付

と保全行なっている。いくつかのビルにおいては

テナントに対する状態改善のための補修が必要と

なっている。我々はこうした住宅に対し、個々の

開発状況に合った個別の戦略を用いた保全を行っ

ていく。 

ミチェル・ラマや同様の住宅を保全するため、創

造的な資金調達方法を開発する。固定資産税のイ

ンセンティブ、低利借換え、補修融資、その他の

補助金を組み合わせることで、長期にわたる適正

価格維持を確実にしていく。また、より小規模な

住宅の適正価格と状態を維持するため、小規模オ

ーナー補修プログラム（Small Owner Repair 

Program）を実施する。これは、維持管理に関する

合意を条件とする 10年間返済免融資により、プロ

グラム参加者ビルの財政的実行可能性、物理的状

態維持と継続的な適正価格を確実にするものであ

る。これらの施策を組み合わせることで、2014 年

までに 34,000戸の住宅保全を上乗せすることが可

能になる。 

住宅地域と住民を適切な状態に保全することもま

た、重要である。一戸建住宅の差押え危機がニュ

ーヨーク市に与えるインパクトは、これまで米国

の他の地区に比べ必ずしも大きいものではなかっ

たが、特定の地域、例えばクイーンズのジャマイ

カにおいては大きな影響を与えている。こうした

地域を支援していくため、推計で 4,000人のニュ

ーヨーク市民に対し、住宅ローンと差押えに関す

るカウンセリング、法律相談、そして NYC住宅地

域センターを通じた教育を行っていく。 

最後に、NYCHAは 3億 9,700万ドル以上を 189 の開

発に対し投資し、建物ストックの改善を行ってい

く。これは、現在のニューヨーク市民の住宅の 12

分の 1を占めるものである。さらに、NYCHAは 32

を超える開発地域において、建物の外観、屋根の

追加改修に対応するため 3億ドルの起債申請を行

う。 

戦略１１  

住宅地域と住宅の質を積極的に保全する 

住宅保全の必要性は、適正価格住宅だけに留まら

ず市内全域のすべての住宅にとっても極めて重要

である。テナント、住宅地域、そして市内全域の

住宅の質を維持するため、資産が荒廃する前に困

窮状態を明らかに把握する必要がある。ごく最近

まで、市のシステムとツールは多分に受け身であ

り、311番通報（非緊急情報・サービス通報）やテ

ナントや近隣住民からの苦情を中心とし構築され

ていた。 

我々はコミュニティグループ、市議会、そして州

の機関と共同し、複合的情報源からのデータを統

合し、建物の状態が悪化し荒廃する前に、困窮状

態を把握していく。今後 3年間で、1,000 件以上の

危険な状態の建物について評価を行い、明らかに

状態の悪化している建物については状態の詳細分

析と、屋根から地下室までの徹底調査を行う。

我々は建物の状態を改善するため、規制執行、訴

訟、財産管理、さらには所有権移転、保全融資、

財務カウンセリングその他専門機関への紹介など、

あらゆる手段を講じる。 

結論 

短期的住宅物件が経済状況の変化に対応した変容

を余儀なくされているなか、長期計画は引き続き

2030年までに増加する 100万人のニューヨーク市

民の需要を満たし、より環境に優しくより素晴ら

しいコミュニティを志向するものでなければなら

ない。 

経済状況の変化に応じ、適正価格住宅の創設と保

全に用いる政策ツールも様々なものが採用されて

きた。経済状況は今後も変化することが予想され

る。新たな課題の発生に対し創造性と十分な配慮

で対応するための準備を引き続き怠ってはならな

い。 

我々はまた、市の長期的な住宅需要に焦点を当て

続けなければならない。住宅供給能力の拡大を続

け、新しくかつ適正価格な住宅の創出のための調

整と資金投資、そして住宅地域の持続可能性に対

する要求に取組むことで、我々はニューヨークの

ビジョンがすべての市民にチャンスをもたらすも

のであることを改めて確認する。  



Parks and Public Space   

（公園と公共スペース） 

全てのニューヨーク市民が住宅から徒歩 10

分以内で公園に行けるようにする 

何世代にもわたりニューヨークで最も大切にされ

てきた公共インフラ形態の一つが公園である。世

界的に有名なセントラル・パークやプロスペク

ト・パークといった代表的な公園から、住宅地域

の遊び場や、ウォーターフロントの新生レクリエ

ーション地域に至るまで、公園は、ニューヨーク

市民にとって不可欠な公共の場である。市全体で、

市、州または連邦が所有するパークランド（公園

または公園として利用できる土地）は 5万 2000エ

ーカー以上存在し、これは市全域の 25％に相当す

る。 

公園と公共スペースは、市の各住宅地域において

不可欠な役割を担っている。運動の場を提供し、

公式または非公式な交流を行う為のフォーラムと

なり、大切なエコロジー機能の役割を果している。

さらに、経済発展の重要な触媒となって、不動産

価値を高め、住宅地域を活気づけている。 

公園の重要性にも関わらず、200万人以上のニュー

ヨーク市民が今だに公園から徒歩 10分以上の距離

に住んでおり、人口の増加につれて、様々な公園

と公共スペースの不足性は深刻化する一方である。

ニューヨーク住民のレクリエーションへの関心は、

クリケット場やカヤック乗り場にも及んでおり、

市の公園も確実に進化させなければならない。 

公園と公共スペースの需要増加に対応するため、

我々はニューヨークの公園整備の素晴らしき第三

時代の幕開けを迎えている。第一時代は、19世紀

の後半にフレデリック・ロー・オルムステッドと

彼のパートナーのカルヴァート・ヴォークスが

1900エーカー以上の市のパークランドを設計した

時に始まった。その最も代表的な広場がセントラ

ル・パークである。第二の素晴らしい時代は 1934

年にロバート・モーゼスがＮＹ市公園局長に任命

された時に始まった。彼はニューディール政策の

予算を利用して市の公園面積を 2倍以上に拡大し

た。しかし 1970年代は維持管理が悪く、市の公園

は危険で手入もされていない状態で放置されてい

た。1981 年、エドワード・コッチ市長は設備投資

計画を策定し、それまでのシステムの大転換を開

始した。過去 10年間に我々は政策を加速させ、公

園の変貌は素晴らしき第三時代に突入した。そし

て 2007年、PlaNYCは公園と公共スペースに対する

歴史的投資の時代の到来を告げたのである。 

空閑地や設備投資予算には限度があることから、

公園を新設するには創造的な新戦略が必要である。

例えば、以前はブロンクスの産業コンクリートミ

キサー工場だった場所が魅力的な水辺公園に変身

したコンクリート・プラント・パークや、見捨て

られていた高架貨物鉄道をマンハッタンの名所の

ひとつに変貌させたハイラインのように、従来と

は異なった用地の再利用を続けていく。 

更に、これまでに行ってきた公園と公共スペース

に対する多大な投資を保護していくことも必要で

ある。長期的に公園と公共スペースの健全性を保

っていくためには、継続的なメンテナンスと管理

を行い、注意を払っていくことが必要である。 

我々は大きな成果を上げてきた。2007 年以降、公

園と公共スペースへのアクセス改善を行い、25 万

人以上のニューヨーク市民が住居から徒歩 10分以

内で公園に行けるようにした。この新たな一連の

整備には、約 180 ヶ所の「校庭を遊び場に」およ

び約 260の「グリーンストリート（植栽の整った

街路）」が含まれている。新設予定公園 8ヶ所の

内、4ヶ所で既に工事が始まっており、43万本以

上の木を新たに植えている。 

しかし、単に公園を利用できるというだけでは十

分と言えない。公園と公共スペースの種類と質も

重要である。我々は多様なオープンスペースの必

要性に対応すべく、公園以外の公共スペースをど

のように利用できるか再考し、同時に生態系を強

化できる可能性を有する、持続可能で利用価値の

高いオープンスペースの設計を始めている。 

Our Plan（計画） 

公園の質と、全てのニューヨーク市民のアクセス

の要求を満たすため、我々は引き続き既存の公園

を改善し、市全体の遊休地を変貌させるための新

たなチャンスを発見し、公共スペースの管理強化



を行なっていかなければならない。我々が目標と

しているのは、オープンスペースの必要性が最も

高い住宅地域における影響力の強いプロジェクト

である。具体的には、最も公園が不足している市

内の住宅地域の多くを豊かにするためのコミュニ

ティ・ガーデンや都市農業の機会を提供すること

である。我々は引き続き、ブルックリンのカルヴ

ァート・ヴォークス公園やブロンクスのサウン

ド・ヴュー公園のように、市全体の住民を引き付

ける公園を建設・改造していく。 

我々は発想を新たにし、街を緑化する。活力溢れ

るオープンスペースは生物の多様性を必要とし、

またそれを支えていることから、市は自然地域の

健全性と活力を向上させるための取組みを進める。

最後に、管理と保護を強化し、オープンスペース

の長期的な健全性を確保し、これまでに行ってき

た多大な投資を守っていく。 

2030年までに、5 つのボロー全体で、総計 4,700

エーカー以上のパークランドや公共スペースを取

得または改善できると推定している。2030年まで

には、全てのニューヨーク市民が公園から徒歩 10

分以内のところに住むことができるようになる。 

Our plan for parks and public space

（公園と公共スペースの計画） 

公園が不足する住宅地域における効果的な

事業に狙いを定める 

１．公園と公共ペースの優先度の高い地域を特

定するためのツールを作成する 

2. 遊休地を遊び場または臨時的公共スペース

として開放する 

3. 都市農園とコミュニティ・ガーデンを促進

する 

4. 既存スペースの利用可能時間を拡大する 

あらゆる種類のレクレーションが楽しめる

大規模なスペースを創出する 

5. 主要公園を創設・改良する 

6. 旧埋立処分場を公共スペース・パークランド

に転換する 

7. 水上レクリエーションの機会を増やす 

公共の範囲を見直す 

8. 街並みを活性化する 

9. 市、州、連邦間の協力関係を強化する 

10. 歩行者・自転車道ネットワークを構築する 

自然を育み保護する 

11. 100百万本の樹木を植える 

12. 自然地域を保護する 

13. 生態系の連続性を確保する 

 

公園と公共スペースの長期的健全性を確保

する 

14.  スチュワード・シップを支援・促進する 

15.  全ての公共スペースの設計と維持管理に持

続可能性を導入する 

公園が不足する住宅地域における効果的な

事業に狙いを定める 

公園と公共スペースを最も必要としている住宅地

域の多くでは、校庭、交通量の少ない通り、空閑

地、運動場がその潜在的利用価値を見過ごされて

いる。既存用地の有効利用に狙いを定めた投資で、

これらのスペースはコミュニティにとって価値有

る資産となる可能性を有している。 

「校庭を遊び場に」のような価値の高いプロジェ

クトは、住民の住宅近くの使用可能な公園と公共

スペースの利用を増加させるために不可欠な役割

を果たしてきた。我々は次世代におけるこのよう

なプロジェクトを明らかにし、相応しい場所を選

定しなくてはならない。 

戦略１ 

公園と公共スペースの優先度の高い地域を

特定するためのツールを作成する 

厳しい経済状態と、人口増加により様々な要求が

高まる中、公園と公共スペース事業に要する財源

は最も効果的に使用しなくてはならない。そのた

めには、新しい事業案を査定するための新しいツ

ールが必要である。 



あらかじめ選択したいくつかの基準に加重評価を

行うスコアカードを作成する。基準には人口統計

的データ、環境的要素、物理的状態、地域社会の

ニーズと支援、PlaNYCのような計画の目的との適

合性等が含まれる。このスコアカードにより、現

行の維持管理に必要な財源を考慮に入れ、管理に

おける地域団体の協力強化を目指す。これらの基

準は、長期的にどれだけうまく投資が維持できる

か測定し、また、限られた財源を最も効果のある

ものに戦略的投入していくかを判断するうえで有

効である。 

我々はまた、ニューヨーク市民の公園までの距離

を測定する新しい方法を導入する。それは、単な

る直線距離ではなく、街路ネットワークや公園に

行くための実際のルートで算定する。 

戦略２ 

遊休地を遊び場または臨時公共スペースと

して解放する 

2007年、公園の不足する地域で、より有効活用が

可能な校庭が 290 ヶ所あることが明らかになった。

住宅地域には遊び場が不足しているにもかかわら

ず、空き地や校庭を持つ学校は夏休み中ずっと、

そして週末や夕方には閉鎖されていた。 

我々は「校庭を遊び場に」計画を開始し、こうし

たスペースを改修し、閉校時にコミュニティに開

放した。その内の 69ヶ所は追加の設備投資を必要

とせず、ほぼ直ちに開放された。残りの場所につ

いては、「公共地を守る会」（TPL）と連携し、学

生とコミュニティの住民が新しい遊び場の設備を

選択するという参加型設計プロセスを取り入れた。

2007年以降、我々は 100ヶ所以上の建設や改修を

行い、これまでに合計約 180 ヶ所（130 エーカー以

上に相当）を開放し、2013年までには 230ヶ所以

上が完成する予定で順調に進んでいる。 

また、遊び場の必要性が特に高まる時期に備え、

一時的な遊び場も建設している。例えば、サマ

ー・ストリート計画の一部として、マンハッタン

のパーク・アヴェニューは、夏季の土曜日 3 回、

遊び場、散歩、自転車で利用できるようにし、文

字通りその名前に相応しい活気溢れる通りに変貌

させた。今後も毎年実施していく。 

コミュニティ団体が、道路を一時的な遊び場とし

て推薦・申請・管理を行うプログラムも創設した。

5 つのボロー全てで、地元の団体が、夏季の週末に

車両の通行を止めて行うウィークエンド・ウォー

ク計画の管理を行なっている。市は 2010年に 17

ヶ所でこれらの計画を主催しており、2011年には 

20ヶ所で行う予定である。 

プレイ・ストリート計画では、非営利団体や学校

が一時的に道路を閉鎖することを許可し、子供た

ちが安全な監視された場所で遊び学ぶことができ

るようにした。非営利団体と連携し、最も必要性

の高い地域で毎年 15ヶ所のプレイ・ストリートが

開催できるように努力し、更に、休校中も子供た

ちが遊べる場所があるように、40の学校がプレ

イ・ストリートを利用できようにする。 

戦略３ 

都市農園とコミュニティ・ガーデンを促進

する 

我々はコミュニティ・ガーデンや他の形態の都市

農園の促進に真剣に取り組んでいく。コミュニテ

ィ・ガーデンは、コミュニティ形成や、地元文化

遺産の支援、そして健康的な食物の入手といった

重要な問題に人々の関心を集める上で大きな役割

を果たしている。 

市内には 1000ヶ所以上のコミュニティ・ガーデン

が存在する。その内の 600ヶ所以上はニューヨー

ク市住宅公団（NYCHA）が維持管理している場所に

あり、約 500ヶ所が市のグリーン・サム計画（ガ

ーデニング促進計画）に登録されている。我々は

市内全域における良好なコミュニティ・ガーデン

の設立を支援・強化するため、グリーン・サム登

録ボランティア人数を 25％増加させる。 

コミュニティ・ガーデンの約 80％が食物を育成し

ており、食物を生産しているコミュニティ・ガー

デンのほとんどは、オープンスペースの少ない、

新鮮な農作物や他の健康的な食物が入手困難な住

宅地域に存在する。コミュニティ・ガーデンで栽

培された農作物を含む新鮮な食物をより多くの市



民が入手できるように、我々は非営利団体のジャ

スト・フードと連携し、コミュニティ・ガーデン

内にの農家マーケットを 5つの新しいファーマー

ズ・マーケット（農産物直売所）を設立する。更

に、ファーマーズ・マーケットを支援する他の道

も探っていく。 

我々はまた、民間の非営利団体 GrowNYC と連携し、

スクール・ガーデンを支援している。既に 70のス

クール・ガーデンが、市内全域のスクール・ガー

デン計画であるグロウ・トゥ・ラーン NYCに登録

しており、健康食品の選択や環境管理について積

極的に生徒を教育している。市内全体のスクー

ル・ガーデン登録を 150ヶ所にする目標を達成す

るため、2013 年末まで毎年登録者の 75％を維持し、

25のスクール・ガーデンを新規登録する。更に、

50のスクール・ガーデンが、そこで栽培した食物

を学校食堂で出すためのガーデン・トゥ・スクー

ル・カフェ計画に参加している。 

我々はこうしたコミュニティ・ガーデン、スクー

ル・ガーデン、都市農園の数を増加させる方法を

追求しており、市が所有する土地を徹底的に調査

し、都市農園に適した用地を見つけ出す。更に、

現存の法規を再検討し、コミュニティ・ガーデン

や都市農園の整備を妨げている不必要な障壁を特

定し取り除いていく。例えば、現在は耐乾性植物

を利用した屋上緑化だけがニューヨーク州の屋上

緑化減税を利用できるが、この法律を拡大し農作

物も含めることで、屋上緑化と都市の食物生産増

加を促進することが可能となる。 

また、ニューヨーク市住宅公団（NYCHA）は、都市

農園計画を拡大し、公団の土地に少なくとも１つ

の都市農園と、129のコミュニティ・ガーデンを整

備する。 

戦略４ 

既存スペースの利用可能時間を拡大する 

現在市は、サッカー、陸上ホッケー、クリケット、

ラグビー等の需要増加に対応できるだけの十分な

天然芝グランドを所有しておらず、既存の天然芝

グランドは激しい使用により急速に劣化している。 

我々は需要に応えるため、26 の多目的アスファル

ト広場の人工芝への転換を急ぐ。2007 年以降、12

のグランドが完成し一般に開放されている。これ

らの人口芝グランドは維持管理が容易で、年間の

オープン日数も増加する。更にコンタクトスポー

ツを含む広範囲な競技に利用でき、絶え間ない激

しい使用にも耐えることができる。 

人工芝の健康・安全上の問題に対処するため。公

園で新規の人工芝技術を使用する前には、諮問委

員会に協議する。諮問委員会は2010年に市の立法

に対応し編成された。 

高品質なグランドの中には、日が暮れると利用で

きないものが数十か所存在する。競技場の周りに

照明を追加することで、各競技場は夏季は2時間、

春と秋には4時間長く使用可能となる。我々は今後

2年間で、19ヶ所の競技場に照明を設置する。 

あらゆる種類のレクレーションが楽しめる

大規模なスペースを創出する 

住宅地域レベルを対象とした投資に加え、我々は

大規模パークランドの利用強化にも焦点を向けて

いる。 

地域の大公園は、最も目に見える形での一連の公

有地改革の最終目的である。大公園では、全ての

市民が、レクレーション、文化、教育的な体験を

味わうことができる。今後住民数が 100万人近く

増加するということは、大公園を多様なレクリエ

ーションのニーズに応じられるよ機能向上を図り、

新設することが必要ということである。 

高度に発展したニューヨーク市には、そのような

大公園を整備するためのまとまった用地は僅かし

かない。しかし 520マイルのウォーターフロント

の特定の場所は、住宅地域を変貌させられる可能

性を有している。我々は、従来利用できなかった

場所を、レクリエーションを提供し、商業・経済

の成長を促進させる、活気に満ちたコミュニティ

地域に変えることができる。新たな公的投資や民

間投資、そしてより効果的なウォーターフロント

地区土地利用規制により、ほぼ半分のウォーター

フロントが市の公園と公共スペースの一部となっ

ている。近年実施してきたウォーターフロントへ

のアクセスや質の改善により、水上レクリエーシ



ョンを楽しめる機会は増加した。ボート遊び、魚

釣り、そして場所によっては水泳といったことが、

ニューヨーク市民のウォーターフロントの楽しみ

方として増えつつある。 

戦略５ 

主要公園を創設・改良する 

市内全域のレクリエーション用地は、大公園とし

て活用される可能性を有している。追加的な投資

を行えば、これらの公園の空間と設備は充実し、

市全域から多数の住民が訪れ、利用できるように

なるだろう。こうした用地の一つひとつの詳細な

計画策定について、我々は既に周辺地域のコミュ

ニティと協力を開始しており、または今後協力し

ていく。 

ブルックリンのマッカレン・パークでは、オリン

ピック規格屋外プールとして、あるいは年間を通

じて利用できるレクリエーション・センターとし

て、マッカレン・プールを再建設中である。2500

座席の屋内競技場建物をスタテン島のオーシャ

ン・ブリーズ・パークに建設中で、これは市の3番

目の屋内トラック・競技場施設となる。ハーレム

川にかかるハイブリッジの再建により、ブロンク

ス住民は再びハイブリッジプール・レクリエーシ

ョン・センターがあるマンハッタン北部の緑地帯

沿いの公園に行くことができるようになる。クイ

ーンズのハイランド・パークでは、貯水池周辺に

照明を新設し、遊歩道を修復し、車椅子利用者用

の入場口を新設する。マンハッタンのハイライン

旧高架鉄道では、公園の追加区間が一般公開予定

である。 

2002年以来、市は公園用地として373エーカー以上

のウォーターフロントの土地を取得してきた。

我々は最近公表されたウォーターフロント総合計

画(CWP)に基づき、これまでインフラ、規制、フェ

ンス、民間使用等様々な障壁に妨げられ使用され

てこなかったウォーターフロントとニューヨーク

住民とを、再び結びつけるための努力を行なって

いく。 

ブルックリンのカルヴァート・ヴォークス・パー

クの市有ウォーターフロントでは、新たに競技場

と自転車専用路を建設中である。ブルックリンで

は135年前に建設されたプロスペクト・パーク以降

最大となるブルックリン・ブリッジ・パークを建

設中である。マンハッタンのフォート・ワシント

ン・パークでは入場口と遊歩道の改善を行なって

いる。ブロンクスのサウンド・ビュー・パークで

は、15エーカーの自然地域を復元し、新たにベン

チと遊歩道を整備し、スポーツ施設を改良してい

る。クイーンズのハンターズ・ポイントにおいて

は5エーカーの用地に新たに建設中の競技場、大雨

に対処するための緑のインフラ、一般用フェリー

乗場が完成間近である。スタテン島のステープル

トンでは、6エーカーの遊歩道の建築に着手してい

る。ガバナーズ・アイランドの改善には2億6000万

ドルを投じ主要インフラを最新化し、歴史地区の

景観を改良し、数千本の木を植栽し、荒廃した同

島南部を新しいハンモックグローブ公園とプレイ

ローン公園に変貌させる。ランダルズ島では、最

近整備されたテニスコートや新しい照明付運動場、

競技トラック、フィールド施設等に加え、更に歩

道の改良や環境復元プロジェクトを追加実施する。 

これらの大規模なレクリエーション公園はオープ

ンスペースや水辺の利用を増加させ、多様なレク

リエーションニーズを満たし、市民のアウトドア

活動の質を向上させる。 

戦略６ 

旧埋立処分場を公共スペース・パークラン

ドに転換する 

クイーンズ北部にある巨大な廃棄物処分場は、20

世紀初期、F.スコット・フィッツジェラルドの著

作グレート・ギャツビーで描写された「灰の谷」

として有名であった。その後、我々はこの場所を

1255エーカーのフラッシング・メドウズ・コロ

ナ・パークとして変貌させ、現在市の公園システ

ムにおいて最も活発に利用されている公園のひと

つである。 

今日、公園を整備するための最も有望な手段は、

旧埋立処分場、現在大々的に手入れを行っている

広大なオープンスペース、そして空閑地の適正な

再利用である。市民の健康を確保しながら適切に

用途の廃止と修復を施すことで、最終的にこうし



た用地をニューヨーク市民がリラックスして遊ぶ

場所へと転換することができる。 

その最も良い例がスタテン島のフレシュキルズ・

パークであろう。この公園は広さ2200エーカー、

セントラル・パークの約3倍の大きさである。開発

が完成した際には、ニューヨーク市で過去100年以

上の間に整備された公園の中で最大のものとなる。 

我々はまた、スタテン島のブルックフィールド通

り埋立処分場、ブロンクスのフェリー・ポイント、

クイーンズのエッジメア埋立処分場を不浸透性物

質で覆い修復する。これにより、これら旧埋立処

分場が数百エーカーの広大な自然地域に変身する。

まず取り組むべき課題は、汚染物を確実・完全に

無害化することである。これは労力を要し時間の

掛かることではあるが、絶対に必要な予防措置で

ある。しかし我々はどんなに時間が掛かろうと、

安全にこれらの埋立処分場を公園に転換するため

に投資を続けていく。 

戦略７ 

水上レクリエーションの機会を増やす 

曲がりくねった大小の川、広々とした砂浜、狭い

海峡等、多彩な水辺の環境により、ニューヨーク

市はカヤックやカヌーといった多様なの水上レク

リエーションを楽しめる可能性を有している。水

質改善と水辺へのアクセス向上は、水上レクリエ

ーションを楽しむ人々を急増させている。リクリ

エーション水路の開発に最も役立っているのは、

ニューヨーク市水路トレールである。市はこれを

ニューヨーク市水路トレール協会と共同運営して

いる。動力を使わない人力ボートの人気の高まり

を受け、同プログラムはカヤック、カヌー、ボー

ト乗り場を整備し、水路のオンライン地図を提供

している。 

需要の増加に対応するためには、水上へのアクセ

ス・ポイントや桟橋、陸上施設を増設し、確実に

ニューヨーク市民が水辺まで行くことができ、海

や川を利用できるようにすることが必要である。

我々はウォーターフロント総合計画（CWP）との調

和を図りながら、ブロンクスのハンツ・ポイン

ト・リバーサイド小型ボート用進水プラットフォ

ームの拡張工事を完成させ、ブルックリンのベ

イ・リッジに多目的「エコ桟橋」を整備し、マン

ハッタンビルのウエスト・ハーレム桟橋を改良し、

同じくマンハッタンのインウッドのダイクマン・

ストリート・マリーナ浮き桟橋を改良する。 

リクリエーションの必要性は、水辺の商業利用の

必要性とのバランス、利用者の安全および水質問

題に対する関心とのバランスを取らなければなら

ない。複数機関で編成するタスクフォースが、水

辺を基盤としたレクリエーションのための水辺ネ

ットワーク拡張の可能性を評価する。課題を改善

することで、水辺へのアクセスを向上させ、ウォ

ーターフロントにおけるリクリエーション上の必

要性と商業上の必要性のバランスを取っていく。 

公共の範囲を再考する 

公園を利用できようにするということは、単に住

居の近くに公園を整備するということではない。

我々は街路、歩道、他の公共スペースそのものを

再考する。歩行者・自転車専用道路、広場、街路

樹、その他の手段により、街のいたる所を公園の

ようにする。これにより木陰と彩りが創出され、

空気は清浄になり、不動産価値は向上する。 

戦略８ 

街並みを活性化する 

生活の質を力強く維持することは、街の活力と競

争力のためのひとつの鍵となる。道路を実用的な

車両用通路から、住民のための素晴らしい場所に

変貌させることで、道路を利用する何百万もの

人々の日々の体験を改善し、明らかな経済的利益

をもたらすことができる。魅力的で歩きやすい道

路は、歩行者と小売店を増加させ、安全性を向上

させ、持続可能な交通手段の利用を促進する。 

幅広い人々にとって道路がより魅力的な場所とな

るように、我々は多くの分野において取組みを行

なっている。優先道路内には多目的広場を建設し

ている。こうした広場があることで、公園だけで

なく住宅地域においても住民が集い、野外活動を

行えるようになっている。 

NYC Plaza計画では、非営利団体が公園の少ない地

区に焦点を定め、新規に広場を建設するかあるい



は既存の歩行者広場を拡大するための申請を行う。

我々は最適な用地を選択し、こうした団体と共同

し道路の一部を再設計し、住宅地域の広場作りを

成功させる。 

マンハッタンのワシントン・ハイツにあるプラ

ザ・デ・ラス・アメリカスからブルックリンのベ

ッドフォード・スタイベサントにあるマーシー・

プラザまで、14ヵ所の様々な広場が、現在それぞ

れ計画中、設計中、建設中のいずれかの段階にあ

る。これはマンハッタンのタイムズ・スクエア、

やマディソン・スクエア、ブロンクスのフォーダ

ム・キングスブリッジ・プラザ、ブルックリンの  

ウイロビープラザ等の象徴的な交差点で整備した

一連の公共スペースに加わるものとなる。 

これらの場所は、公共スペースの建設や拡大に寄

与し、歩行者の安全性を向上させる。2013年まで

に13の広場の建設を完了させ、これらの取組みを

推進していく。 

我々はまた、新タイプの空間としてポップアッ

プ・カフェをオープンする。天候が温暖な時期に、

カーブレーン（歩道寄りの車線上）に公共ベンチ

や椅子を設置するものである。2010年の試みの成

功を基礎として、来年には少なくとも4ヶ所の設置

を許可するため、コミュニティ・ボードと協力し

て取り組んでいる。また、民間カフェ・オーナー

がこれまでより簡単に歩道上でカフェを開くこと

ができるように、規則の簡素化を図っていく。 

更に、ニューヨーク市民が容易に歩道上で日々の

暮らしを楽しめるようにする。現在、市の歩道に

は憩いの場所が少ない。これを改善するため、シ

ティ・ベンチ計画を開始する。地域の利害関係者

と協力し、市内全体に歩道上にスペースある主要

な場所、例えば上屋を設置することができないバ

ス停等の場所に500のベンチを設置する。 

我々は最近開催されたアーバンシェッド国際デザ

イン・コンペの成果も活用する。同コンペでは、

現在の歩道上屋に取って代わる新たな標準が開発

された。建物の外装作業中に組まれる現在の歩行

者保護足場としての歩道上屋は、ニューヨーク市

民の安全を守ってはくれるが、歩道への見苦しく

暗い侵入物の代表でもある。市にはこれらの上屋

が現在6000個所あり、総延長は約100万フィートに

相当する。最優秀デザインに選ばれたアーバン・

アンブレラ（都市の傘）の設計は、魅力的で歩き

易い道路づくりを推進しながらニューヨーク市民

の安全を守っていくことが可能である。我々はこ

の新デザインの導入を、市の機関、建築物所有者、

請負業者、専門家と協力して進めていく。 

我々はまた、マンハッタン南部のウォータースト

リートのアーケードに、移動可能なテーブルや椅

子を置くことを許可することで道路景観の活性化

のための取組みを続ける。路上の椅子やテーブル

は、重要な歩道に沿いにありながら現在活気を失

っている、一般人も利用できる民間所有地の活性

化に役立つ。 

戦略９ 

市、州、連邦間の協力関係をを強化する 

市内5万2000エーカーの公園の40％以上は市の所有

ではなく、他の組織、主に州政府と連邦政府が所

有している。これらの場所の多くは隣接している

が、しばしば異なった規則が適用されており、そ

れが市の公園と公共スペースを一連のネットワー

クとして運営する上で妨げとなっている。 

我々は、市内の公共スペースの連続性を向上させ

るために、州や連邦との連携を強化する。例えば、

ニューヨーク市内の州所有の公園では犬や自転車

は禁止されており、通常、市の公園より開園時間

が短い。この格差が多くの問題を引き起こしてい

る。ブルックリンでは、規則や開園時間が異なる

ために、イースト・リバー州立公園と市営のブッ

シュウイック・インレット・パークを仕切るため

の柵を構築しなければならなかった。ハーレム川

ブロンクス地区側の歩行者自転車専用道路の計画

は、州の規則でサイクリングを禁止しているため、

州との取り決めができない限りロベルト・クエメ

ンテ州立公園の手前で止めざるを得ない。 

我々はニューヨーク市都市フィールド・ステーシ

ョン（UFS）を通じて州や連邦と密接に連携してい

く。UFSは米国農務省森林局の北部研究所と、クイ

ーンズ地区の歴史的名所であるフォート・トッテ

ンに所在するニューヨーク市公園・レクリエーシ

ョン局との共同事業である。UFSは森林局の実験的

森林研究所をモデルとしたもので、都会の森林に



関する問題という特殊な研究に主眼を置いている。

我々は将来に向けて、健康を増進し、環境保護を

促進し、市の公園や公共すペールの管理を強化す

るため、研究と実践を結合させるパートナーシッ

プを育成していく。 

戦略１０ 

歩行者・自転車道ネットワークを構築する 

道路や他の専用通路は、レクリエーション促進、

雨水の捕獲、空気の清浄化等、多くの機能を有し

ている。我々は歩行者自転車道ネットワークを構

築するチャンスを追求していく。 

グリーンウエイ（歩行者自転車専用道路）は、鉄

道、ハイウエー専用道路、川辺の道、ウォーター

フロント、パークランド、場合によっては街中の

道路等、長く伸びたスペースに沿った、動力を使

用しない交通手段のための多目的通路である。 

1993年にニューヨーク市は、市全体にグリーンウ

エイを整備する上で不可欠な構造を明らかにした

ニューヨーク市グリーンウエイ計画を公表した。

それ以降、我々はこのネットワークの構築を続け

ており、さらに拡大するための取り組みが各ボロ

ーで行われている。 

例えば、我々はブルックリン・ウォーターフロン

トグリーンウエイを整備中であるが、これは完成

するとグリーン・ポイントから ショア・パークウ

ェイまで14マイルに及ぶブルックリン、ウォータ

ーフロント沿いの歩行者自転車専用道となる。各

住宅地域を結合し、ウォーターフロントへのアク

セスを向上させる、通勤者とレクリエーション利

用者両方のための通路として構想されている。ブ

ロンクス・リバー・グリーンウエイ、サウス・ブ

ロンクス・グリーンウエイ、クイーンズ・イース

ト・リバー・トレイル、サウンドヴュー・グリー

ンウエイ、スタンテン島サウス・ショア・グリー

ンウエイ、そしてマンハッタンのウォーターフロ

ント・グリーンウエイの改善も完了させる。 

我々はグリーンウエイの促進に加え、道路を変貌

させていくことも目指している。過去数年間に専

用道路のデザインと機能は大幅に改善された。

我々はもはや道路を単に車両の通路として扱うだ

けでなく、不可欠な公共スペースとして、様々な

形態の移動を促進させるものとして、或いはエコ

ロジー資産として扱っている。 

街路の潜在可能性を最大限に利用するためには、

更なる努力が必要である。道路はそれぞれ異なっ

ており、取組みはそれぞれの道路にどの機能―車

両の通行か雨水の捕獲か―を取り入れ、どれを優

先すべきかを理解することから始めなければなら

ない。 

グリーン・インフラ基金を利用し、市内全域でこ

れまでに完成した道路の改善を組み合わせること

で、我々は市の将来の完成した道路網の姿を想定

したテンプレートを設計することができる。 

これを明確にするため我々は、高品質な道路設計

と効率的なプロジェクト実施を促進させるための

総合資料である、ストリート・デザイン・マニュ

アルの更新版を公表する。更新版には、道路を変

身させるためのガイドとなる、グリーン・インフ

ラ、街路樹、その他の植栽ﾄの利用と維持管理に関

する景観の章が含まれている。これらの要素は既

に、市全体の設備投資プロジェクト―例えば街路

の植樹、再構成された路盤上のグリーンストリー

トの建設や植樹―に採用されている。 

自然を育み保護する 

ニューヨーク市は、大西洋中部の南部気候地域と

ニューイングランの北部気候地域の境に位置して

いるため、市の生態系は独特である。この地理

的・気象的な重なりのために、動物植物の種類や

生息地が独特に混在している。この生態系の健全

性を保つことは、ニューヨークに清浄な空気や水、

そして豊富な自然をもたらす自然の機能やシステ

ムを維持する上で不可欠である。 

戦略１１ 

100百万本の樹木を植える 

都市の樹木が与える多様な恩恵を多くの人々が認

識するようになっている。今日、多くの知見が樹

木を市の経済および環境の健全性を保つための資

産であると指摘している。街の樹木は夏の気温を

下げ、空気の汚染を濾過し、木陰を提供してエネ



ルギーを節減し、雨水の流出を減少させる。実際、

ニューヨーク市の樹木は非常に価値あるものと考

えられており、道路や公園の樹木を傷つけたり、

毀損させたり、無許可で手入れをしたり、その他

の方法で害を与えることは違法とされている。 

2007年、我々はニューヨーク復元計画と連携し、

ミリオン・ツリーズNYCを開始した。これは市内全

域に100万本の樹木を植えるという意欲的なキャン

ペーンである。樹木が極めて少なく、0～4歳児の

喘息入院率が高い6つの住宅地域は特に「健康のた

めの木」地域と名づけ、6万本以上植樹することを

目標とした。 

既に43万本以上の植樹が完了している。2013年末

までには更に25万本を植え終る予定であり、合計

で約65万本となる。 

我々は、街路樹の若木死亡率に影響している環境

要因を特定し、新規に拡大された都市森林を長期

的に健全に保つ方法を研究する。また、街路樹の

成長環境を最適にする新しい植樹技術の実証実験

を行う。「街路若木の死亡率研究」の対象であっ

た樹木の追跡調査を継続することにより、これら

の樹木の長期的な生存能力をより良く理解するこ

とが可能となる。森林復元策の評価に活用するた

めの試験的研究として、我々はミリオン・ツリー

ズNYCで実施した樹木復元場所における樹木の生存

状態の観察を行なっている。更に、森林復元計画

の長期的な成果の研究のため、20年程前に実施さ

れた復元樹木の調査も実施している。 

戦略１２ 

自然地域を保護する 

市内には、マンハッタンのランブルからクイーン

ズのアリー・ポンド・パーク自然保護地域に至る

まで、1万1000エーカーの自然地域が存在する。 

51の自然保護地域がフォーエバー・ワイルド（永

遠の野生）特定地域に指定されている。それぞれ

が市の代表的な野生生物の生息地であり、時には

その場所に植物や動物の固有種が存在する。これ

らの場所には8,700エーカー以上のそびえ立つ森林、

活力に溢れた湿地帯、広大な草地が有る。ムササ

ビやアメリカワシミミズク、珍しい植物等、何千

という種類の生物の生息地である。それらは市の

インフラにとって不可欠な自然要素であり、ニュ

ーヨーク住民や旅行者に、森中を散歩し、川で舟

漕ぎをし、何千という種類の野生生物を自然の姿

のまま観察する機会を与えてくれる。 

これらの地域を保護するために、我々は自然地域

管理委員会の創設を検討する。同委員会は、復元、

保護、そして現在進行中の野生生物生態系管理へ

の統合的アプローチを促進する。 

戦略１３ 

生態系の連続性を確保する 

我々は生態系の連続性の確保に努める。人々や、

植物、野生動物が、ばらばらに存在している自然

地の間を容易に移動できる機会を増やすための、

連続した緑のスペースを確保する。 

2007年に市は、使用されていない数百エーカーの

道路スペースを、活力溢れた緑の資産に変貌させ

るためのグリーン・ストリート計画の拡大を決定

した。既に約260ヶ所のグリーン・ストリートへの

植栽を終了しているが、毎年80箇所追加していく。

グリーン・ストリートは雨水を捕捉し、水質を改

善すると同時に、都市の景観上重要な環境的な安

らぎを与える役割を果たしている。 

 

我々は更に、屋上緑化の役割を拡充させていく。

屋上緑化は、ばらばらな生態系と生息地とを生態

学的に接続させる可能性を有し、都市型ヒートア

イランド現象とビルのエネルギー・コストを減少

させ、雨水保持に役立つ。我々は屋上緑化の設

計・建設において生物の多様性を促進させる最適

な方法を明らかにするための研究を行う。 

また、ブルックリンのベルト・パークウェイの景

観を修復し、生態系の連続性を確保し復元する。 

最後に、建築物の敷地を生態系の保護に役立たせ

ることができる方法についても調査を行う。建築

物の敷地は市内の土地の約半分を占めており、ヒ

ートアイランドの軽減、生物多様性の増加、雨水

の貯留に貢献する大きな可能性を有し、その他に



も生態系の機能に不可欠な役割を果す。我々は市

の建築用地に関する景観規制に対応する枠組みを

創出することで、この課題に初めて包括的に取り

組んでいく。我々は市の「都市用地設計マニュア

ル」をベースとし、事例を示し先導的役割を果た

していく。そして全ての市の建設プロジェクトに

適用可能な、持続可能性のある用地設計と建設方

法の基準を創設し、設計ハンドブックを作成する。 

 

公園と公共スペースの長期的健全性を確保

する 

1930年代以降、公園建設の最も素晴らしい時代と

は、公園が生態学的、経済的、社会的に大きな機

能を提供しより多くの人々に役立つことが求めら

れる時である。今まさに、人口増加の問題と地球

規模の気候変動が同時に進行しつつあり、公園シ

ステムに対する要求は高まる一方である。維持管

理への配慮は、計画・設計過程に組み込まれなけ

ればならない。スチュワード・シップ―市民やコ

ミュニティ団体を参加させて行う公園の維持管理

―は、公園開発過程の初期段階から市民を参加さ

せることで育まれなければならない。 

戦略１４ 

スチュワード・シップを支援・奨励する 

公園と公共スペースの長期的健全性は、それを管

理する我々全員の共同した努力にかかっている。

市は、非営利団体、ボランティア団体、そして公

園の「仲間」である団体と協力してきた長い歴史

を活かし、引き続き市にとって不可欠な要素であ

る公園と公共スペースの維持管理を行なっていく。 

「住宅地域公園のための誘因プログラム」

（Catalyst for Neighborhood Parks）を通じ、

我々は市の設備改良財源と、シティ・パーク・フ

ァンデーション（市営公園基金）の芸術、スポー

ツ、教育プログラム民間基金を融合させる。「誘

因プログラム」は、アイディアと人とネットワー

クを結び付け、対象とする公園の管理を支援し、

最終目標である公園の行事やプログラムへの参加

者を増加させるためのスチュワード・シップ訓練

を提供する。現在は、ブロンクスのサウンドヴュ

ー・パーク、マンハッタンのイースト・リバー・

パーク、そしてブルックリンのカルヴァート・ヴ

ォークス 及びカイザー・パークにおける持続可能

なスチュワード・シップに取り組んでいる。同プ

ログラムでは公園の維持管理とスチュワード・シ

ップについて20の団体を訓練し、公園行事の参加

者を年間15,000人以上増加させる。 

我々は地元の公園を支援するため、コミュニティ

団体と支援団体を集める一連の公園ネットワーク

会議の成果をさらに前進させる。初の試みとして

マンハッタンで実施された一連の会議を、他の4つ

のボローの公園にも拡大していく。 

現行の維持管理の対象には、必然的に過去4年間だ

けでも43万本増加させたことで形成された樹冠に

も拡大される。木のスチュワード・シップを強化

するため、我々はミリオン・ツリーNYCスチュワー

ド・シップ事業団を設立した。スチュワード・シ

ップ事業団は引き続き地域市民組織や個人を募集

し、スチュワード・シップとコミュニティ組織化

の訓練を提供する。この訓練には、無料の樹木管

理ワークショップとツールキットの配付も含まれ

ている。 

多くの校庭を遊び場にするための建設・設計を援

助した「公共地を守る会」（TPL）との関係がこれ

らの用地でも役立っている。TPLは地域の遊び場を

どのように維持管理すれば良いかをコミュニティ

に教えるためのスチュワード・シップ・ワークシ

ョップを今後3年間に7回主催する。TPLは、新しい

遊び場の現場でのスチュワード・シップを促進さ

せるために約100ヶ所に助成金を支出し、約60校に

年2回植栽を届ける。 

米国森林局とのパートナーシップを通じて、環境

スチュワード・シップ・グループのオンライン・

データベースである、「ニューヨーク市スチュワ

ード・シップ・マッピング・アンド・アセスメン

ト・プロジェクト」に貢献していく。この市全体

のデータベースは、公共スペースの維持管理を行

う地域に根ざした取組みを支援し、これらの団体

相互間や市の機関とを結びつけるために有効とな

る。 



全ての広場の整備事業にも、空間の維持管理や計

画策定に関与するコミュニティのパートナーが存

在する。ウィークエンド・ウォークス（週末の歩

行者天国）はコミュニティ・グループが開始した

ものである。こうしたプログラムは、計画策定や

公共の領域の管理を地域と共同して行うという価

値観に根ざしている。 

戦略１５ 

全ての公共スペースの設計と維持管理に持

続可能性を導入する 

広範囲なコミュニティをスチュワード・シップに

参加させるだけではなく、我々は市の取組みを常

に最新の方法に改め、実施中の維持管理を通じて

設計と建設を継続的に見直していく。我々は、持

続可能性に関わる実務と改善目標の設定を結びつ

けながら、市の職員のための訓練・教育計画を開

発している。市の土地の14％は市所有のパークラ

ンドであり、運営面で持続可能性を考慮すること

は、僅かな変更でも大きな影響力がある。 

市の事業は、市と「公共スペース設計トラスト」

が共同で作成した「高性能景観ガイドライン」に

基づいて行う。これはこの分野においては全国で

初めてのマニュアルのである。同ガイドブックは、

公園には、レクリエーションを可能にし、雨水を

捉え、生態学的回廊の役割を担う、天候変化に弾

力的に対応する景観としての機能が必要としてい

る。我々は今後も引き続き、この原則を、設計、

建設、運営に適用していく。 

これらの新しいガイドラインを実施するために、

電子図書追跡システムを開発し、投資プロジェク

トの持続可能性に関するカタログを作成する。更

に、設計者が実施基準と達成可能目標を設定する

ための設計チェックリストを開発する。 

我々は更に、市の公園検査プログラムの評価基準

と、資本投資事業の機能に整合性を持たせ、市の

基準により事業成果が正確に評価できるようにす

る。例えば、現在の評価システムでは排水が不十

分と見られる所が、実際には十分に機能している

雨水庭園の可能性がある。更に、生態系復元やそ

の場所に元々生育する植物の場合は、異なったタ

イプの維持管理が必要である。例えば、草地にお

いては芝地に適用される標準に従わず年１回の刈

り込みにすることなどが考えられる。 

結論 

これらの戦略を通じて、引き続き全てのニューヨ

ーク市民が公園から徒歩10分以内の場所に住むと

いう目標を推進していく。しかし、ニューヨーク

市民を公園に結びつけるという課題は、アクセス

の問題だけに止まらない。街角に新しく植えられ

た街路樹、素晴らしい都市広場、植林された丘、

静かな湿気地帯等、様々なタイプの公園が市内全

域に広がるなかで、我々は新たなレクリエーショ

ン・ニーズに対応した質の高い公園と公共スペー

スを提供していかなければならない 

公共の範囲を、公園という枠を超えた公共スペー

スとしてイメージし直し、パークウェイやグリー

ンストリートを拡張し、コミュニティに公共広場

を建設する。全ての人々が公園をもっと一体的に

利用できるように、市、州および連邦の公園を結

びつけ密接したオープンスペースのネットワーク

を形成していく。 

最後に、我々はニューヨーク市民と共同し公共ス

ペースの維持管理を行っていく。持続可能な設計

の新たなガイドラインを導入し、生物の多様性を

促進し、都市の生態系の健全性維持にコミュニテ

ィとボランティアを参加させることで、我々は確

実に市の公園と公共スペースを将来世代に引き継

いでいくことができる。 

--------------------------------------- 

ケーススタディ（事例）P. 39 

フレッシュ・キルズ 

フレッシュ・キルズ・パークは、セントラル・パ

ークの約3倍、2,200エーカーの面積を有し、過去

100年以上の間にニューヨーク市内で開発された

どの公園よりも大きな公園となる。この広大さは、

同時に多大なチャンスをもたらす。 

フレッシュ・キルズはピーク時には世界最大の埋

立処分場であり、毎日29,000トンの廃棄物を受け



入れ、無駄、過剰、環境無視の代表的例とされて

いた。 

ここを生産的で美しい文化の場所に変貌させるこ

とで、フレッシュ・キルズは再生のシンボルとな

り、どのようにすれば景観のバランスを復元でき

るかを表現することになるであろう。30年間に段

階的に構築される同公園の計画は、復元と再生の

ビジョンに添ったものである。公園を訪れる人々

は、マウンテンバイク、山道のランニング、カヤ

ック、乗馬等の、都会の公園では珍しい活動を楽

しむことができる。公園の設計、生態学的復元、

文化・教育プログラムは、環境の持続可能性を強

調し、人類が地球に及ぼす影響に対する新たな社

会的関心を高める。そして同公園は、土地をリク

リエーションの源、原産植物の生息地、苗床、再

生可能な新たなエネルギー資源、植物・生態学研

究の場所として統合する生きた研究所としての役

割を果たすことになる。 

ニューヨーク市公園・レクリエーション局は、ラ

ンドスケープ建設会社ジェームズ・コーナー・フ

ィールド・オパレーションズが開発したマスター

プランの実施を開始した。当初開発計画は、一般

の入園と、公園の自然美と設計美との通常は見ら

れない組合せを紹介することを主眼とした。公園

の生態系復元は既に始まっており、鳥類、野生生

物、原産生息種が繁栄している。訪問者は一般者

用ツアーや教育プログラムでこの変貌について学

ぶことができる。150年以上前、セントラル・パー

クはニューヨーク市民の生活に自然をもたらした。

フレッシュ・キルズ・パークは21世紀のニューヨ

ーク市民に、自然と都市生活を融合させる魅力的

なレクレーション活動で満ちた、新しい公園を提

供する。 

ケーススタディ（事例）P.42 

フラットアイアン広場 

2008年以前は、フラットアイアン・ビルを取り巻

く交差点は、道路と車が6方向に交差している迷路

であった。マンハッタンの繁華街からは車が次々

に進入し、歩行者の立ち止まれる場所も少ないこ

とから、同交差点は車にとっても人にとっても十

分に機能していなかった。 

現在、この交差点は再設計され、交通の流れは改

善され、新たに整備されたいくつかの場所は、そ

れ自体が人々の目的地となっている。三角形の広

場はフラットアイアン地区の繁華街に41,700平方

フィートの公共スペースを提供している。歩行者、

道行く人を観察する人、住民、近くのオフィスビ

ルに勤務する人々は、今やプランターに囲まれパ

ラソルで日除けされた広場でランチを食べながら、

ニューヨーク市で最もよく写真に撮られている建

物の素晴らしい眺めを楽しむことができる。 

新たに公共スペースが作られ街路が再設計された

ことから、歩行車の安全と交通の流れが向上した。

かつて歩行者にとっても自動車にとっても横断が

難かった広い道路には安全地帯が設けられ、道路

幅は狭められた。交差点を通過するバス路線も簡

易化され乗客の移動時間は短縮された。ブロード

ウェイと5番街の自転車専用道路は街中を移動する

ための代替手段を提供している。 

市交通は、フラットアイアン・ビジネス改善地

区と協力して、植栽、テーブル、椅子、パラソル

をプラザに設置した。市に代わって同団体が、官

民パートナーシップ契約に基づいて広場の維持管

理を行なう。 

ニューヨーク市のあちこちで、フラットアイア

ン・ビルのような広場が街路を変身させており、

思いも寄らない所がレクリエーションや息抜きの

場となっている。フラットアイアン・ビジネス改

善地区が行った調査では、調査に協力した人の

84％が新広場を楽しんでいる。疲れた買い物客や

忙しい会社員、あるいは土曜の午後に散歩する

人々にとって、広場は忙しい街中の憩いの場所と

なっている。 

ケーススタディ（事例） P43 

活気に溢れた都市森林の必要性を満たす 

米国森林局と聞いてアメリカ人が思い浮かべるの

は、多分、スモーキー・ベア（米国森林局のマス

コットキャラクター）やモンタナ州の人里離れた

山々であろう。しかし今は、クイーンズも思い浮

かべるべきなのである。 



都市森林管理は、複雑で急速に進展している科学

である。その先端を行くために、2010年9月、ニュ

ーヨーク市と米国森林局は共同でニューヨーク市

都市実地研究所（UFS）をクイーンズのフォート・

トッテンに開設した。UFSは、全米に存在する100

年の歴史を持つ森林局の実験的森林研究所をモデ

ルとしているが、UFSにはユニークな特性がある。

すなわち、この研究所が米国で最大の都市の中に

あり、都市地域の樹木に特有な状態に焦点を当て

ていることである。 

UFSの科学者達は長期的な研究を行っており, ミリ

オン・ツリーズNYC、公園の改善、都市生態系管理

等、PlaNYC計画を支援するための知識を提供する。 

例えば、同研究所は生態系の健康状態を知る上で

手掛かりとなる有機体である、生物指標を研究し

ている。彼らのサンショウウオ研究は、ヴァン・

コートランド・パークやインウッド・ヒル・パー

ク森林の健康状態を管理者が測定するうえで役立

っている。それは、サンショウウオの健康状態は

森林の健康状態を示しているからである。 

更に研究者達は、都市の復元が生態系と人間の健

康にどのような影響を与えているかを研究してお

り、空気の質や住宅地域の気温を下げるのに樹木

がどれだけ役立っているかを定量化している。こ

の分析を支援するために研究者達は、LiDAR（光検

出と測距）技術を利用した新しい土地被覆図を利

用してニューヨーク市の樹冠を測定する。その情

報により、樹木の恩恵を最大限に利用するために、

街路樹の利用方法を変える可能性もある。 

ニューヨーク市と米国森林局との研究パートナー

シップは、市の樹木、公園、天然地域の健全性を

維持するために有用な情報を生み出している。 



Brownfields（未利用工業用地） 

ニューヨーク市の全ての汚染された土地を 

浄化する 

ニューヨーク市の土地需要は増大し続けている。

当然ではあるが、土地の供給量が変わるわけでは

なく、使える土地をより効率的に使うしかない。 

ブラウンフィールドは、環境汚染により利用でき

ない空閑地、または低利用地として考えられがち

であるが、開発のための新たな用地として最も可

能性を有する土地のひとつである。ブラウンフィ

ールドの浄化と開発は、我々の経済と環境を改善

する。とりわけ、ブラウンフィールドの重荷を最

も背負っている、貧しく、経済的にも社会的にも

恵まれていないコミュニティにおいて、改善効果

は大きい。 

ブラウンフィールドの浄化と再開発に対する最大

の障害は、不確実な浄化義務、汚染賠償への不安、

そして資金不足である。ブラウンフィールドを再

開発しようとする土地所有者、開発者、コミュニ

ティ団体は、しばしば長期間にわたる不確実な浄

化プロセスという重荷を負わされる。こうしたリ

スクにより、開発者は通常ブラウンフィールドの

土地を避け、汚染されていない土地を選択する。

ブラウンフィールドは投資されず、見捨てられ、

無視されるというサイクルのまま固定化される。 

ニューヨーク市はこのサイクルを打破する。コミ

ュニティ、土地所有者、開発者を教育し、定期的

な支援、技術的補助、そして財政的インセンティ

ブを与える。我々は共になり、汚染された空閑地

の潜在的可能性を解放し、環境の質を改善し、住

宅、商業スペース、公園のための用地を供給して

いく。 

ブラウンフィールドの浄化と再開発は、住宅地域

を再活性化し、汚染物質が外部に曝されることを

防ぐ。また、就業機会を創出し、経済を刺激する。

2007年以降の我々の努力は成果を挙げ、今日我々

は、市内全域にわたりブラウンフィールドの浄化

と再開発を行おうとしている。 

2008 年、我々は新しいブラウンフィールド対策室、

環境改善室（OER）を設立した。OERはブラウンフ

ィールド関連の一連の包括的プログラムを計画し

実行する。ニューヨーク市ブラウンフィールド・

クリーンアップ・プログラム（NYC BCP）―我が国

初の自治体が運営する浄化計画―はいくつかの最

も困難なブラウンフィールドの再開発に取り組ん

でいる。同プログラムは、調査・浄化要求の不確

実性を減少させ、規制プロセスを簡素化し、市と

州の法令に基づく環境保護規制により発生する損

害に対する補償を提供する。ニューヨーク市ブラ

ウンフィールド・インセンティブ助成金（BIG）プ

ログラムは、ブラウンフィールドを清浄な土地と

するための調査・浄化資金を提供し、土地の新規

開発競争力を高める。 

運用開始後僅か数ヶ月間で GIG助成金は、浄化投

資が市に大きな見返りをもたらすものであること

を実証した。BIGプログラムは 16箇所のブラウン

フィールドの浄化補助に 800,000ドルの税金を支

出または予算計上を行った。これらの投資は 1億

6,500 万ドルの新規開発と 500人の新規正規雇用効

果をもたらすと予測されている。 

ブラウンフィールドはしばしば低所得層の住宅地

域に集中し、一方で開発計画とコミュニティのブ

ラウンフィールド再利用ビジョンとの調和を確保

するメカニズムはほとんど存在しない。こうした

必要性に対処するため、我々はコミュニティにお

けるブラウンフィールド計画立案と住民参加、教

育、ネットワーキングのための画期的なツールセ

ットを組み立てた。同時に我々は、コミュニティ

のブラウンフィールド再開発計画促進のための補

助金を交付する。市は NYCブラウンフィールド・

パートナーシップ基金を創設した。これは 50以上

の地域市民組織と環境ビジネスの共同体であり、

草の根コミュニティサービスとブラウンフィール

ド浄化の支援を行うことを目的とする。更に、

我々は広範囲にわたりニューヨーク州政府のブラ

ウンフィールド・オポチュニティ・エリア（BOA）

プログラムの支援を行なっている。これは多くの

ブラウンフィールドにより負担を背負っているエ

リアにおいて計画に取り組んでいる地域市民組織

に対し補助金を交付するプログラムである。 

2007年当時、ブラウンフィールド再開発計画を促

進するためのツールセットは限られていた。以降、

我々は SPEED（Searchable Property 



Environmental Electronic Database）という土地

環境検索用電子データベースを構築してきた。 

SPEEDはオンライン不動産検索エンジンであり、市

内各地の土地環境データと、3,150箇所以上の空閑

地の土地利用履歴情報を含むものである。SPEEDは

開設後 5ヶ月間で 500,000人のサイト訪問者を記

録した。SPEED のようなツールの開発を続けること

で、我々がブラウンフィールドの計画策定を支援

する能力は劇的に向上していく。 

我々はまた、PlaNYC の目標を推進するため、環境

修復の取組みを拡大していく。環境修復の取組み

を評価する業績評価基準を開発し、持続可能な市

の浄化のための行動にインセンティブを付与する

方法を追求していく。 

Our Plan（計画） 

2007年以降、我々はニューヨーク市のブラウンフ

ィールドについて非常に多くのことを学んできた。

そして市の汚染された全ての土地を浄化するとい

う目標を達成するためいくつかの新しいプログラ

ムをスタートさせてきた。我々は複数の方法によ

り、かつては望ましくない土地であったブラウン

フィールドを、新規開発の競争力を有する新しい

土地として生まれ変わらせ、ブラウンフィールド

を新たなインフラとして拡張していく。 

我々は市の規制と技術的監視を活用し、ブラウン

フィールドを企業・団体等に貸し付ける場合のリ

スクを低減し、ブラウンフィールドへの投資を促

進する。また、ブラウンフィールド開発における

補償範囲を改善し開発コストを低減させるための

優先的環境保険を創設する。 

我々は州政府と連邦政府と協力し、市のブラウン

フィールド浄化プログラムを通じ、土地浄化にお

ける損害賠償責任の改善に取り組んでいく。この

取組みによりブラウンフィールドは汚染されてい

ない土地として再生され、より高い競争力を有す

ることになる、 

我々は既存のインセンティブプログラムを強化し、

現在実施中の一連のインセンティブを拡大する。

また、州政府と連邦政府がブラウンフィールドに

対して提供するインセンティブをより利用しやす

いものとする。環境関連産業と協力し環境専門家

無料照会プログラムを創設することで、小企業や

中小開発事業者が土地浄化の有資格専門家を探す

手助けをし、新たな開発計画を後押ししていく。 

草の根活動－コミュニティ主導のブラウンフィー

ルド計画－を拡大するための努力として、我々は

新たに 25の NYCコミュニティ・ブラウンフィール

ド・プラニング・ディストリクトを設立し、こう

した地域のブラウンフィールド計画の取組みがよ

り大きなネットワークを形成することを促進する。

我々は、政府間協力、パブリック・プライベー

ト・パートナーシップ、そしてコミュニティ団体

と築き上げた実績等をトータルで活用し、次世代

への大きな進歩を遂げていく。最終的目標は、ニ

ューヨーク市のブラウンフィールドの再開発・再

活性化競争力強化である。 

Our plan for brownfields        

（ブラウンフィールド計画） 

ブラウンフィールド浄化・再開発促進プロ

グラムを開発する 

１．金融・保険業界との提携により、NYC ブラ

ウンフィールド浄化プログラムへの参加を拡大

する 

２．小企業と中小開発事業者のブラウンフィー

ルド浄化・開発実施能力を高める 

３．ブラウンフィールドの特定・浄化・再開発

を可能とする 

４．既存の州・連邦政府との協力関係を基礎と

し、市のブラウンフィールド・プログラムを改

善する 

ブラウンフィールドの浄化・再開発に対す

るインセンティブを強化する 

５．ニューヨーク市におけるブラウンフィール

ド再開発の経済価値を調査する 

６．NYC ブラウンフィールド浄化プログラムを

活用し、浄化・再開発のための財源と新たなイ

ンセンティブを創設する 



コミュニティ・ブラウンフィールド計画、

教育、サービスにおけるコミュニティへの

関与を強化する 

７．コミュニティ主導の計画策定を支援する 

８．地区及びコミュニティ全体のブラウンフィ

ールド計画策定を支援する 

９．ブラウンフィールド浄化計画の透明性とア

クセス可能性を改善する 

環境修復の利用を拡大する 

10．NYC ブラウンフィールド浄化プログラムに

おける環境修復を促進する 

11．環境修復されたブラウンフィールドに緑地

スペースを増加させる 

ブラウンフィールド浄化・再開発促進プロ

グラムを開発する 

資源の限られた我々は、ブラウンフィールド再利

用競争力を高めるため、革新的で新しい手法を発

見しなければならない。これは、金融・不動産業

界、環境産業、州・連邦政府、ニューヨーク市全

ての市民・コミュニティグループ等、すべての利

害関係者との協調により達成することができる。

我々は共に、ブラウンフィールドの浄化と再活性

化が我々の景気回復の原動力となるよう、努力を

していく。 

戦略１  

金融・保険業界との提携により、NYCブラ

ウンフィールド浄化プログラムへの参加を

拡大する 

NYC ブラウンフィールド浄化プログラム（NYC BCP）

は、軽汚染または中程度に汚染された土地の環境

浄化を監視する。同プログラムは合理化された予

測可能な手順を使用し、土地の登録を行った土地

所有者や開発事業者に損害賠償保険を提供する。

最高品質の浄化を確保するため、我々はニューヨ

ーク州の浄化基準を適用するとともに、市の科学

者・技術者チームと全てのプロジェクトを監視し

ている。ブラウンフィールドの再開発が通常伴う

危険と不確実性を最小限にするため、我々が提供

する高品質浄化の価値を活用する新たな方法を確

立していく。これにより土地所有者と開発事業者

間の取引は拡大し、ブラウンフィールドへの融資

と投資が活性化する。 

我々は、汚染された土地の再開発当事者に対する

金融機関の資金提供拡大を後押しするとともに、

自社内部に環境リスクを評価するスタッフを持た

ない地方銀行や他の金融機関を支援するプログラ

ムを確立する。これにより金融機関は、住宅ロー

ンや他の不動産ローン―例えば小企業の拡張－の

融資を実施する際に、NYC BCPを信頼することでリ

スクを低くすることができるようになる。 

NYC BCPにより実施される汚染浄化は、開発事業者

主導で行われる浄化に比べ、著しく環境リスクを

低下させる。我々は保険会社と共同し、NYC BCPに

登録した土地に対しては有利な補償範囲と低い保

険料を保証する優先的環境保険を提供していく。

この取組みを支援し、ブラウンフィールドの取引

を促進するため、BIG（ブラウンフィールド・イン

センティブ補助金）プログラムは、補助金が開発

事業者とその資金提供機関を保護するための汚染

賠償責任保険に使用されることを認める。 

戦略２  

小企業と中小開発事業者のブラウンフィー

ルド浄化・開発実施能力を高める 

多くの中小開発事業者とコミュニティの非営利開

発団体は、ブラウンフィールドの問題を解決する

ために必要な専門知識が不足している。この問題

に対処するため、我々は NYC ブラウンフィール

ド・パートナーシップと協調し、環境専門家無料

照会プログラムを創設する。同プログラムは、経

験の不足する開発事業者に対し、調査・浄化が必

要な土地の管理についてのアドバイスを提供する

ものである。これにより事業者や地域市民組織は、

環境産業の専門家に無料で相談を行うことができ

る。 

戦略３  

ブラウンフィールドの特定・浄化・再開発

を可能とする 



我々は NYC BCP の条項を柔軟性のあるものとする。

ブラウンフィールドの浄化と再開発のタイムライ

ンはプロジェクトにより大きく異なるからである。

例えば、土地の売却可能性を高めるため、所有者

は NYC BCPを利用して土地を市場に出す前に浄化

することができる。 

土地所有者が浄化を行う経済的余裕がなく、潜在

的購入者は環境問題により購入をためらう、そう

した事例は珍しくはない。我々はこうした障害に

対処していくため、土地所有者が土地の調査を行

い浄化プランの承認を受けた後、購入者が特定さ

れるまで浄化の実施を保留することを認める。NYC 

BCPにこうした停止条項を設定することで、土地の

安全性と政府の環境に対する権限を侵すことなく、

開発プロジェクトの環境面でのリスクとコストを

考慮しながら、土地はより効果的に販売市場に供

給され、潜在的購入者や融資機関は安心感を得る

ことができる。結果的に、プログラムの存在によ

り浄化は早く実施されることになる。 

我々は引き続きオンライン不動産検索エンジン、

SPEEDの改善を行い、新規開発のためにブラウンフ

ィールドを探している開発事業者を支援していく。

SPEEDの特徴は、政府の環境情報データベース、19

世紀から 20 世紀の歴史地図、市全域の航空写真の

データを有していることであるり、市内の 3,150

箇所以上の商業用・工業用空閑地の土地使用履歴

を提供する。SPEEの利用者は、公共交通機関のデ

ータを土地検索に重ねて表示させることができる

ため、公共交通中心の開発を促進する効果もある。

我々は引き続きコミュニティのリーダーや開発の

専門家たちと協議し、SPEEDの利用価値を高めるた

めの追加情報を特定していく。 

我々は、ブラウンフィールドプログラムを、コミ

ュニティ主導の開発に対してもより効果的なもの

としていく。ブラウンフィールドの存在する住宅

地域において、開発を志向するコミュニティ・パ

ートナーを求めていく。市の機関と協力し、彼ら

に市の浄化プログラムや助成プログラムの利用方

法に関する助言を行っていく。地域市民組織とコ

ミュニティ開発金融機関とのパートナーシップは、

ブラウンフィールド再活性化のための地域ビジョ

ン策定に寄与するものとなる。 

ブラウンフィールドの浄化プログラムの手順は、

特にこうした手続きに慣れていない市民にとって

は複雑である。手続きを簡素化し、プログラムの

予測可能性とスピードを改善するため、我々は環

境プロジェクト・インフォメーション・センター

（EPIC）を設立する。このオンラインツールは、

オンライン申請、コミュニケーション窓口、市の

ブラウンフィールド・プログラムの順を追ったガ

イダンス、進行状況のリアルタイム追跡、プロジ

ェクト保存記録へのアクセスを提供することで、

プログラムのナビゲーションを自動化し、簡素化

するものである。この e‐ガバメント戦略は、NYC 

BCP登録者の土地浄化を加速させ、取引のコストを

低下させる。更に、EPICはプログラム管理を完全

にペーパーレス化する。 

我々は、連邦政府環境保護庁（EPA）と協力し、ブ

ラウンフィールドの調査・浄化に適用可能な現場

技術を改善していく。我々は、ニューヨーク市の 2

箇所のブラウンフィールドにおいて、従来の調査

に替わるトライアッド（Triad）と呼ばれる調査手

法の実証実験に参加し、2010 年に EPAと共にトラ

イアッド手法についてのレポートを発表した。

我々は、引き続き共同作業を続け、トライアッド

ツールが市の汚染された土地の調査に共通して使

用できるようカスタマイズすると共に、手法の使

用方法について環境専門家の訓練を行っていく。 

市の多くのウォーターフロントが工業目的で占

有・使用されていることを踏まえ、我々は大規模海

事産業エリアにおけるブラウンフィールド・オポチュ

ニティ・エリア（BOA）補助金対象者及び地元コミュ

ニティと共同で、現状分析と改善・再利用・再開発戦

略の調査を行う。我々は建築規制の変更を行うことで

ウォーターフロントの土地の浄化と再開発を促進して

いく。これは、例えばブラウンフィールドの浄化、老

朽建物の一定要件に適合した再利用、海事関連利用の

拡大、水中インフラの提供等、特定目的を実現する開

発に対し、非住宅用途としての土地利用と床面積に対

しより大きな柔軟性を認めるものである。 

戦略４  

既存の州・連邦政府との協力関係を基礎と

し、市のブラウンフィールド・プログラム

を改善する 



州・連邦政府との継続的な協力関係は、ブラウン

フィールドの浄化と再開発の意欲を刺激し、汚染

されていない土地に対する競争力を高める。州レ

ベルでは、我々は NYC BCPに基づき土地の環境修

復を行う者に対する法的責任の完全免除を支持す

る。 

連邦レベルでは、NYC BCPに基づき土地の環境修復

を行う者に対し損害賠償保険を提供することで、

環境保護庁（EPA）と合意に達成すべく協議してい

く。 

最後に、過去に州政府による法的措置により環境

抵当権が付せられたため新規開発と浄化の意欲が

削がれている土地について、我々は環境抵当権抹

消プログラムを追求し、土地の浄化を促進する。

我々はパートナーである州政府と共同で、開発事

業者が NYC BCPに基づき土地浄化を行い、かつ定

められたスケジュールで土地の再開発を実施する

ことに合意した場合、環境抵当権の部分的または

全面放棄を行うパイロットプログラムを立ち上げ

る。 

ブラウンフィールドの浄化・再開発に対す

るインセンティブを強化する 

ブラウンフィールドの調査、浄化、再開発を促進

するためには、財政的、非財政的インセンティブ

のどちらもが強力なツールとなり得る。NYC BIG

（ブラウンフィールド・インセンティブ補助金）

プログラムと NYC グリーン・プロパティ認証プロ

グラム―LEED（環境性能評価）のような環境修復

された土地の認証制度―はこのことを実証してき

た。我々は州・連邦政府と共同し、ブラウンフィ

ールドの新たな財政的インセンティブを開発する

と共に他の革新的プログラムを創設し、開発事業

者に価値を提供していく。 

戦略５  

ニューヨーク市におけるブラウンフィール

ド再開発の経済価値を調査する 

ブラウンフィールドの浄化が市の経済発展には必

要不可欠であると広く認識されてはいるものの、

浄化と再開発の財政的見返りを認証する調査はほ

とんど行われてこなかった。我々は、既存のイン

センティブが適切に設計されているか、また、新

たなインセンティブが市に利益をもたらす行動を

促進するか、明らかにしたい。 

市の浄化投資に対する見返りをより正しく理解す

るため、我々は各プロジェクトに関連するデータ

の収集を行う。我々はブラウンフィールド再開発

の金銭的価値を定量化する経済モデルを開発する。

また、雇用創出や、所得税・売上税からの新規歳

入の発生などの経済指標を評価していく。 

戦略６  

NYC ブラウンフィールド浄化プログラムを

活用し、浄化・再開発のための財源と新た

なインセンティブを創設する 

NYC BCP により実施されるブラウンフィールドの浄

化とそれに続く再開発は住宅地域を再活性化する。

開発プロジェクトは幅広い範囲にわたる目標を達

成する。これらの開発は、雇用を創出し、適正価

格住宅とグリーンビルディングを建設し、環境に

配慮した雨水インフラの統合を進め、再生可能エ

ネルギーを使用し、公共交通中心の開発に貢献す

る。 

こうした幅広い目標の達成を促進するため、現在

多くのインセンティブ・プログラムが存在する。

我々がブラウンフィールドを浄化し、再開発可能

な土地とした場合、ブラウンフィールド用のイン

センティブと他のインセンティブの組み合わせが

可能性となる。 

例えば、市はブロンクス総合経済開発公社（BOEDC）

と共同し、低金利融資プログラムを創設した。こ

れは、NYC BCP の実施するブロンクスのブラウンフ

ィールド浄化事業がより幅広い目標である新規雇

用の創出と住宅地域再活性化を伴う場合に資金を

提供するものである。NYC BIGプログラムも同じプ

ロジェクトに対し浄化補助金を支給する。こうし

た連携により、プロジェクトは財政的インセンテ

ィブを最大限に利用することが可能となり、結果

として BOEDCの投資は高品質の浄化を達成し、同

時に再開発事業によりコミュニティには新たな雇

用が創出される。 



市内のブラウンフィールド再開発プロジェクトに

は非常に多くの財政的インセンティブが利用可能

である。しかしこうしたインセンティブに土地所

有者や開発事業者が気がつくのが難しい場合があ

る。我々は非公式の財務カウンセリングプログラ

ムを創設し、手助けを必要とする関係者に対する

支援を行う。また、資金提供を簡単かつ便利に見

つけることができるようにウェブ検索支援ツール

を開発する。 

コミュニティ・ブラウンフィールド計画、

教育、サービスにおけるコミュニティへの

関与を強化する 

我々の努力はコミュニティ・パートナーの能動的

な参加と支持があって初めて成功する。PlaNYC を

通じ、我々はブラウンフィールドの計画と開発に

コミュニティが参加するいくつかのプログラムを

立ち上げた。こうしたプログラムを踏まえ、我々

は真のコミュニティ参加への関与を強化し、浄化

期間中とその後に及ぶ高いレベルのコミュニティ

保護への関与を強化する。 

戦略７  

コミュニティ主導の計画策定を支援する 

コミュニティ主導のブラウンフィールド計画を促

進するため、我々は NYCコミュニティ・ブラウン

フィールド・プラニング・ディストリクト（CBPD）

プログラムを構築し、25のディストリクトを指定

した。汚染された土地を生産的な用途に戻すこと

は、市民の健康と環境を守り、雇用を創出し、経

済活動を刺激し、より良い住宅地域に向けたコミ

ュニティのビジョンを実現するなど、コミュニテ

ィに極めて大きな利益をもたらす。 

CBPD プログラムは BOA プログラムと密接に関連し、

多くのブラウンフィールドを抱え、その問題に対

処する意識のある活動的な地域市民組織を有する

コミュニティ内の地理上の区域を、ディストリク

トとして指定する。CBPDプログラムは現在ニュー

ヨーク市が調査を行なっている 17の BOAエリアを

取り込むことになるだろう。 

CBPDを通じ、市はブラウンフィールドの再開発ビ

ジョンの構築を支援する。これは、コミュニティ

の再活性化に繋がるものである。我々はブラウン

フィールドに焦点を当てた市の支援とサービスを

提供することで、ビジョン実現の手助けをする。

更に、コミュニティのブラウンフィールド計画に

合致する浄化・再開発を行う土地所有者や開発事

業者に対しては、補助金限度額の引き上げや特別

割増補助など、より強力なインセンティブを与え

ていく。我々はこうした取組みの調整を、市が中

心となり統合的な土地利用と持続可能性について

の調査を実施しているイースト・ニューヨークに

おいて試行する。CBPDに対しては、この他にも

様々な市のプログラムや資源による支援を行ない、

コミュニティの持続可能性を促進していく。 

最後に、我々は州の BOAプログラムをニューヨー

ク市においても拡大する。今後市内で実施可能性

のある BOAプログラムを 8件から 12件特定し、コ

ミュニティの利害関係者と緊密に協力しながら新

たな BOA申請の支援を行っていく。 

戦略８  

地区及びコミュニティ全体のブラウンフィ

ールド計画策定を支援する 

地域市民組織が主導する BOA 計画プロジェクトの

複雑なブラウンフィールド計画努力を確実なもの

とするため、我々は地域市民組織と行政機関との

協調を支援するプログラムを設立し、報告書を発

行し、計画立案者に管理手法のベストプラクティ

スを提供する。計画実行を支援するため、我々は

技術支援補助金を交付し、ブラウンフィールド浄

化・再開発プロジェクトに関連するサービスのコ

ンサルティングを促進する。 

我々は NYCブラウンフィールド・パートナーシッ

プと緊密に連携し、教育プログラムを拡大し、ブ

ラウンフィールド再開発情報へのより便利なアク

セス方法を提供する。トレーニング教材と計画ツ

ールを可能な限り広く提供するため、州政府の州

務局と共同し、オンラインのコミュニティ・ブラ

ウンフィールド・プラニングのポータルサイトを

立ち上げる。このオンラインツールは、BOA補助金

の被交付者に環境及び計画情報への専用アクセス

を提供し、市との直接的なコミュニケーションを

可能とさせるものである。 



コミュニティ主導のブラウンフィールド計画の目

標達成を支援するため、同じような土地と問題を

抱える近接する地域市民組織による、より大きな

地理的ネットワークの構築を促進していく。手始

めとして、州務局がコミュニティ全体のブラウン

フィールド計画と政府間協力のために創設したパ

イロットプログラムを支援する。このプログラム

は、ブルックリンとクイーンズにおいてサンセッ

ト・パーク BOAとニュートン・クリーク BOA を主

体とし複数の BOA を結びつけるものである。 

戦略９  

ブラウンフィールド浄化計画の透明性とア

クセス可能性を改善する 

ニューヨーク市民は、彼らの居住する住宅地域で

行われる土地浄化作業の範囲について、情報を知

らされるべきである。全ての作業がコミュニティ

の仲間を守る方法で行われていることを知る必要

がある。彼らはいかなる作業に対しても、それが

開始される前に浄化計画に対して懸念を表明する

ことで開発に関わる権利を有している。NYC BCPの

もと、我々は浄化計画の一部としてコミュニティ

保護のための先進的なセーフガードを構築し、コ

ミュニティの参画を促進する。 

NYC BCPの規制のもと、全ての浄化計画はパブリッ

クコメントの期間が必要とされる。NYC BCP浄化計

画や他のプロジェクト資料へのアクセス可能性を

高めるため、一般向けオンライン情報保管庫を開

設する。保管庫は市内各地の図書館分館からもウ

エブサイトでアクセスすることができるものとな

る。 

ブラウンフィールド浄化の作業計画は通常高度に

技術的な書類であり、理解することは困難である。

浄化プログラムは一般的にパブリックコメント用

資料を提供するが、大部分のコミュニティの構成

員は資料の内容を完全に理解するための技術的訓

練を受けていないため、意義のある評価を期待す

るのは非現実的である。我々はこうしたストレス

の溜まる障壁を取り除くため、より明確に意思疎

通が可能なブラウンフィールド・プロジェクト情

報を住民に提供していく。また、NYCブラウンフィ

ールド・パートナーシップと協力し、無料のコミ

ュニティ・カウンセリング・プログラムを創設す

る。同プログラムを通じ、コミュニティの人々は

独立第三者機関の専門家から浄化計画についての

評価を得ることができる。 

我々は、各 NYC BCP浄化計画についてのコミュニ

ティ保護状況報告書を（CPS）を発行する。CPSは

コミュニティ保護を確実にするための活動を明確

かつ簡易な言葉で要約するものである。CPS はまた、

住民にプロジェクトのキーパーソンの連絡先情報

を提供することで、住民がより多くの情報を入手

し、またはプロジェクトに関連する苦情を訴える

ことを可能とする。 

環境調査や浄化実務について一般の市民や学生に

対する研修を実施するため、我々はブラウンフィ

ールド教育ビデオの常設オンライン図書館をプロ

デュースする。ビデオ作品はビッグアップル・ブ

ラウンフィールド賞受賞プロジェクトに焦点を当

てたショート・ドキュメンタリーを含み、市内の

ブラウンフィールド変貌事例のベストプラクティ

ス集となる。 

我々は引き続き NYCブラウンフィールド WORKS!プ

ログラムを通じ、ニューヨーク市にブラウンフィ

ールド関連の仕事を創りだしていく。我々はコミ

ュニティを基盤とする職業訓練組織や NYCブラウ

ンフィールド・パートナーシップと共同し、この

職業訓練・賃金補助プログラムを活用していく。

こうした取組は、コミュニティを基盤とする環境

関連職業訓練プログラムの卒業生に、環境産業へ

の就業機会を与えるものである。 

環境修復の利用を拡大する 
 

ニューヨーク市におけるブラウンフィールドの環

境修復と再開発は、本質的に持続可能なものであ

る。それは、活用されていない土地資源を再利用

するものであり、環境と市民の健康を守り、より

効率的な土地利用を促進することで二酸化炭素排

出を抑制するものである。ブラウンフィールド再

開発に環境に配慮した浄化方法を組み込むことで、

我々は環境面での総合的な利益を増加させること

ができる。 

 

戦略１０  



NYCブラウンフィールド浄化プログラムに

おける環境修復を促進する 

環境修復実務を促進するため、我々は NY CBPのも

とに行われる全ての浄化計画に、持続可能性報告

書（Sustainability Statement）を盛り込むこと

を要求する。持続可能性報告書は浄化過程に組み

込まれる環境修復手法を文書で証明する機会を提

供するものである。報告書はまた、環境修復実務

の認識を高めるツールにもなり、ブラウンフィー

ルド浄化の持続可能性を高め、現在発展中の分野

における革新を促し、環境修復活動に公的な認証

を与える手段となる。持続可能性報告書は特定の

改善手法に義務付けられるものではないが、我々

は全てのプロジェクトが導入するように働きかけ

る。 

我々は、NYC BCPにより実施される浄化計画に対す

る環境修復監査への補助金を創設する。環境修復

補助金により、独立の専門家が浄化計画を評価し、

浄化と再開発をより持続可能なものとするための

追加的手段を推奨することが可能となる。こうし

た評価は環境修復実務の採用に弾みをつけるもの

となる。我々は引き続き地域のブラウンフィール

ド産業に対し、この発展中の分野における最新実

務事例の普及を図っていく。 

我々は様々なブラウンフィールド・プログラムを

市の持続可能な目標と活動に統合するための複合

的パイロット・プログラムを創設する。我々は地

元で発生した汚染されていない再生コンクリート

骨材を適切な浄化作業の埋戻し材としての再利用

を促進する。これにより、日常的に長距離トラッ

クにより運搬されている再生不可能な資源の発生

を解消することができる。我々は、現場での樹木

を利用した環境修復技術（in situ 

phytoremediation）の可能性を探っていく。浄化

作業の最終段階に、土壌中または地下水中の低レ

ベル汚染物質を分解する技術である。この取組み

はミリオンツリーNYC（ニューヨーク市に 100 万本

の木を植樹する）の目標達成を前進させることに

もなる。 

我々は環境修復地において雨水保持対策の実施を

推進していく。適切なブラウンフィールドにおい

て、再開発の一環として環境に配慮したインフラ

の整備を併せて推進していく。更に、市のブラウ

ンフィールドにおいて再生可能エネルギープロジ

ェクトを推進していく。 

こうした分野横断的な持続可能性に対する取組み

は、環境を改善し、市の資源を保全する。それは

また、より広範囲な PlaNYCの目標達成と、市全域

のブラウンフィールドにおけるより高いレベルで

の持続可能性実現を促進するものでもある。 

戦略１１  

環境修復されたブラウンフィールドに緑地

スペースを増加させる 

 

「レンガとモルタル」の開発に加え、ブラウンフ

ィールドは貴重な公共緑地空間を創出する重要な

チャンスである。ニューヨーク市ポケットパー

ク・プログラムは小規模のブラウンフィールドを

コミュニティの緑地公園に転用するものである。

我々はコミュニティのブラウンフィールド計画組

織、州務局、非営利公園開発組織と協力し、オー

プンスペースが不足している住宅地域において有

望な候補地を特定していく。まずは、3つのポケッ

トパークを整備するパイロットプログラムから開

始する。候補地には、BIGプログラムまたは他の市

の補助金を利用した環境調査と浄化が行われる。 

我々は、環境修復を行ったブラウンフィールドに

整備する最先端のコミュニティパーク対し、遮水

シートなどの方法による保護手段を考案していく。

また、グリーン・サム（Green Thumb、コミュニテ

ィのガーデニングプログラム団体）やニューヨー

ク復興プロジェクトと連携し、環境修復を行った

ブラウンフィールドにおけるコミュニティガーデ

ンのパイロットプロジェクトを実施する。 

結論 

持続可能な土地利用を実現し、市のインフラ、住

宅、商業、エネルギーの要求に応えていくため、

我々は何千と存在するニューヨーク市のブラウン

フィールドを効果的に特定し、浄化し、再利用し

なければならない。 

この計画により設定された目標を通じ、我々はこ

の取組みが市民の健康と環境を守り、住民に対し



ては実施過程への発言力与えることを確保してい

く。民間、政府の横断的パートナーシップを形成

することで、取組全体の成功の可能性が高まる。

こうした包括的かつ先進的な手法を採用すること

で、我々は一体となり、ニューヨーク市の全ての

汚染された土地を浄化することができる。 

 

























----------------------------------------------------- 







Water Supply（水供給） 

水供給システムの高い質と信頼性を      

確保する 

毎日 10億ガロン（約 38億リットル）以上の水が

何マイルも経た州北部からニューヨーク市に送ら

れている。我々の水道水給水システムは、清浄水

が都市の長期にわたる繁栄にとっていかに重要で

あるかを理解したかつての指導者達の先見性と洞

察力により開発された。市の行政境界を超えて新

鮮な水が供給されるようになったのは、1837年に

市がクロトン導水管（Croton Water Aqueduct 

System）の建設を開始したことに始まる。1900 年

代にかけて、市はキャッツキル、デラウエアの二

つの北部水源域を追加開発し、導水路（アクアダ

クト）、トンネル、貯水池、配水管の複雑なネッ

トワークを通じて 5つのボローに接続した。これ

らの流域面積は 2,000平方マイル（約 518,000ヘ

クタール）に及び、19の貯水池と 3つの調節湖を

擁し、5,800億ガロン（約 2兆 2,000億リットル）

の貯水能力を有する。今日、これらのかけがえの

無い財産は、900万人以上のニューヨーク市民－

800万人の市内居住者、100万人のアルスター、オ

レンジ、ウエストチェスター各カウンティの住民

－に水道水を供給している。 

ニューヨーク市の飲料水は世界最高水準であり、

厳しい連邦政府及び州政府の水質基準を上回って

いる。それでもなお、我々は水源の保全に気を緩

めてはならない。キャッツキルとデラウエアの流

域は極めて清廉であり、フィルターでろ過する必

要がない。この状態を維持するため我々は水源域

の土地を、例えば水圧破砕法（Hydraulic 

Fracturing）による天然ガス開発などの水質を脅

かす活動から守らなければならない。それを怠れ

ば、市は 1億ドルのコストをかけてろ過プラント

を建設し、さらに年間 1億ドルの運営コストを負

担せざるを得なくなる。このことは、ニューヨー

ク州の最も素晴らしい自然資源のひとつを損なう

だけでなく、ニューヨーク市民の水道料金が少な

くとも 30％上昇することを意味する。 

水供給の質は、気候変動によっても危機にさらさ

れる。キャッツキル山地は険しく、比較的柔らか

な粘土質土壌で形成されているため、激しい嵐に

は濁り（混濁）その他の水質問題を発生させるこ

ととなり、その対応には能動的な管理が必要とな

る。近年、こうした嵐は頻度が増加する傾向が見

受けられる。気候はより不安定になり、こうした

パターンは今後悪化の一途を辿るものと思われる。

900万人以上のニューヨーク市民に飲料水を供給す

るため必要となる最先端の管理手法とインフラに

対する投資の歩調を緩めてはならない。 

我々の豊かな給水量は、今後見込まれる人口増加

にも十分対応できるものである。実際に、2010 年

におけるニューヨーク市の水道水消費量は、ここ

数年の著しい人口増加にもかかわらず、近年の歴

史の中で最も低いレベルに近いものであった。し

かし我々は、市に水を供給する巨大なシステムへ

の投資を行わなければならない。キャッツキルと

デラウエア水源域からニューヨーク市に飲料水を

供給する導水管は、1915年、1944年にそれぞれ運

用を開始して以来、稼働し続けている。両管きょ

の構造的完全性は依然として総合的には強固であ

るが、デラウエア導水管のロンダウト―ウエスト

ブランチ間に存在する２か所の継続的な漏水は拡

大しており、漏水量は合計で 1 日当たり 1,500万

から 3,500万ガロン（5,680万から 13,250万ℓ）に

達している。こうした漏水は直ちに脅威となるも

のではないが、長期的かつ継続的に市内への水供

給を行うに当たり、対応しなければならない問題

である。 

水は市の境界に到達すると、そこからは 3つのト

ンネルにより 5つのボローに運搬される。市水道

トンネル No.1は 1917年に完成し、主にマンハッ

タンとブルックリンに給水している。市水道トン

ネル No.2は、1936年に運用が開始され、市内の残

りの地域をカバーしている。市水道トンネル No.3

第一期区間は 1998年に稼働し、ブロンクスの一部

とアッパー・マンハッタンに配水を行っている。

第二期マンハッタン区間は 2013年末に運用開始の

予定となっている。第二期ブルックリン／クイー

ンズ区間は既に建設が完了しているが、2 つの新た

な立坑接続部が建設され、トンネル No.3がブルッ

クリンとクイーンズの水供給ネットワークに統合

されるまでは運用を開始することができない。市

水道トンネル No.3を完成させることは、市にとっ

て極めて重要なバックアップ機能を確保するとと

もに、市水道トンネル No.1をその運用の歴史上初



めて停止し、補修することを可能とするものであ

る。 

我々は、引き続き州北部のコミュニティと共同し、

慎重に我々の水をその源から守っていく。そして

我々の水インフラが継続的に高品質の水を供給す

ることができるように、いくつかの計画を遂行し

ていかなければならない。 

Our Plan（計画） 

将来の世代に水供給システムを存続させるための、

設備投資の新たな時代が進行中である。飲料水の

品質を守り、信頼できる給水を確保するため、

我々は今後 10年間にわたり 70億ドル近くの投資

を行っていく。 

水供給を水源から保全していくことは、我々の最

優先事項である。我々は水源域に対する新たな脅

威を阻止し、水質を危機に晒すような開発行為か

ら水供給を守っていく。同時に我々は、経済活動

－例えば水源域農業協議会と共同で行う持続可能

な農業－を支援していく。これは市の水源域保全

活動の一環として行うことが可能である。我々は

水源域の土地売却希望者からの土地取得プロジェ

クトを継続する。また、飲料水の質の向上のため

の主要プロジェクトである、クロトン水系のろ過

プラントやキャッツキルとデラウエア水系の紫外

線消毒施設を完了させる。 

我々はニューヨーク市に水を運ぶ重要なインフラ

の維持管理と補修を行い、より信頼性の高い水供

給システムを構築する。デラウエア導水管の漏水

箇所を補修し、バイパストンネルの建設期間中に

おいても市への水供給能力を維持する。そして、

キャッツキルとデラウエア水源域から水を運びニ

ューヨーク市民に届ける能力を強化するための重

要な投資を行なっていく。 

市の行政区域内部においては、我々は市内水供給

システムに対し歴史的水準の投資を続けていく。

市水道トンネル No.3を完成させ、老朽化した水道

トンネルの二重体制を確保する。我々はまた、ス

タテン島へのバックアップトンネルも建設し、配

水管インフラの強化を図っていく。 

水供給システム全体を支え、住民サービスを向上

させるため、我々は既存のインフラについても効

率性を改善していく。最新技術を使い、利用者に

対する透明性を強化し、漏水発見能力を強化する。

さらに、継続的な節水努力により、水供給システ

ムに掛かる負荷を低減させていく。 

市の水道インフラに対する投資は、きれいな水の

給水信頼性を高めるだけでなく、雇用機会を創出

し、経済を活性化させる。市の 3大水道ネットワ

ークプロジェクト―クロトンろ過プラント、キャ

ッツキル／デラウエア紫外線（UV）消毒施設、市

水道トンネル No.3―だけでも、約 6,100人の建設

工事及び建設関連の雇用を創出している。 

これらの投資コストは決して少なくない。しかし

何もしなければコストはより大きくなるのである。 

Our plan for Water Supply 

（水供給計画） 

 

飲料水の質を向上させる 

 

１．水源域保護プログラムを継続する 

２．水圧破砕法による天然ガス開発から水供給

を保護する 

３．キャッツキル／デラウエア紫外線（UV）消

毒施設を完成させる 

４．クロトンろ過プラントを完成させる 

 

ニューヨーク市への水供給インフラの維持

管理と強化を行う 

 

５．デラウエア導水管を補修する 

６．デラウエア、キャッツキル両導水管を接続

する 

７．キャッツキル導水管へ水を圧送する 

８．ダムの維持管理と機能強化を行う 

 

市内の水供給を最新化する 

 

９．市水道トンネル No.3を完成させる 

10．スタテン島バックアップトンネルを建設す

る 



11．配水管インフラの機能を強化する 

 

水供給システムの効率性を改善する 

 

12．最新技術により運営の効率性を高める 

13．節水を推進する 

飲料水の質を向上させる 

全てのニューヨーク市民の健康、福祉そして経済

的安定は飲料水の質と結びついている。だからこ

そ我々は引き続き積極的に水資源流域を開発や水

圧掘削から守り、州北部からの水供給のための紫

外線消毒施設を建設し、ブロンクスにクロトン供

給システムのための最新鋭ろ過プラントを建設す

る。 

戦略１  

水源域保護プログラムを継続する 

ニューヨークは、大部分の地表水源水のろ過を必

要としない、5 つしかない全米主要都市のひとつで

ある。しかし 1986年に成立した安全飲料水法

（Safe Drinking Water Act）は、そうした地表水

施設についてニューヨーク市に対し―ボストン、

ポートランド、サンフランシスコ、シアトルとと

もに―ろ過回避決定（FDA）として知られる特別免

除を受けることを義務付けた。FDAはキャッツキル

とデラウエア流域に適用されており、今日ニュー

ヨーク市は、市の水供給量の 90％を占めるこの二

つの水源からの水に対しては、コストを要するろ

過施設の建設を行う必要がない。1993年以降、こ

の免除は定期的に再評価され、2007 年に連邦政府

はニューヨーク市に対し新たに 10年間の水供給

FDAを発行している。 

水道利用者を守り、ろ過不要な水供給を維持する

ため、我々は水質を維持し続けなければならない。

だからこそ我々は 4億 6,200 万ドルを投じ水源域

保護プログラムを遂行し、周辺の町、企業、団体

に協力を求めながら潜在的な脅威に対し取り組ん

でいるのである。水源域保護プログラムは、保護、

土地買収、そして環境的持続性のある経済発展か

ら成る、我々の水供給が高い質を維持するため独

自の戦略である。 

我々は劣化した浄化槽を更新し、湿地を保全し、

また貯水池近くの町における排水処理施設の機能

を強化する。個人の土地所有者と共同し、土地管

理実務を改善する。我々は周辺のコミュニティと

共同することで、地域経済には発展を、ニューヨ

ーク市にはきれいな水をもたらす、持続可能な事

例の推進を続けていく。 

我々は可能な限り、売却に同意する水源域の土地

所有者からの土地取得を続ける。市による土地所

有は、重要な自然地域が手付かずのまま残ること

を確保し、より危険な土地利用による脅威を取り

除くことになる。 

ニューヨーク市は、115,000エーカー(約 465平方

キロメートル)以上の水源域の土地を、土地所有ま

たは保全地役権により守っている。2002年以降の

取得面積は 78,000エーカー（約 315平方キロメー

トル）を超える。この成功プラグラムを維持し、

現在の FADの要求水準を満たすため、我々は少な

くとも 50,000 エーカー（約 202 平方キロメートル）

の土地所有者と毎年接触を続けていく。土地取得

目標を達成するため、2010年には州政府環境保全

局から土地取得プログラムの再承認を取得してい

る。我々は引き続き、慎重に飲料水の水質保護と

地域経済の持続可能な発展促進を両立させていく。 

このプログラムの成功は、水源域全体の地元利害

関係者とコミュニティとの力強い協力関係があっ

て初めて可能となる。キャッツキル水源域公社と

市は共同し、過去 12年間で 203の水源域事業者の

観光業、接客業、製造業その他の産業支援のため

に 4,800万ドルの融資を行った。我々は地域コミ

ュニティと協力し、3,500 以上の浄化槽を更新した。

引き続き毎年 300 箇所と推計される住宅地域の浄

化槽の更新を進めるとともに、多くのコミュニテ

ィに新たに排水処理システムを設置していく。

我々はまた、水源域農業協議会と連携し、持続可

能な農業技術の振興により、貯水池に流れ込む肥

料その他の廃棄物の使用量を制限していく。 

水源域保護プログラムは多くの支出を必要とする。

しかしろ過プラントを建設し運営していくコスト

と比較すれば、更にはろ過過程で必要となる追加

エネルギーと化学薬品が環境に与える影響を考慮

すれば、水源域保護プログラムはニューヨークに

とって最も費用対効果の高い選択肢である。 



戦略２  

水圧破砕法による天然ガス開発から水供給

を保護する 

キャッツキルとデラウエア水源域の下には、北米

最大の天然ガス資源のひとつであるマーセラス頁

岩層の一部が位置している。極めて多数の土地所

有者と天然ガス会社が州政府環境保護局に対し、

水圧破砕法（Hydrofracking）と呼ばれる手法でガ

スを抽出するための認可を求めている。 

市の委託した科学者の調査によれば、水圧掘削は

900万人のニューヨーク市民の飲料水の水質に脅威

を及ぼすレベルの水源域内の工業化を必要とする

ことが明らかとなった。調査は、州北部の水源域

で水圧破砕が始まれば、何千トンもの有害化学物

質が地中に浸出し、送水トンネルにダメージを与

え、何千エーカーもの土地を切り開く可能性につ

いて言及している。 

現代の科学と技術を基準とすれば、我々は水圧破

砕が市の水源域において行われた場合の安全性に

確信を持つことはできない。一連の過程は州の人

口の半数、何百万人者もの労働者と観光客が信頼

する、日々市に供給される水の 90％を危機に晒す

ものであり、受け入れられるものではない。こう

したことを考慮すると、流域における掘削は正当

化されるものではない。我々は水源域における天

然ガス掘削に反対するとともに、引き続き州政府

環境保護局と共同し市の水源域内における水圧破

砕禁止を確保していく。 

戦略３  

キャッツキル／デラウエア紫外線（UV）消

毒施設を完成させる 

キャッツキルとデラウエア水源域からの水は、ろ

過の必要はないものの、市民の健康に影響を与え

る大腸菌のようなバクテリア対策として塩素処理

が必要である。塩素はほとんどの病原菌を殺し、

水系感染症の拡大を防ぐ。しかし、塩素は特定の

病原菌、例えば胃の疾患を引き起こすクリプトス

ポリジウムなどに対してはそれほど効果的ではな

く、特に幼児や高齢者にとっては塩素消毒は万全

とは言い難い。市の水供給において、こうした病

原菌が市民の健康を危険に晒しているという兆候

は見られないが、連邦政府の規制は公共水道シス

テムに対し 2つの方式の消毒処理を経て水供給を

行うことを求めている。 

この要求を満たすために、我々は 2012 年に世界最

大の紫外線消毒施設を完成させる。160億ドルのプ

ラントは、紫外線を使用し特定の病原菌を不活性

化する。この施設はキャッツキルとデラウエアか

らの水を 1日当たり 20億ガロン（約 76 億リット

ル）以上処理する能力がある。 

戦略４  

クロトンろ過プラントを完成させる 

クロトン水系は、市の水源域のうち最も小さく最

も古いものである。年間の市の水需要の約 10％を

供給する能力があり、渇水時またはキャッツキル

かデラウエアからの供給の一部が途絶えた場合に

は最大 30％までの供給が可能である。 

1842年にクロトン水系が初めて運用を開始した当

時、周辺のウエストチェスター・カウンティは大

部分が田園地帯であった。それ以降、100 万人以上

の人々がその水源域に移り住み、草原、湿地、森

林を開拓した。今日、クロトン水源域は高度に開

発が進んでいる。現在の水供給は、健康面での水

質基準を全てクリアするものであるが、クロトン

の水は季節により色度、臭気、味の変化が認めら

れる。 

連邦政府飲料水法の基準に適合するために、市は

クロトン水源域にろ過プラントの建設を命じられ

た。クロトンろ過プラント―市にとって初の―は

ブロンクスのバン・コートランド・パーク・ゴル

フコースの地下に建設中である。2013年の完成を

目指し、何百人もの熟練労働者が毎日現場での建

設活動に従事している。完成時には、プラントは

市内最大の人工緑化屋上―ゴルフ練習場―として

ランドマークとなると同時に、1日当たり最大 2億

9,000 万ガロン（約 11億リットル）の清浄水を

我々の最も古い水源域から供給することが可能と

なる。この 30億ドルのプロジェクトは、2 億

4,000 万ドル以上の公園その他の周辺コミュニティ

改善事業を含むものである。 



 

ニューヨーク市への水供給インフラの維

持管理と強化を行う 

ニューヨーク市への水供給は広範囲にわたるイン

フラネットワークを必要とするが、その大部分は

第二次世界大戦以前に建設されたものである。信

頼性のある水供給を確実なものとするため、我々

はデラウエア導水管の漏水を食い止め、貯水池内

の主要ダムの機能向上を図る。また、デラウエア

とキャッツキル両導水管を結合し、キャッツキル

導水管に水の圧送を行うことで供給能力を高め、

濁水の影響を減少させる。こうした努力により水

供給システムのバックアップ体制が強化され、ニ

ューヨーク市民に確実にきれいな水を供給するた

めの柔軟性が高まる。 

戦略５  

デラウエア導水管を補修する 

延長 85マイルのデラウエア導水管は 1944年に完

成し、市内飲料水の約半分―1日当たり 5 億ガロン

（約 19億リットル）以上―を州北部の 4つの貯水

池から運んでいる。1992年以降、我々は着実な監

視を続けているが、それでもロンダウト貯水池か

らウエストブランチ貯水池に送水する 45マイルセ

クションの 2箇所において継続的な漏水が発生し

ている。10年間の調査の結果、我々は最も顕著な

漏水発生箇所―ワワーシングとロセトンの間―を

特定した。そこでアクアダクトは大部分のトンネ

ルを形成している砂岩、頁岩、片麻岩、花崗岩と

比べ摩耗や亀裂の影響をより受けやすい石灰岩層

を通過している。 

トンネルの完全性を再構築するため、我々は 21億

ドルを投資し、ロセトンの漏水箇所を迂回するト

ンネルを建設し、ワワーシングの漏水箇所はトン

ネル内部から補修する。トンネル閉鎖期間中は代

替え水源を確保するとともに節水対策を講じる。

デラウエア導水管は 6ヶ月から 15ヶ月間暫定的に

閉鎖される。その間、市の給水能力は需要に対応

できように強化されなければならない。増加分の

大部分はデラウエア導水管の閉鎖までに完了する

主要インフラの機能強化によってまかなわれるこ

とになる。1日当たり最大 2億 9,000万ガロン（約

11億リットル）供給可能なクロトンろ過プラント

に加え、クロスリバー及びクロトンフォール貯水

池のポンプ場の機能強化、補修された新クロトン

導水管、そしてキャッツキル導水管における補修

事業がクロトン、キャッツキル両水源域からの毎

日の供給能力を増加させることになる。我々はク

イーンズのジャマイカにあるかつての地下水系の

機能向上を行い、1日当たり 3,000万から 6,000万

ガロン（1億 1,000万から 2億 2,000万リットル）

の水を一時閉鎖期間中に追加供給する。我々はま

た、総需要量削減のため、節水努力に対する投資

を行う。 

迂回トンネルの設計は既に進行中であり、2013 年

末の着工を予定している。   

戦略６  

デラウエア、キャッツキル両導水管を接続

する 

デラウエア導水管とキャッツキル導水管はアルス

ター・カウンティにおいて同じ敷地内で相互に交

差しているが接続されてはいない。氷河湖により

形成された急勾配と細粒土壌の影響により、時と

してキャッツキル流域からの流出水はアショカン

貯水池に水中浮遊物質の増加による濁りまたは透

明度の低下を引き起こす。 

我々は州北部の２つの水源域を接続し、デラウエ

ア水源域のきれいな水をキャッツキル導水管に流

し込む。これにより 4か所の主要貯水池からの水

供給システムの運搬能力は 1 日当たり 3億ガロン

（約 1億 1,000万リットル）増加し、900 万人のニ

ューヨーク市民に最高品質の水を送り届ける能力

は目覚ましく高まることになる。現在接続工事の

設計作業が進行中で、建設作業は 2012 年の開始が

予定されている。 

戦略７  

キャッツキル導水管へ水を圧送する 

ひとたびキャッツキル／デラウエア紫外線（UV）

消毒施設の運用を開始すれば、キャッツキル導水

管はケンシコ貯水池から新紫外線消毒施設間への



送水に必要な水圧を維持することができなくなる。

この問題は、紫外線消毒施設の建設により 40フィ

ートの静水圧が失われることにより生じる。 

我々はキャッツキル導水管に水を圧送し、キャッ

ツキルとデラウエア水源域から紫外線消毒施設に

運搬される水量を増大させる。気候変動により、

水質を損なう可能性のある降雨現象が激しさと頻

度を増すなか、市民の飲料水需要に対応していく

ためには、水源選択の柔軟性を極限まで高め維持

することが極めて重要である。 

戦略８  

ダムの維持管理と機能強化を行う 

貯水池に水を貯えるダムは、ニューヨーク市の水

供給システムにおいて極めて重要な部分を占める。

州北部の 3つの水源域において、我々は 29のダム

を有しているが、これらのダムが決壊すれば深刻

な経済的ダメージと環境破壊が引き起こされ、人

命までも失われる可能性があることから「危機的

状況」にあるとみなされている。1997年以降、土

地買収プログラムを通じ、我々はさらに 76の小規

模なダムを所有することになった。インフラの重

要な構成要素であるジボアダムなどの多くのこう

したダムは、建設から 1世紀以上が経過し補修と

維持管理が必要となっている。 

これらの大量のインフラ構成要素は、軽視すれば

重大な結果を招く可能性があり、特別な注意が必

要である。全てのダムは現在の安全基準に適合し

ているものの、部分的な不具合が下流域のコミュ

ニティに洪水を引き起こす可能性もある。そのた

め、我々は継続的に維持補修と状態の評価を行っ

ている。我々はこうした努力の一部として、ダム

ネットワークの技術検査と、週間・月間の定期目

視検査を行っていく。 

特にジボアダムは、我々のダム修復作業において

中心となる。2005年にジボアダムは現在の安全基

準に適合しないと判断されたのである。抜本的改

良がなされるまでの緊急措置として、ダムの固定

作業が行われた。ジボアダムの機能強化を行い、

新たなダム安全基準に適合するようにするため、3

億ドルの修復プロジェクトが進行中であり、2016

年の完成が予定されている。 

市内の水供給を最新化する 

我々のシステムにおけるいくつかのもっとも古い

部分は、5 つのボローに水を運ぶトンネル、水本管、

配水小管である。6,700マイルの配水管のうち

1,000 マイル以上が、敷設からすでに 100年以上が

経過している。 

我々は市内全域への給水信頼性を確保するための

方法を開発しなければならない。市水道トンネル

No.3を完成させ、システムの完全な二重体制を確

立し、トンネル No.1のサービス中断を可能としな

ければならない。また、スタテン島のバックアッ

プトンネルの建設、老朽化した配水管の機能強化

と交換を積極的に続け、信頼性を高めていかなけ

ればならない。 

戦略９  

市水道トンネル No.3を完成させる 

市水道トンネル No.3、市の歴史の中で最大かつ最

も投資額の大きなプロジェクトは 1970 年に始まっ

た。60マイルのトンネルは段階的に設計されてい

る。ヨンカースのヒルビュー貯水池から始まり、

ブロンクスを通り抜け南下し、マンハッタンの端

をかすめてブルックリンとクイーンズに到達する。 

現在、このプロジェクトの第二段階、マンハッタ

ンとブルックリンを含む区間が完成しようとして

いる。スタテン島、ブルックリン、クイーンズに

水を供給するブルックリン／クイーンズ区間のト

ンネル部分の作業は実質的に完成している。マン

ハッタン区間は 2013年に完成する。2025年までに

はブルックリン／クイーンズ区間を稼働させるこ

とができると予測している。市水道トンネル No.３

が完成すれば、市水道トンネル No.1を検査と予想

される修復作業のために閉鎖することが可能とな

る。 

戦略１０  

スタテン島バックアップトンネルを建設す

る 

スタテン島は現在、延長 5マイルのリッチモンド

トンネルにより給水されている。1972年に同トン



ネルがスタテン島と市水道トンネル No.2を接続し

たことで、スタテン島への給水能力は 3倍となっ

た。 

現在、ニューヨークハーバーに埋設された 2 つの

パイプラインがリッチモンドトンネルのバックア

ップ機能を果たしている。しかしニューヨーク・

ニュージャージ・ポート・オーソリティ（ポー

ト・オーソリティ）は大型コンテナ船対応により

地域の経済開発を促進するため、水路の増深を行

っている。これによりスタテン島への水供給の重

要な機能の代替えが求められている。 

我々はポート・オーソリティと米国陸軍工兵隊と

共同し、1日当たり最大 1億 5,000万ガロン（約 5

億 7 千万リットル）の水をスタテン島に供給する

新たな 72インチ径の水道トンネルを建設する。建

設工事は 2011年に開始され、2014年に完成する予

定である。 

戦略１１  

配水管インフラの機能を強化する 

水はひとたび市内トンネルを離れると、6,700マイ

ルの配水管を通じて各家庭に送り込まれる。これ

らの老朽化したパイプには継続的な維持管理と不

定期の機能強化が必要である。我々はコニーアイ

ランドでコミュニティの成長を支え、アトランテ

ィック・ヤードで数千戸の住宅・オフィス建設を

可能とするため、重要な配水管インフラの建設と

交換を行っていく。クイーンズのジャマイカ・イ

ーストとブロンクスのペラム・パークウエイでは、

配水管を交換する。また、クイーンズのロックウ

エイにおける配水本管ネットワークの整備を完成

させる。水道システムの機能強化と維持管理に全

力で取り組むことは、配水管の破損による高額補

修費用が料金負担者に影響することを防ぎ、全ボ

ローの経済発展を支援することとなる。 

水供給システムの効率性を改善する 

水供給システムを最適化することは、水インフラ

の負荷を軽減し、給配水ネットワークの全ての構

成要素を支えるものである。既存のシステムの効

率性を高めることで、我々は需要削減と供給増加

を同時に行うことができる。その結果、システム

は住民にとりより適正な価格で効率的に運用され

ることとなる。 

最新技術を導入し使用水量を追跡・監視すること

で、市の水供給システムの運営を改善し、資源の

効率的使用を実現することができる。現在、我々

は豊富な水供給を行なっているが、さらに節水を

強化する。これによりシステムの経年劣化が抑え

られ、水処理に使用するエネルギーと化学薬品が

削減され、渇水時や異常気象時における追加的水

供給の自由度が高まる。 

戦略１２  

最新技術により運営の効率性を高める 

歴史的に、ほとんどの利用者は水道使用量を 3ヶ

月ごとに手作業検針で計測されている。このこと

は、市と住民のどちらも、水の使用量を管理し漏

水を発見するための正確なツールを有していない

ことを意味する。この限界を打破するため、我々

は 2012年までに 835,000 の全水道利用者に自動検

針メーター（AMR）装置の設置を完了する。既に市

内 650,000箇所以上で AMRは設置されており、計

画は予定通り進行中である。 

AMRシステムの導入はニューヨーク市民が節水と支

出節約をするうえで極めて重要である。この技術

は、水の消費量についての情報をリアルタイムで

ウエブにより提供するものである。不動産所有者

に対し、水道水使用の削減と、手に負えない支出

を伴う漏水修理を未然に発見するためのツールを

提供するものである。この新たなワイヤレス機器

は、水道料金を見込額で計算する従来のやり方に

終止符を打ち、住宅所有者と小企業経営者により

正確かつタイムリーな水道水使用記録を提供する

ことになる。 

AMRを通じオンラインで入手可能な水道使用量のリ

アルタイムデータを利用し、我々は 2011年に自主

参加型通知プログラムをスタートさせた。これは、

水道水使用量が通常の使用量を逸脱したと思われ

る場合に不動産所有者に警告するものである。水

道水使用量の急増は、早急に対応しなければ高額

の使用料を請求されることになる漏水の可能性を

示すものである。我々はまた、スマートフォンの

アプリケーションを開発し、水道利用者が自分た



ちの水道使用量を追跡し、今まさに起きている漏

水と使用量急増に対処できるようにしていく。 

今日、多くの大口水道利用者は年間均一料金で使

用料を支払っているが、これは必ずしも施設の水

道水使用量を正確には反映していない。我々は今

後 10年間で市内の 30,000個の大口使用者用メー

ターを交換し、メーターに基づき料金を支払う大

口利用者の数を増やしていく。これにより、上下

水道料金が適正に配賦されることになる。 

最後に、我々は次世代の予測技術を開発し、全て

の貯水池システムがニューヨーク市民とその他の

利害関係者のために最大限に活用されることを確

保していく。この新技術は、より正確に嵐を予想

し、気象が水量と水質に与える影響を予測し、最

高品質の水を市内に供給することを可能とする。

こうした新しい技術により、我々は高品質の水供

給にいかなる危険を与えることなく、地域のパー

トナー達に配分する水量を安全に増加させること

ができるようになる。 

戦略１３  

節水を推進する 

人口増加にもかかわらず、市内の水使用量は減少

を続けている。我々は今後数年間、この傾向を維

持するためのいくつかのプログラムを実行する。 

我々は市の建物において節水を強化することで、

先導的な事例を示していく。近年の市の高機能建

築物は、僅かなコストまたは全くコストをかけず

に飲料水の消費を 20%から 80%削減できるという有

意義な事実を証明している。2011年に我々は建物

における節水設計マニュアルを公開する。また、

新旧市有建物における先進的節水戦略導入の機会

を追求していく。 

旧式のトイレ設備は、現在の標準トイレ設備の 3

倍から 5倍の水を使用する。我々は市政府の建物

の、こうした旧式で非効率なトイレを更新してい

く。また、市にとって最適な水消費レベルを達成

するための戦略を構築する中で、市内全域の非効

率なトイレの更新をすることについても、費用対

効果の分析を行なっていく。 

集積雨水、シャワーや台所の水の再生水―中水

（Grey Water）として知られる―をどのように安

全かつ効率的に使用するかについては、一切の基

準や勧告が無いことにより、ニューヨーク市では

禁止されている。市内の人口の過密さを考えれば、

市民の健康を守り、二次汚染を防ぎながら水再利

用プロジェクトの長期的持続可能性を確実なもの

とするためには、慎重な計画と監視が考慮されな

ければならない。ニューヨーク州法のもと、州政

府環境保護局は再利用について州全体に適用され

る基準を作成する責任を負っている。近い将来、

州政府から規制判断の指針についての報告書が公

表されると予想されている。我々は州の包括的基

準の枠内で、再利用を促進し、地域の建築基準の

障害を取り除き、費用対効果分析を行い、長期の

法令遵守管理手法と維持管理要件を構築し、さら

に適切なインセンティブを導入していく。 

結論 

水道の蛇口をひねれば直ぐにきれいな水を手に入

れられることを、時としてニューヨーク市民は当

然なこととして思いがちである。しかしその水は

100マイル以上も遠くから運ばれている。我々はこ

れを当然と受け止めてはならない。水道というな

くてはならないサービスは、広範囲にわたるイン

フラ、先見性の成果、創意工夫、そして前の世代

からの財政投資があって初めて可能となるもので

ある。 

上述の戦略はいずれも必要不可欠なものである。

しかし同時に多額の費用を要する。それぞれの戦

略を実現するためには、公的資金投入と情報共有

に対する持続的かつ真摯な取組が必要である。そ

れにより、毎日 10億ガロン（約 38億リットル）

またはそれ以上のきれいで素晴らしく美味しい水

を供給するためには何が必要であるか、ニューヨ

ーク市民は気づくことになる。これらの重要な投

資を行い、既存の資源をより効率的に使うことで、

我々はニューヨーク市民が今後何世代にもわたり

信頼できる水供給を享受できることを確実なもの

としていく。  



Transportation（交通） 

持続可能な交通手段の選択肢を拡大し    

交通ネットワークの信頼性と質を強化する 

交通システムは、都市の成長と繁栄を形作る。ニ

ューヨーク市はこれまで橋、トンネル、道路、地

下鉄に数十億ドルもの投資を行うことで繁栄して

きた。こうした投資はニューヨーク市を世界と結

びつけ、5つのボロー全体の発展を導いてきた。張

り巡らされた交通システムは、我々がどこでどの

ように暮らし働くのかを決定するうえで大きな要

素であった。 

活力ある経済を今後も支えていくため、我々はこ

れまでと変わらない取組みを続け、交通インフラ

を維持し、拡張していかなければならない。同時

に、投資に見合う最大限の利益を得るために積極

的にインフラの管理を行わなければならない。そ

のためには交通需要の必要性に焦点を当てた戦略

が必要である。人口の増加と雇用の増大への対応、

全ての交通モードにおける速度・安全性・信頼

性・快適性の最適化、そして市内に運び込まれ、

市外に搬出され、さらには市内を循環するあらゆ

る商品流通の管理である。 

ニューヨーク市の交通ネットワーク（道路、橋、

トンネル、地下鉄、通勤電車、バス、タクシー、

歩道、空港、駅、フェリー）は、米国の他のどの

都市よりも多くの人々と物資を輸送している。極

めて多くの人々と物資の輸送を行なっていること、

このシステムが連邦政府、地域、州、地方、民間

など無数の主体から構成されていることを考えれ

ば、ネットワークの実績は高く評価できるだろう。

しかしそれでもなお、様々な点において、我々は

重要な課題に直面している。 

多くのニューヨーク市民は、長時間の、信頼性に

欠ける、混雑した通勤を強いられている。交通シ

ステムは多額の予算不足に直面している。これ以

上の乗客増に対応するためにできることは限られ

ている。ニューヨークは他の都市に比べ物流コス

トが高い。そして旅客と貨物が国内外にアクセス

するための玄関口はグローバル都市に相応しくな

いものである。 

こうした問題への対処を誤れば、つけはニューヨ

ーク市民に回ってくる。交通混雑は生産性を損な

い、物流にかかる時間を増加させ、大気汚染によ

る健康被害を引き起こす。パートナー・フォー・

ニューヨーク・シティ（米国の投資会社）の試算

によれば、交通混雑はニューヨーク地域において

年間 13億ドルのコストを発生させている。 

輸送力の限界に加え、インフラ自体も老朽化して

いる。州政府と連邦政府の交通関連投資が減少す

るなか、我々はネットワークの信頼性を維持する

ために独自の投資の道を探らなければならない。

州政府、連邦政府、地域機関と包括的な解決策を

協議しながらも、我々は所管区域の交通ネットワ

ークの改善を、革新的な取組みにより一歩一歩着

実に続けなければならない。 

慢性的な予算不足に直面しながらも、我々はネッ

トワークの信頼性を維持し、交通インフラの生産

性を高めていく新たな方法を見出すことが可能な

ことを証明してきた。 

革新的な戦略により、我々は市内全域において交

通手段の選択肢の強化と拡張を成し遂げてきた。

メトロポリタン・トランスポーテーション・オー

ソリティ（MTA）と共同し、初のバス高速輸送シス

テムである、セレクト・バス・サービス（SBS）の

運行を開始した。市内の自転車道路網はほぼ倍増

した。セーフ・ルート・トゥー・トランジット、

セーフ・ルート・トゥー・スクールズ、セーフ・

ストリート・トゥー・シニアズ、といったプログ

ラムにより、より歩きやすく、より安全な環境を

整備した。グリーン・ライト・フォー・ミッドタ

ウンのようなプログラムにより、交通パターンを

単純化し、歩行者の安全性を改善し、街中に公共

スペースを創出した。 

混雑緩和のため、4,500機以上のミュニ・メーター

（パーキング・メーター）を設置し、駐車スペー

スを増設した。パーク・スマートという、混雑す

る商業エリアにおいて駐車回転率を増加させるパ

イロットプログラムを開始した。市と MTAは交通

法規の遵守を強化するための赤信号監視カメラの

使用継続承認を州政府から受け、バス専用レーン

を妨害するドライバーに反則切符を切るための車

載カメラをバスに搭載した。 



我々は連邦政府の暫定的景気刺激資金を戦略的に

活用し、31箇所の重要な交通ネットワーク補修計

画に使用した。スタテン島のセント・ジョージ・

フェリー・ターミナルの改良、ブルックリンブリ

ッジの補修などである。 

いくつかの挫折も経験した。我々は 4年前、バス

と地下鉄サービスの改善のために重要な投資を行

い、交通混雑を解消するという計画を提案した。

数十年前の、道路整備費財源としての初のガソリ

ン税の提案と同様、マンハッタン中心部分の商業

地区に流入してくるドライバーに課税し、交通改

善推進に充填するという提案は物議をかもした。

計画のメリットは広範囲に議論され、計画の費用

対効果は広く評価された。この計画は交通状況を

改善し、交通サービスを向上させるはずであった。 

州政府の委員会による修正を経て、採択に向けて

幅広い合意が得られたにも関わらず、州議会議員

は賛成票を投じることはなかった。彼らは、この

地域における雇用者に対する交通税（ペイロー

ル・モビリティ・タックス）を導入すると同時に、

タクシー課徴金、さらには他のいくつかの自動車

関連手数料を導入した。州政府案は交通運賃の値

上げを要求しながら、交通システムの改善、日々

の施設補修、そして交通網拡張に必要である資金

不足はそのまま放置した。国全体を覆う景気後退

の影響により、雇用者負担税収入は予想を下回り、

MTAは不足資金を捻出するためバスと地下鉄のサー

ビス削減を含む経費節減を余儀なくされた。結局

は、こうした政策の選択は国全体の景気後退によ

り状況を一層悪化させた。交通サービスは低下し、

運賃は値上げされ、雇用主が課税され、一方で将

来の交通システムのための資金確保は未解決のま

まである。 

こうしたニューヨーク市の交通システムに対する

不安定な財政的支援は、我々の経済活動と生活の

質を危機にさらしている。我々は引き続き地域、

州政府、連邦政府レベルの全ての関係者と協力し

ながら、交通混雑の解消と交通ネットワークへの

資金確保に向けて努力を行なっていく。我々には

他の誰かが行動するのを待っている余裕はない。

我々はニューヨーク市民のため、交通ネットワー

クを拡充し、交通手段の選択肢を増やすために

様々な手段を段階的に講じていく。 

Our Plan（計画） 

引き続きニューヨーク市民の交通手段の選択肢を

拡大する。そして交通網の中心となる交通インフ

ラの維持管理に対し数億ドル規模の投資を行う。

MTAと共同してバスネットワークの利便性と速度の

向上に取り組む。地下鉄システム拡張のために行

われている大規模プロジェクトの建設に対する支

援を継続的に実施する。タクシーが十分に供給さ

れていない地域に対し、需要に見合ったタクシー

が供給されるように、イエロー・キャブのタクシ

ーサービスを市内全域に拡大する。 

拡大するウォーターフロント・コミュニティに交

通手段の選択肢を増加させるため、イースト・リ

バー沿いにおいてフェリーサービスを試行する。

我々は相当額の投資のもと、自転車道ネットワー

クを構築した。今後は交通システムの空白を埋め、

乗客がいずれかの交通機関まで自転車で行けるよ

うに、地下鉄駅の近くに自転車ラックを設置する。

そして引き続き、歩行者の安全性を高めるための

改善策を講じていく。 

道路、橋、空港における混雑緩和のため、新規技

術と価格決定メカニズムを試験的に導入する。駐

車政策を修正し、適切な価格設定により利用頻度

の低い路上パーキングメーターの需要喚起を図り、

駐車場を求めて道路を巡回する車両の削減と駐車

車両の回転率向上を促進する。 

ポート・オーソリティや他の事業者と共同し、ト

ラック、鉄道、海運、航空全てのアクセスを含む

航空ネットワークの改善を図る。 

これらの全ての努力は、道路や交通システムの物

理的状態の維持、改善により初めて可能となる。

我々は道路改良財源を開拓し、道路工事許可プロ

セスを見直し、交通混雑緩和を目指していく。引

き続き、MTA、州政府、そして近隣の行政体と連携

し、メトロポリタンエリアにおける交通機関の運

営、維持管理と拡張のための財源特定に取り組ん

でいく。 

Our plan for transportation 

（交通計画） 

 



持続可能な交通インフラと選択肢を改善し

拡張する 

 

１．市内全域におけるバスサービスを改善し拡 

 張する 

２．地下鉄と通勤電車を改善し拡張する 

３．住宅地域におけるタクシーサービスを拡張

する 

４．カーシェアリングを促進する 

５．フェリーサービスを拡張し改善する 

６．自転車の安全性と利便性を向上させる 

７．歩行者のアクセスと安全性を向上させる 

 

道路、橋、空港の混雑を緩和する 

 

８．先端技術と価格設定メカニズムの試行によ

り交通混雑を緩和する 

９．住宅地域の需給バランスに適合するように

駐車規制を修正する 

10．市内道路におけるトラック混雑を緩和する 

11．物流を改善する 

12．国内・海外への玄関口としての機能を強化

する 

 

道路と交通システムの物理的状態を維持管

理し改良する 

 

13．公共交通ネットワークの維持管理と改良の

ための財源を確保する 

14．道路と橋を維持管理し改良する 

 

持続可能な交通インフラと選択肢を改善

し拡張する 

一般的に、市内の移動は、3分の 1が交通機関、3

分の 1が徒歩、3分の 1が自動車により行われてい

る。しかし家庭と職場の間の移動において、交通

機関のシェアは拡大しつつある。更に 1999年以降

の市中心部における人の移動増加は、もっぱら交

通機関により支えられてきており、地下鉄の乗客

数は過去 50 年間で最高に達している。ニューヨー

ク市民に対し、特に現在交通機関へのアクセスが

限られている地区において、より多くの選択肢を

提供することで、市民の流動性と生活の質を改善

することができる。 

戦略１  

市内全域におけるバスサービスを改善し拡

張する 

バスは平日平均で 1日 230万人の乗客を輸送して

いる。多くの地区において、バスは住民にとって

唯一の交通機関であり、職場、買い物、余暇活動

へのアクセス手段として不可欠なものである。他

の都市の事例を参考にしながら、我々はバスサー

ビスが利用者にとって、より魅力的で利便性の高

いものとなるよう MTAと共同で最新技術の導入に

取り組んできた。 

2008年、MTAと市はブロンクスのフォーダム通り

沿線において、初の SBS路線の運行を開始した。

SBS は、車外運賃徴収、バス専用レーン、優先信号、

効率的なバス停間の距離などにより、快適な速度

での運行を可能とする。フォーダム SBS路線、

Bx12は既存路線に比べ運行時間を 20％短縮し、

10％の乗客増を達成した。2010年、MTA はマンハ

ッタンの 1stアベニューと 2ndアベニューにおい

て SBS路線の追加運行を開始した。我々は MTAと

共同し、ブルックリンのノストランド・アベニュ

ー、マンハッタンの 34th ストリート、そしてスタ

テン島のハイラン通りでも SBS路線を拡張する計

画である。さらに現在、クイーンズのラガーディ

ア空港へのバスアクセス改善についても検討中で

ある。 

通常のバス路線においても、SBS路線において実証

された取組みが活用されている。例えば、バスレ

ーンはマンハッタンの 34thストリートにおいて採

用されている。同路線はそれまで市内で最も運行

速度の遅い路線のひとつであったが、専用レーン

により速度は 17％向上し、乗客数は 6％増加した。

専用レーン以外でも、SBS以外のバス路線に適用可

能な取組みのひとつとして、優先信号（TPS）が挙

げられる。このシステムは信号機がバスの接近を

感知し、バスのスムーズな運行のために信号を青

に切り替えたり、青信号の時間を延長するもので

ある。TPSは 5 つのボロー全ての 11路線において

導入予定である。また、エド・コック・クイーン



ズ・ボロー・ブリッジのバス優先運行を改善し、

クイーンズとマンハッタンの移動をより早く効率

的なものとする。MTAと共同し、我々は SBSに導入

した機能を他の路線にも拡張し、バスシステムを

より早く、より使いやすく、利用者にとってより

信頼できるものとしていく。 

現在ニューヨーク市民はバスの現在地の情報をリ

アルタイムで得るために、路上で次のバスが来る

のを心配そうに目を凝らしている。MTAの最新のリ

アルタイムバス情報システム、MTAバスタイムは、

モバイルウエブのインターフェース、携帯電話の

文字メッセージ、又は路上の LCD表示によって、

バスの現在位置を利用者に提供する。MTA バスタイ

ムは現在、ブルックリンの B63 で利用可能であり、

今後スタテン島の全 31 路線においても導入される。 

戦略２  

地下鉄と通勤電車を改善し拡張する 

今日の、そして将来の需要増に応えるため、MTAは

現在 3 つの大規模プロジェクトに取り組んでいる。

いずれも過去 70年以上におけるニューヨーク地域

の交通における最大級の拡張プロジェクトである。 

マンハッタン・ウエストエンドのハドソンヤード

への 7号線延伸工事は順調に進んでおり、2013 年

の完成予定である。7,000フィートに及ぶ複線延伸

工事により、7 号線は現在の終点であるタイムズス

クエアから 41stストリートに沿って 11thアベニ

ューまで進み、そこから南に向かい 34thストリー

トに到達する。これによりクイーンズのフラッシ

ング駅とマンハッタンの最西端が結ばれることに

なる。市は起債発行によりこの拡張計画の資金調

達を行なっているが、再開発により地下鉄が整備

されることで、ウエストサイド地区の土地価格が

上昇することで税収増加が見込まれている。 

MTAは 2ndアベニュー・サブウエイの第 1フェーズ

の建設を進めている。完成すれば、Qラインは 2nd

アベニューに沿って 63rd ストリートと 96thスト

リートとの間を結ぶことになる。これによって創

出される新たな輸送能力は、最混雑区間であるレ

キシントン・アベニュー・ラインの混雑緩和に寄

与することになる。同路線は現在 1日 130万人の

乗客（ボストンとシカゴの全地下鉄路線の乗客数

合計よりも多い）を輸送している。第 1フェーズ

は 2016年の完成が予定されており、開業初日の乗

客数は 213,000人と想定されている。 

イーストサイド・アクセス・プロジェクトは、ロ

ング・アイランド鉄道（LIRR）を 2016 年までにグ

ランド・セントラル・ターミナルに接続するプロ

ジェクトである。これにより LIRRのマンハッタン

への輸送能力が増大し、クイーンズのジャマイカ

駅とペンステーション間の混雑を緩和することが

できる。また、クイーンズとロングアイランドの

住民はマンハッタンのイーストサイドに直接アク

セスすることができるようになる。完成時には、

イースト・サイド・アクセスは 1日約 160,000人

の乗客を輸送する見込みである。 

スタテン島ノースショアーなどの地域についても

調査を行なっている。この地域において交通網を

再編成・改善することにより、現在及び将来の住

民、事業者、ウォーターフロントのビジネスエリ

アへの訪問者の生活の質が劇的に改善される可能

性がある。ノースショアーは、ニューヨークエリ

アにおける最大の海事関連雇用の中心地のひとつ

である。短期的には東西を結ぶ主要道路の交差点

における問題に焦点を当て、早急に改善可能性の

分析を行う。また、MTAが実施している旧ノースシ

ョアー・ライトオブウェイ鉄道の代替交通手段の

分析と並行し、高架軌道の小規模な再配置につい

て調査を行い、将来の交通機関としての使用の支

援、海事ビジネスの振興、ウォーターフロントへ

のアクセス改善を図っていく。 

著しい人口増加と経済発展にも関わらず、この 1

世紀の間、ハドソン川には 1 本の鉄道トンネルも

建設されなかった。ハドソン川を越える鉄道輸送

能力の拡大は、この地域における経済発展と持続

可能性における最優先課題である。ペンステーシ

ョンが既に輸送能力の限界に達していること、ハ

ドソン川両岸において今後人口が増加することを

考慮すれば、我々は州政府や連邦政府と協力し、

ニューヨークとニュージャージー、2つの州を結ぶ

費用対効果の高い追加交通手段を特定するために

全力を尽くさなければならない。これは両州にと

っても、我が国にとっても極めて重要である。 

戦略３  



住宅地域におけるタクシーサービスを拡張

する 

タクシーとハイヤーサービスは、我々の公共交通

システムの重要な一部である。1日 120万人という

輸送人員は、MTA、ロサンゼルス・メトロ、シカ

ゴ・トランジット・オーソリティを除けば、国内

のどの交通機関よりも多い人員を輸送しているこ

とを意味している。タクシーとハイヤーは個人事

業者によって運行されているが、市が事業認可を

規制している。2007 年の調査によれば、イエロー

キャブ利用者の 66％はタクシーの存在により自家

用車不要の生活が可能になっていると回答してい

る。2009 年の調査では、マンハッタン北部、ブル

ックリン、ブロンクス、クイーンズの自家用車を

所有しない家庭の 97％において、調査前 1ヶ月以

内にタクシー又はハイヤーを利用したことがある

と回答している。タクシーとハイヤーには、これ

ほど重要な必要性があるのだ。 

しかし、ロワー・マンハッタンやマンハッタン中

心部を除けば、空港以外でイエローキャブを見つ

けることは困難である。タクシーの 94％がマンハ

ッタンで乗客を乗せている一方で、市民の 80％は

ブルックリン、クイーンズ、ブロンクス、スタテ

ン島に住んでいる。4つのボローとマンハッタン北

部におけるタクシー・ハイヤー需要は、現在、タ

クシーではなく電話により無線配車されるハイヤ

ーサービスが対応している。 

現在の市の規制では、路上で呼び止めた乗客をハ

イヤーに乗車させることは違法である。結果とし

て、ニューヨーク市民が路上でハイヤーを呼び止

める場合、無認可ハイヤーに乗るか、認可ハイヤ

ーではあるが認可条件に違反している車両に乗る

かの選択肢しかないのである。 

無認可、違法のハイヤーに乗車することは危険を

伴う。乗客は自分が呼び止め、乗車しようとする

ハイヤーが、認可事業者が適正な保険に加入して

運行している車両かどうか確認することができな

い。運賃もまちまちである。言い合いは日常茶飯

事である。先ごろ市が成立させた新たな規制によ

り無認可ハイヤーを識別しやすくなったにも関わ

らず、乗客は相変わらず無認可車両にそれと知ら

ず乗車している。 

我々はイエローキャブサービスをロワー・マンハ

ッタン及びマンハッタン中心部以外の住宅地域に

拡大する。現在十分なサービス提供が行われてい

ない地域において路上でタクシーを呼び止めるこ

とが可能となるように、ライセンスの追加発行を

行う。現在の需要に正確に適合するように規制を

見直すことで、ニューヨーク市民が自家用車を所

有せずに生活することを可能とする、より利用し

やすい選択肢を提供することができる。 

戦略４  

カーシェアリングを促進する 

ニューヨーク市の家庭における自家用車保有率は

54％に過ぎない。自家用車所有者は、頻繁には車

を使用しないが、買い物、家族訪問その他の余暇

に柔軟に対応できるという理由で、車を所有する

必要がある、又は所有していたいと考えている。

市内における自家用車保有コストは高額であり、

駐車場所を見つけることも困難である。 

自動車保有に伴う固定費の代替案を提供すること

は、経済面においても環境面においても合理的で

ある。カーシェアリングは、自動車の使用頻度が

低く、保険料、維持費、駐車料金といった自家用

車保有経費の負担を軽減したいと考える市民にと

っては、効果的かつ利便性の高い選択肢である。 

ニューヨーク市は既に、全国カーシェアメンバー

の 3 分の 1を占める国内最大のカーシェアリング

市場となっている。市内における自家用車使用実

態は不定期なものであり、市場は目覚しく拡大す

るだろう。 

2010年に行った建築規制の見直しで、市内各地の

路外駐車場・車庫にカーシェア車両を配置するこ

とが可能になったことが、カーシェアリング普及

拡大の後押しとなっている。我々は、更なるカー

シェアリング普及拡大の可能性として、市有車両

26,000 台に目を向けている。多くの市有車両は、

夜間、週末といったカーシェアリング需要の最も

高い時間帯には使用されない。市が自ら保有して

いる車両をカーシェアリングに切り替えることで、

複合的効果（市財政の縮減、貴重な駐車スペース

の一般への開放、そしてカーシェアリングの市民

利用の拡大）が期待できる。 



2010年に、我々はロワー・マンハッタンの市有車

両 50台を、民間のカーシェアリング企業であるジ

ップ・カーの車両に切り替えるパイロットプログ

ラムを開始した。引き続き更に多くの市有車両を

カーシェアリングに切り替えていくことが可能か、

評価を行なっていく。 

戦略５  

フェリーサービスを拡張し改善する 

フェリーは、マンハッタン、クイーンズ、ブルッ

クリン、スタテン島、そしてニュージャージーを

結び、1日 90,000人以上を輸送する我々の交通ネ

ットワークの重要な一部である。最も利用者の多

いスタテン島フェリーは、我が国最大の旅客専用

フェリーサービスである。 

我々は現在、スタテン島フェリーの総合的検証作

業の最終段階に来ている。乗客需要予測、利用者

の選好特性調査、既存船舶の状態調査、推進力ト

レードオフ効果、そして新しいデザインコンセプ

トなどである。こうした調査研究により、我々は、

老朽化したフェリー船隊の更新財源の確保を行う

ための適切な情報を得ることができる。これは市

内全域の全ての交通インフラの維持管理を強化し、

良好な状態に保つ政策の一環として行われている

ものである。 

持続可能な交通手段に対するニューヨーク市民の

選択肢を増やし、既存の交通手段では十分にサー

ビスが提供されていないウォーターフロント地区

に重要なアクセスを創出するため、我々はイース

トリバー沿いにおいてフェリーサービスの試験運

行を開始する。この地域は潜在的な需要の高い地

域である。ルートはクイーンズ・ウエスト、ブル

ックリンのグリーンポイント、南北ウィリアムズ

バーグ、フルトン・フェリー、そしてマンハッタ

ンのイースト 34thストリートとウォール・ストリ

ートのピア 11である。試行の一環として、このル

ートは民間事業者によって運行される。同サービ

スについては、通勤利用と余暇利用の一体化、バ

スや自転車などの内陸輸送との接続性などについ

ても評価を行う。更にイーストリバーと市内の他

の地域におけるフェリーサービスの長期的な実現

可能性についても評価を行う。 

戦略６  

自転車の安全性と利便性を向上させる 

10年以上にわたり、我々は市内全域に緑道、自転

車レーン、自転車ルート標識などを建設・整備し

てきた。2000年以降、自転車通勤は 3倍以上に増

加している。こうした成果は、単に急速に増加し

ている自転車愛好家を取り込んだだけでなく、道

路が、ドライバー、歩行者、交通機関利用者、そ

して自転車利用者等全ての利用者にとってより安

全になったことが寄与している。自動車から分離

された自転車レーンが導入されたことで、自転車

だけでなく全ての道路利用者の衝突事故による負

傷件数は 40％減少し、特定の場所では事故の減少

率はより顕著なものとなっている。ニューヨーク

市民を更に自転車という代替交通手段に誘導する

ためには、自転車道ネットワークの拡張、駐輪場

整備、市民の啓蒙を継続し、更に自転車シェアプ

ログラムを実施することが必要である。達成すべ

き目標は、自転車通勤を 2007 年のレベルから、

2012年までに 2倍、2017 年には 3倍に引き上げる

ことである。 

既に世界の各都市、パリ、ロンドン、ワシントン

DCなどでは、住民や観光客が簡単に自転車にアク

セスできる環境を提供し交通手段の選択肢を拡大

する仕組み、自転車シェアリングプログラムを創

設している。自転車シェアリングにより、利用者

は低廉な利用料で自転車スタンド（キオスク）で

自転車を借りることができる。パリ市が自転車シ

ェアリングプログラムを導入した際には、自転車

の利用は 1年間で 4倍に増加した。自転車シェア

リングにより、ニューヨーク市民と旅行者は、短

時間の利用であればごく僅かな料金で、30分以内

であれば無料で自転車を使用することができるよ

うになる。我々は第三者機関の運営者と共同で、

ニューヨーク市内に強固な自転車シェアプログラ

ムを創設する。 

戦略７  

歩行者のアクセスと安全性を向上させる 

大部分のニューヨーク市民は、1日のうちのどこか

で歩行者となる。学校、街角の店、地下鉄など、

どこかしらまで歩いて行く。安全でアクセスの容



易な歩行空間は、持続可能な交通システムの基礎

的要素である。 

この 4年間、我々は交通事故死者数の削減と、歩

行者の安全性改善において著しい成果を挙げてき

た。実際に 2009年の交通事故死者は、2001年から

35％低下し、ニューヨーク市において過去最も歩

行者の安全が達成された年となった。しかし、こ

のような大きな前進にも関わらず、2005年から

2009年にかけて、交通事故死者数の半数以上を未

だに歩行者が占めている。歩行者の安全性を高め

るため、我々は市内の 1,500 交差点にカウントダ

ウン信号機を設置する。この信号機は、赤信号の

点滅が完全に赤に変わるまでの残り秒数をカウン

トダウン数字で表示するもので、道路を横断する

歩行者の安全性向上に寄与するものである。また、

駐車場に進入する車両と歩行者の接触を減少させ

るため、歩行者の多い地区における公共駐車場に

新たなガイドラインを導入する。 

2007年、我々は市内全域の一連の場所をターゲッ

トとし、歩道の混雑を緩和し、歩行者の負担を軽

減する取組みを行った。これらの場所は、地下鉄

駅と学校の周辺、そして地下鉄地上駅高架下のバ

ス停である。我々は、「高架下バス停プロジェク

ト」をさらに 9カ所において実施し、高架下バス

停に特有の安全性と視認性の問題に取り組んで行

く。更に通学児童がより安全に学校まで歩いて行

けるように、32箇所で安全通学路プロジェクトを

実施する。安全通学路プロジェクトは、安全パト

ロール、自動車速度の抑制、横断歩道と歩道の改

善を促進するものである。 

最後に、我々はこうした先進的な安全への取組み

を補完するため、ニューヨーク市が歩行者にとっ

てより利用しやすい街となるための改善策を講じ

ていく。最もニューヨークに精通した市民でさえ

も、道に迷うことがある。馴染みのない地域では

尚更である。最近の調査では、9％の市民（そして

27％の旅行者）が、調査前 1 週間以内に道に迷っ

たことがあると回答している。我々は地域社会と

共同し、地元市民と旅行者が共に市内全域に簡単

にアクセスすることができるように、標準化され

たニューヨーク歩行者案内システムをデザインす

る。 

道路、橋、空港の混雑を緩和する 

交通混雑は、我々の地域経済に年間 130億ドル以

上の損失を与え、同時に大気汚染をもたらしてい

る。コストは全てのニューヨーク市民にとって通

勤時間の増大と配送品の遅れとなって影響を与え

る。空港は国内有数の利用者数を誇るが、同時に

最も混雑する空港でもあり、企業と消費者のコス

トを増加させている。 

人口が引き続き増加するなか、我々は需要を管理

し、道路、橋、空港をより効率的に運営するため

の対策を講じなければならない。需要管理により、

限られた輸送能力をより効率的に利用することが

できる。価格設定（プライシング）や高度な交通

システム技術を用い、ドライバーを最も混雑する

時間帯からシフトさせることで、物理的に制約さ

れた交通インフラをより効率的に管理することが

可能となる。駐車料金の設定は、ドライバーの運

転パターンを変化させ、限りのあるスペースの利

用を最適化するためのもうひとつの選択肢となる。 

戦略８  

先端技術と価格設定メカニズムの試行によ

り交通混雑を緩和する 

過密都市ニューヨークにおいて、道路網の拡大に

は明確な物理的制約がある。我々は、現在あるイ

ンフラを効率的、効果的に活用する道を見出さな

ければならない。世界中の都市の事例に示される

ように、輸送力に制約のある交通システムの効率

化を促進する、最も有効な手段のひとつが、プラ

イシング戦略である。 

小売店の立ち並ぶ通りで渋滞を引き起こす主要な

原因のひとつは、路上駐車スペースを求めて道路

を巡回する車両の存在や、時として駐車スペース

を見つけられずに行われる二重駐車である。この

問題に対処するため、我々はパーク・スマートと

いうプログラムを開始した。これは、ピーク需要

時に駐車場料金を高く設定することで、駐車場の

回転率を高めるものである。グリニッジ・ビレッ

ジ、アッパー・イースト・サイド、パーク・スロ

ープの 3箇所において、パーク・スマートは短時

間の駐車を促進し、より多くのドライバーに駐車

場利用を可能にする。我々はこのプログラムを新

たに 3箇所で導入し、更にカーブサイド（路肩）

での荷捌きに革新的な戦略を組み合わる。これら



により、限られた路肩を最大限に活用しながら、

プログラムをさらに効果的なものとする。 

この 4年間、市は 11,500 箇所の 1台分のスペース

用のパーキングメーターを、2,986箇所の複数車両

用スペースのミュニ・メーター（Muni-Meter）に

集約・更新してきた。新たに設置されたメーター

は、デビットカードやクレジットカードに対応し、

歩道空間の拡大にも寄与している。市内全域にお

いて更に 51,800機の既存の 1 台用メーターを撤去

し、4,500機のミュニ・メーターに切り替えること

で、より多くの地域でドライバーの利便性と歩行

者の快適性を拡大する。 

我々は引き続き、革新的なインテリジェント・ト

ランスポーテーション・システム（ITS）技術の利

用を推進していく。市内の主要な場所において信

号機のタイミングを調整し、混雑を緩和すること

で、既存の道路ネットワークの安全性と機能を高

めていく。ITS は道路状況のリアルタイム情報を利

用し、信号機の運用の最適化を可能とする。 

戦略９  

住宅地域の需給バランスに適合するように

駐車規制を修正する 

新規の住宅や商業ビルを開発する際に設置しなけ

ればならない、又は設置することができる路外駐

車場の総量は建築規制により決定される。自動車

社会の到来以前に成熟した他の都市と同様、ニュ

ーヨークの大部分は地下鉄と路面電車を中心に発

展してきた。自動車は街づくりの中心ではなかっ

たのである。実際に 1938 年まで、ニューヨーク市

では住居ビルへの駐車場設置が禁止されていた。

住宅への路外駐車場設置義務は 1950年に初めて施

行された。そのため、多くの住宅は居住者の駐車

スペースに配慮することなく建設されている。 

駐車場設置義務の設定には、駐車場需要と自動車

保有・使用の効率性のバランスを取ることが必要

である。一方で従来の建築規制は、自動車所有を

求める世帯の要望に対応できるだけの駐車スペー

スの供給を促進するものである。ニューヨークの

ように過密な都市において、過剰な駐車スペース

の設置を求めることは、自家用車の運転を増加さ

せ促進し、道路混雑を引き起こし、更には新規開

発に不要なコスト上昇をもたらすものである。過

密度合いと輸送能力が都市によって異なるように、

駐車場のバランスもそれぞれの地域に合わせたも

のでなければならない。全てに等しく当てはまる

基準などはないのである。 

マンハッタン地区の開発の多くにおいては、住民

に駐車場を提供する必要はない。地上への新規駐

車場建設は殆どの場合禁止されていて、公共駐車

場にも特別な許可が必要である。1995 年、我々は

マンハッタン・コアと呼ばれる地区のこうした規

制をロングアイランドなど他の地域に拡大した。 

我々はマンハッタン・コアにおける現在の駐車動

向調査をまとめ、駐車場規制の修正に着手する。

また、マンハッタン・コア以外の地域についても

調査を行い、どのように規制を修正すれば住民、

ビジネス、労働者、観光客のニーズにより適合し

たものとなるか方向性を絞り込んでいく。調査結

果は、将来の駐車場とカーブサイド（路肩の駐車

帯）の管理政策の指針として役立てられる。「住

宅と住宅地域」の章で述べたとおり、現在の附置

義務駐車場の最低基準の適正価格住宅への適用が、

一部のカテゴリーの住宅においては不必要な建設

コストの増加となっていないか調査を行い、適切

な規制に改正するための判断材料とする。 

戦略１０  

市内道路におけるトラック混雑を緩和する 

住民や事業者は、食糧、衣料、その他の生活や事

業活動で使用するほぼすべての物資を貨物運送に

依存している。2004 年の 1年間にニューヨーク市

内に搬入され、又は通過した貨物は 4億 3,400万

トン以上に達している。このうちの約 90％がトラ

ック輸送である。交通混雑と輸送能力の限界は、

市内のトラック輸送貨物に遅配とコスト上昇をも

たらしている。貨物輸送の混雑は、市内を移動す

るすべての人々の交通混雑に拍車をかけている。

2030年には市内の貨物量は 85％増加すると予測さ

れ、ニューヨークの貨物の流れを効率的に管理す

るということは、今後ますます困難なものとなる

だろう。 

マンハッタンの中心部商業地区（CBD）への貨物配

送は、ビジネスサプライ維持において極めて需要



である。しかし日中の配送トラックは道路混雑に

拍車をかけ、結果として配送の遅れをもたらして

いる。最近の試行では、マンハッタン・ミッドタ

ウンの事業者が自主的に配送をオフ・ピーク時間

ににシフト（7:00PM から 6:00AM）したところ、ト

ラックの混雑は減少し、劇的な生産性の向上をも

たらした。我々は、オフ・ピーク配送に関心を持

つ事業者、配送業者と共同で、このプログラムの

拡大を検討していく。また、荷捌き需要の高い地

区に有料駐車帯を設置し路肩の荷捌きスポットの

回転率を高め、さらに事業者にオフ・ピーク配送

を奨励していく。 

スタテン島ハウランド・フックのニューヨーク・

コンテナ・ターミナル（NYCT）はニューヨーク・

ニュージャージー港で荷役される 300万個のコン

テナの 10％を取り扱っている。ターミナルへのト

ラックのアクセスを改善し、周辺道路への影響を

減少させることは極めて重要である。我々はポー

ト・オーソリティと共同し、フォレスト・アベニ

ューとスタテン島高速道の交差点のボトルネック

を解消し、NYCTとゴーサルズ橋を直結させる。 

戦略１１  

物流を改善する 

ニューヨーク市は、物流の改善に向けて幾つかの

取組みを開始している。トラックは我々が求め、

必要とする物を運び、日常の生活と繁栄に欠くこ

とができないが、その一方で騒音と大気汚染をも

たらす。我々は貨物輸送の経済的、物流的な重要

性を認識しつつ、同時にマイナス面の影響を抑え

ていく方法を追求しなければならない。道路混雑

緩和の具体的解決策として考えられるのが、トラ

ック輸送から鉄道輸送・はしけ輸送へのシフト、

そしてウォーターフロントにおける貨物取扱能力

の強化である。 

ニューヨーク市は地域内の様々なプログラムにお

いて積極的な役割を果たしているが、そうした取

組は市内の物流改善にも影響を与えている。例え

ば、ポート・オーソリティは現在包括的な地域内

貨物輸送長期計画の策定を進めているが、この計

画は今後 30 年間のニューヨーク・ニュージャージ

ー大都市圏の物流改善実行プランに反映されるこ

ととなっている。市は引き続きこうした取組に参

加し、管轄区域で発生する全ての課題に的確に対

応していく。 

2009年のポート・オーソリティの調査では、ポー

ト・オーソリティの管理する橋・トンネルを通過

して市内に流入するトラックの 25％が、様々な仕

出し地から配送される食料を運搬している。その

多くはブロンクスにある合衆国最大の食料配送セ

ンター、ハンツ・ポイント・フード・ディストリ

ビューション・センター（FDC）を経由している。

FDCは 115以上の事業者により構成され、年間売上

額は 30億ドルを超え、10,000人の雇用を生み出し

ている。我々は現在、連邦政府補助金で行われて

いるシェリダン高速道路調査の一貫として、この

地区の交通需要の再評価を行なっている。調査は

様々な代替交通手段を含んだ検討を行なっており、

選択肢としては高速道路の撤去や幹線道路の機能

強化も含まれている。全ての選択肢を評価したう

えで、引き続き FDCが確実にニューヨーク市の食

料流通センターとして不可欠な機能を果たしてい

けるよう全力で取り組んでいく。 

食料関連流通の効率化を推進し、交通混雑への影

響を軽減し、住民がより自由に食料品を手にする

ことができるようにしなければならない。しかし

その前に、ニューヨーク市民が何を食べ、それが

どこから来るのか、どのように市内に運び込まれ

るのか、そして最終的にどこに配送されるのかを

正確に知る必要がある。 

我々は市議会と共に、地域レベルにおける食料品

配送調査をスタートさせ、更に市内に運び込まれ

る食料の流れを詳細に調査する。同時に、地域で

生産される食料品の配送と消費の拡大に対し物流

上障害となっているものがないか、それには行政

が介入できるのか、といった評価を実施する。 

また、市内に搬入される貨物をトラック輸送から

鉄道輸送にシフトするため、鉄道輸送能力の増強

を行う。FDC内のハンツ・ポイント・ターミナル農

産品市場では、移入貨物のトラック輸送を補完す

る貨物列車利用の拡大が可能である。農産品市場

で取り扱う貨物の 60％が市内で消費され、22％の

貨物が他の地域で消費される。毎日約 3,800 台の

トラックが市場に出入りしているが、更に多くの

トラックが近郊企業の輸送業務を行なっている。

こうした事業も重要な雇用を担っている事業集団



である。しかし我々は移入貨物列車のスペースを

最大化するための努力を行っていく。現在、施設

の再配置が協議中である。 

鉄道による市内の各地への貨物配送の可能性を拡

大するため、そして市内から搬出する貨物の輸送

手段の選択肢を拡大するため、より多くの鉄道輸

送拠点が必要である。この課題に取り組むため、

スタテン島アーリントン操車場における鉄道利用

を中心とした開発計画に民間資金を導入する。は

また、ポート・オーソリティ及びニューヨーク・

ニュージャージー鉄道と共同し、ブルックリン

51st ストリートと 65th ストリートの間の操車場に、

海上貨物の鉄道輸送ハブの設計、建設、運営、維

持を行う第三者事業者を誘致する。操車場内では

貨物鉄道施設と車両はしけ輸送ドック（鉄道車両

をそのままはしけに乗せて輸送する）が隣接して

いる。これは、ロングアイランド、ブルックリン、

クイーンズの鉄道貨物を、米国他地域への玄関口

であるニュージャージーに結びつける最短の海上

ルートである。 

ブルックリン、クイーンズ、そしてハドソン川西

岸の各地点を結ぶ貨物輸送もまた、我々の経済に

とって極めて重要である。それにもかかわらず、

多くの輸送ルート、特に鉄道貨物には制約がある。

ポート・オーソリティはクロス・ハーバー貨物輸

送プログラムの環境影響報告書の作成に取り組ん

でいるが、これはニュージャージーと市内各地の

貨物輸送ルートを拡大するための政策及びインフ

ラの代替案を評価するものである。評価対象には

海底を横断する鉄道トンネル又はトラックトンネ

ルも含まれている。市はこの課題にも引き続き関

与して行く。 

我々はまた、サウス・ブルックリン・マリン・タ

ーミナルにおける鉄道貨物と海上貨物を増加させ

る。市は 9,000万ドル以上の投資と民間からの

6,000万ドルの投資を合わせ、施設を良好な状態に

修復する。これにより 300人の雇用が創出され、

自動車、建設資材、加工前金属、ガラス原料、プ

ラスティック原料が船舶、はしけにより施設に移

出入されることになる。海上輸送はトラック輸送

に比較して 6分の 1の燃料消費効率であり、荷主

にとってコスト削減効果がある。 

一方、トラック輸送は市内への物資搬入において

圧倒的に主要な役割を果たしている。我々は州政

府、その他の地方行政機関と共同し、5つのボロー

を結ぶ幹線高速道の運営改善、インフラ改善を行

い、トラック輸送道路の安全性と効率性を管理し

ていく。更に地方行政機関と手を携え、大都市エ

リアにおけるトラックの認可、規制、ルート戦略

の調整を図っていく。 

戦略１２  

国内・海外への玄関口としての機能を強化

する 

ニューヨークのようなダイナミックな都市の価値

は、他の地域とどれだけ結ばれているかによって

決定される。アクセスの重要性はますます高まっ

ている。商業と観光の中心としての我々の未来だ

けでなく、我々の生活様式そのものが、人と物資

を国内外各地の目的地との間でどれだけ迅速に動

かすことができるか、という点にかかっている。

我々は市内に多数存在する交通インフラに対する

直接的な責任を負うが、同時に他の政府機関や民

間事業者が所有する交通施設やサービスであって

も、それが我々とビジネスの場を結びつけるもの

であれば重大な関心を持たなければならない。ニ

ューヨークにおいて飛行機や長距離列車から降り

立った乗客が、その空港や駅がワールドクラスの

都市に相応しいものだと感じることができるその

日まで、我々は満足してはならない。 

ニューヨーク市は、全米で最も将来有望な高速旅

客鉄道線、ノースイースト・コリドー（北東回廊

鉄道）のほぼ中心に位置している。新鉄道につい

ての連邦政府の構想は、大西洋沿岸各州とアムト

ラックを巻き込むものである。更に、ニューヨー

ク州はこれまで、州北部の主要都市であるシラキ

ュースやバッファローとニューヨーク市を結ぶ重

要な鉄道路線、エンパイア・コリドーの改良に強

力に取り組んでいる。我々は、これらの重要なプ

ロジェクトを支持し、連邦議員や州議員と共同し、

計画の最大化、そして我々の地域に投入される建

設資金の最大化を図っていく。同時に、我々は引

き続きアムトラック、他州政府、連邦政府機関と

共同で、市内の長距離旅客鉄道施設の改良に取り

組んで行く。 



ニューヨーク市の旅客を支える 3空港、ジョン・

F・ケネディ国際空港（JFK）、ラガーディア空港

（LGA）、そしてニューアーク・リバティ国際空港

（EWR）は、国内で最も利用者が多く、最も混雑し

た空港である。2010 年には、3空港合計で 1億 400

万人の旅客、230万トンの貨物を輸送し、国内一位

の座を占めているが、定時性においては最低レベ

ルランクに甘んじている。ニューヨーク地域の空

港は国際的な玄関口であると同時に、国内ハブで

もある。ここでの遅延は国全体のシステムに波及

し、全米に影響を及ぼす。 

遅延を減少させ、空域容量を拡大するため、市は

連邦航空局（FAA）と航空産業に対し、次世代

（NextGen）航空管制テクノロジーの導入を働きか

けている。これは、従来のレーダー方式を、衛星

を利用したシムテムに転換するものである。 

JFK には航空貨物用の最新物流施設が不足している。

JFKはニューヨーク地域の航空貨物の 57％を扱っ

ているが、航空貨物産業の成長は重大な困難に直

面している。2009年の JFKにおける航空貨物の取

扱量は、2008年に比べ 21％減少した。一方で上位

50空港平均の減少率は 10％にとどまっている。こ

うした減少傾向は地域経済に損失をもたらしてい

る。国内の主要な物流センターと航空会社が、よ

り混雑が少なくコストの安い地域に拠点をシフト

したのである。 

我々はポート・オーソリティと共同で、JFKの航空

貨物産業に関する包括的な調査を開始する。調査

により貨物マーケットの現状とトレンドを定量化

し、JFKで事業を行う場合の収支を明らかにし、イ

ンフラへの投資と開発プログラムのチャンスを明

確にする。輸出入事業者がニューヨークを拠点と

することで、世界市場への競争力のあるアクセス

を得ることができることを明確にする。 

JFKの競争力強化のためには、空港の荷捌きエリア

へのトラックアクセスの改善が重要である。現在

まで、JFKに出入する車両の混雑軽減に対しては、

いくつかの短期的な改善策が明らかにされている。

その中のひとつが、ヴァン・ウィック高速道路に

代えてクロス・アイランド高速道路を非商業車用

道路とし、ヴァン・ウィック高速道路には 53フィ

ートトレーラーの通行を許可することで JFK への

アクセスを改善させるというものである。また、

商業車にはさらに南からの JFKへのアクセスルー

トも確保する。我々はこうした提案を推進しなが

ら、ポート・オーソリティや業界と共同し長期的

解決策を検討していく。 

道路と交通システムの物理的状態を維持

管理し改良する 

我々は長期間にわたり、老朽化し脆弱となった交

通ネットワークの状態を改善するための努力を続

けている。しかし未だに道路、地下鉄、鉄道ネッ

トワークは「良好に修復」されてはいない。さら

に将来予測される資金不足はより困難な問題であ

る。既存の交通ネットワークの信頼性と質を確か

なものとするため、細心の注意を払い維持管理に

努めなければならない。 

戦略１３  

公共交通ネットワークの維持管理と改良の

ための財源を確保する 

乗客の負担は増しているとはいえ、一人ひとりが

回転式改札口で支払う運賃収入は MTAにとって十

分なものではない。2011年の MTA予算に占める運

賃収入は 41％にとどまっている。信頼できる強固

な交通サービスに頼らなければならない都市ニュ

ーヨークにおいて、慢性的に不安定な税源は市の

交通サービスを著しく脆弱なものとしている。 

MTAの地下鉄、バス、郊外通勤電車は、市内と近郊

地域において毎日 850万人の人員を輸送し、交通

混雑の軽減と、二酸化炭素排出量の少ないニュー

ヨーク市民の生活の基礎をなしている。交通サー

ビスの削減はニューヨーク市民の今日に大きな影

響を与え、将来世代が必要とするサービスの維持

拡大を危うくする。MTAは 2011年からの設備投資

計画を継続するため、重要な資金調達を行ってい

る。我々は MTA、州政府、そして通勤電車に依存す

る地域の行政体と共同し、大都市圏における交通

システムの運営、維持管理、拡張のための安定的

な資金調達方法を特定するための努力を続けてい

く。 

戦略１４  

道路と橋を維持管理し改良する 



道路や橋の維持補修を怠ることが結果的にコスト

高となることは、過去の経験が示している。それ

にもかかわらず、今日の景気後退により市の投資

的予算は著しい削減を余儀なくされている。連邦

政府の景気刺激策により、2億 6,730万ドルの短期

的応急的資金調達が可能となっているが、交通シ

ステムの維持管理のための長期的資金調達方法を

確保することは引き続き大きな課題として残って

いる。 

我々は道路と橋の信頼性維持のため積極的な努力

を続けている。現在、72％の道路において舗装状

態は良好である。橋の維持管理においても、継続

的な努力により市の所有する 787の橋は、4つを除

き「極めて良好」、「良好」、「適正」な状態に

保たれている。4つの橋のうち 3 つについては、不

具合の修復工事中又は将来の補修予定がある。 

道路の状態悪化のひとつの要因は、地下作業に伴

う道路表面開削が頻繁に行われることである。効

率性改善のため、我々は州に対し道路工事におい

て共同入札を認める立法を要請する。現在、電

気・ガス・水道等の事業者は公共セクターの道路

補修契約とは別に工事を請け負わなければない。

この分割方式が、工事の長期化、同一道路におい

て繰り返される掘削工事、そして交通混雑を招い

ている。共同入札は、効率性を高め、道路工事の

時間を削減し、道路利用の再開を早める。 

結論 

強固で信頼性のある交通システムを維持し、改善

していくことは、ニューヨーク市における生活の

質を高め、経済成長の基礎となるものであり、極

めて重要である。 

財政的に制約のある今日、我々は引き続き知恵を

絞りながら投資先の選択と能動的なインフラの管

理を行なっていかなければならない。ニューヨー

ク市民に多くの移動選択肢をもたらすプログラム

に絞り込んだ支出を行ない、資産を最大限に活用

していかなければならない。過去 4年間の成功を

もとに、更に取組みを積み重ねていかなければな

らない。この間、我々は革新的な手法により建設、

管理を推進し、交通機関、歩行者、自転車の輸送

量を増加させてきた。更に、プライシング、最新

技術、より使いやすいタクシ・ハイヤーなど、交

通システム全体の機能を改善するための創造的な

手段を求め続けていかなければならない。最後に、

我々は機能強化と維持管理の財源を確保するため

の努力を続け、交通システムの物理的な状態を良

好に保ち続けていかなければならない。 

----------------------------------------------------- 

ケーススタディ（事例）P. 92 

セレクトバスの乗客 

二つのバス高速輸送路線―ブロンクスのフォーダ

ム通りを運行する Bx12SBSと、マンハッタンの 1st

アべニューと 2nd アベニューを運行する M15SBS―

は、かつて市内で最も運行速度の遅い路線に数え

られていたが、今日では乗客を迅速に輸送してい

る。 

SBSバスは、乗客が乗車前に運賃の支払いを行うこ

とで、既存の路線バスや快速バスよりも早く運行

することが可能となっている。また、専用レーン

により混雑を回避し、バスの接近を感知するスマ

ート交通信号により、青信号の延長や切り替えを

行う。バスが到着すると、乗客は 3つの異なるド

アから一斉に乗降でき、各バス停での停車時間が

削減される。 

乗客のひとり、Jose R. Mejia にとって、SBS はブ

ロンクスでの移動を劇的に改善させた。毎週末、

彼は家族を訪問するためサザン通りからセグウィ

ック通りまでバスで移動する。SBS以前は 1時間近

くかかったものが、現在では 30分から 40分に短

縮した。 

Joseは言う「SBS は必要だ。市は、市民が市内を

より効率的に移動できるようにしなければならな

い。効率的な施設は何でも歓迎だ」まさに SBSは

それを実現した。2013年までに、セレクトバスサ

ービスは 5つのボローすべてで導入される。 

マンハッタンの住民 A. Scott Falk は SBSで頻繁

に外出する。「2ndと 3rdアベニューに住んでいる

ので、アップタウンに行くには 3rdアベニューを

幾つも走っている路線に乗るのが普通だが、SBSが

快適なのでできるだけ 1stアベニューまで行って

バスに乗るようにしている」 



SBS路線はマンハッタンの 34th ストリート、スタ

テン島のハイラン通り、ブルックリンのノストラ

ンド通りで続々と開設される。SBSは移動時間を短

縮し、バスでの移動をより快適にする。バスはニ

ューヨーク市民にとってより望ましい選択肢とな

る。 

ケーススタディ（事例）P. 95 

イギリス、ロンドンのバークレイ・サーク

ルにおける自転車シェアリング 

世界の 100以上の都市と同様、ロンドンは自転車

シェアリング・プログラムを短時間の移動手段の

選択肢として提供している。自転車シェアリン

グ・プログラムでは、市内全域に設置された自転

車ラック（Kiosk）で自転車の貸出と返却が可能で

ある。Kioskは街角、公園、駅、会社の前、店先、

などに設置されている。利用者は、低廉な年間使

用料または一時使用料を支払うことで、1日 30 分

の使用が可能となる。30分を超過した場合は僅か

な超過料金を支払うだけである。自転車は 24時間

貸し出し可能であり、特に夜間など電車の運行頻

度の低い時間帯に役立っている。 

ロンドンの自転車シェアリングプログラム、「バ

ークレイ・サイクル・ハイヤー」では、400箇所で

6,000台の自転車が利用可能である。自転車はイン

ナーロンドン各地で数ブロックごとに設置されて

おり、2012年のロンドン・オリンピックまでには

プログラムは東部にも拡張され、自転車台数は

8,000台に達する。ロンドンプログラムと自転車ス

ーパーハイウエーは、バークレー銀行の出資によ

り行われ、今後 5 年間の出資額は 4,040万ドル

（2,500万ポンド）と見積もられている。 

バークレー・サイクル・ハイヤーの年会費は 73ド

ル（45ポンド）である。旅行者又は短期間の利用

を希望する場合は、24 時間で 1.6 ドル（1 ポンド）

又は 8ドル（5 ポンド）の 7日パスを選択すること

ができる。2010年 7 月のプログラム開始以降、

95％が短時間利用者による 30 分以内の利用であっ

た。プログラム開始当初の 3 ヶ月間で 150 万人の

利用を達成し、ロンドンの自転車シェアリングは

大成功を収めた。盗難された自転車は僅か 12台で

あった。 

自転車シェアリングは移動を容易にし、駐輪スペ

ースを探す時間を不要にした。利用者は自転車を

借りた場所と別の場所の Kioskで返却することが

できる。ロンドン同様、ニューヨークも過密で複

数の交通手段の存在する都市である。市民も旅行

者も、二輪車を使って市内を動きまわることのメ

リットは大きい。2012年までに、ニューヨーク市

民はメトロカード 1か月分のコストよりも安い年

会費で自転車シェアリングを手に入れることがで

きるようになるだろう。 

ケーススタディ（事例）P. 96 

ルーズベルト島 

イーストリバーのマンハッタンとクイーンズの中

間に浮かぶ島、ルーズベルト島は長い間交通革新

の実験室であった。1969年、ルーズベルト島交通

マスタープランは島を自動車禁止地区とすること

を提案した。延長 2マイルの島は、現在自動車禁

止とはなってはいないが、ルーズベルト島オペレ

ーティング・コーポレーション（RIOC）は革新プ

ランの精神を引き継ぎ、持続可能な交通を実現す

るための様々な取組みを行なっている。 

この島の最も象徴的な交通手段は、マンハッタン

と同島を結ぶ空中トラムウエイである。年間約 200

万人がトラムを利用してる。このクリーンで効率

的なケーブル駆動の交通機関の利用者は壮大なパ

ノラマを楽しむことができる。また、島の周囲を

巡る自転車道からは市内で有数のウォーターフロ

ントの風景を眺めることができ、自転車シェアリ

ング計画を推進する構想もある。 

トラムウェイの維持管理に加え RIOCは、ハイブリ

ッド電気バスの運行についてニューヨーク・ステ

ート・エナジー・アンド・リサーチ・ディベロッ

プメント・オーソリティ（NYSERDA）、ニューヨー

ク・パワー・オーソリティ（NYPA）との提携に成

功した。3者はこのプログラム実施にあたり、電気

自動車充電ステーションとスマートパーキングの

技術を導入した。現在、島内を巡回するバスは、

全車両が超低硫黄燃料使用のハイブリッド電気バ

スとなっている。超低硫黄燃料の使用は（硫黄酸

化物だけでなく）、危険な粒子状物質を 90％、窒

素酸化物を 40％、温室効果ガスを 30％削減する。 



電気自動車の使用を促進するため、RIOCは集中駐

車施設に充電ステーションの整備を行なっている。

このプロジェクトにより、電気自動車にとって不

可欠なインフラが建設されることになる。電気自

動車は従来型の自動車による排気ガスの削減に寄

与するものである。 

RIOCは限りある路上駐車スペースの管理を改善す

るため、スマートパーキング技術についての実験

を行っている。道路に埋め込まれたセンサーが道

路標識やモバイルアプリケーションに直接駐車情

報を配信する。ドライバーは駐車場所を探して動

きまわることなく、利用可能なスペースまで誘導

される。ドライバーが駐車スペースを探すことに

費やす時間を削減することで、RIOC は道路混雑の

解消と大気汚染の改善を実現しようとしている。 

こうしたアイデアを実現することで、ルーズベル

ト島は交通革新の実験室という伝統を引き継いで

いく。 
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Solid Waste（廃棄物） 

埋立処分場から 75%の廃棄物を      

転換（削減）する 

家庭、職場、道路、そして建設現場から毎年 1,400

万トン以上の廃棄物と再生可能物が発生している。

これらの全てを 5 つのボローから収集するために、

2,000台以上の市有車両と 4,000台以上の民間トラ

ックが使用されている。これらのトラックは廃棄

物を満載すると、リサイクル施設または積替施設

に行き、そこでひっくり返されるようにして空に

される。積替施設で資材は、処理または廃棄のた

め、長距離トラック、はしけ、鉄道車両に載せ替

えられる。こうした複雑な仕組みは、我々の環境、

コミュニティ、経済に極めて大きな影響を与えて

いる。 

我々の推計によれば、市内の廃棄物システム全体

から排出される温室効果ガスは年間 166万トンで

あり、市が排出する温室効果ガスの 3%を占めてい

る。市が成長を続けるなか、我々は気候変動によ

り課せられた課題に対応するため、廃棄物の総量

を削減し、廃棄物がもたらす様々な影響を軽減し

ていかなければならない。 

ニューヨーク市の廃棄物管理は劇的な進展を遂げ

ている。1930年代まで、廃棄物は単純に海洋投棄

されるか、道路に投げ捨てられていた。廃棄物の

散乱した道路と、そこから引き起こされる住民の

健康被害への懸念という一向に解決しない問題に

対し、市は 1881年に道路清掃局―現在の清掃局

（Department of Sanitation）の前身―を設置し

組織的に廃棄物収集を始めた。 

1980年代を通じ、我々は何千というアパートメン

トビルのネットワークと、市営焼却炉、そして 89

箇所の市有埋立処分場に廃棄物の処理を依存して

いた。スタテン島のフレッシュキルズ埋立処分場

は一時期、世界最大の埋立処分場であった。焼却

と埋立に対する反対が増すなか、新たな規制は多

くの施設に機能強化を要求し、もしくは廃止に追

い込んだ。1990 年代半ばまでに焼却炉は閉鎖され、

市はリサイクルを義務化した。唯一、フレッシュ

キルズ埋立処分場だけが存続した。1990年代の終

わりには、家庭、非営利団体、政府機関、公園、

道のゴミ箱から発生する全ての廃棄物が市により

収集され、大半が市の運営する船舶中継ネットワ

ークを通じ、はしけでフレッシュキルズに運び込

まれた。1990年代始めまでは、民間運搬業者のほ

とんどが事業系廃棄物をフレッシュキルズに廃棄

していた。当時、埋立地における廃棄物処理手数

料は値上がりを続け、市内のいたる所に民間積替

施設が乱立した。2001年、市はフレッシュキルズ

を閉鎖し、市内で収集された廃棄物をブロンクス、

クイーンズ、ブルックリンの一握りの住宅地域に

整備された民間積替施設に運搬し始めた。 

より公平なシステムを創設するため、我々は市議

会、環境団体、コミュニティグループと協力し、

2006年に新たな廃棄物管理プラン（SWMP）を作成

した。計画は「ボローの公平」への戦略的道筋を

描くものであった。ボローの公平とは、ひとつの

ボローで市が収集した廃棄物を、廃棄目的で他の

ボローに移送しないこと、また、全てのボローが

それぞれ固有の家庭系廃棄物用積替施設を建設す

ることで、廃棄物システムが過度に負担の課せら

れた住宅地域に与えている影響を最小化するもの

である。 

SWMPはまた、鉄道とはしけによる廃棄物の市外への

輸送（移出）を最大化することにより、交通混雑、騒

音、大気汚染を緩和する。プログラムが完全に実行さ

れた場合、市の廃棄物収集トラックの走行距離を 300

万マイル近く、民間長距離トラックの市内走行距離を

280万マイル、市外長距離トラックの走行距離を

5,500万マイル削減する。推計によれば、輸送モード

のシフトは温室効果ガスを 38,000トン削減する効果

がある。 

SWMPは事業系廃棄物の収集と搬出がもたらす影響に

ついても、鉄道とはしけへの転換促進で対処する。更

に我々は、リサイクルプログラムの拡大と新たな廃棄

物転換技術の試行に全力で取り組むことで、廃棄物処

理をより持続可能なものとするとともに温室効果ガス

を削減していく。 

2006年以降、我々は目覚しい成果を挙げてきた。現

在、市が収集する廃棄物の約 30%が鉄道により市外に

運搬され、更に 2 箇所の船舶中継施設が建設中である。

また、2013年にはブルックリンに大規模リサイクル

処理施設が新規オープンする予定である。 



廃棄物管理実務は大幅に改善されてきた。もはや廃棄

物は海洋投棄されず、基準を満たさない焼却炉での焼

却、基準を満たさない埋立地における廃棄物投棄は行

われない。全体として、人口の増加にもかかわらず、

市内で発生する廃棄物は総量においても一人当たりの

排出量においても過去 10年間減少を続けている。こ

れは全国的な傾向でもある。しかし公平で、持続可能

な、そして費用効果の高い廃棄物管理は、一層困難な

ものとなっている。 

我々は、継続的にこれまでの処分方法に替わる廃棄物

処分方法の研究を行ない、転換率（一般廃棄物から回

収される資源の割合）の向上に取り組んで行く。しか

し一方で、市から遠く離れた埋立地への依存を継続す

る可能性は高い。輸送による排気ガスと埋立地から発

生するメタンガスは、合計すると温室効果ガス排出の

大きな部分を占める。現在我々は年間 10億ドル以上

を廃棄物管理に支出している。このうち 3億ドルは市

の収集する 330万トンの廃棄物を市外に搬出する経費

である。こうしたコストは今後急激に増加することが

予想されている。我々は廃棄物管理システムが環境面

においても経済面においても、より持続可能なものと

なるように積極的な手段を講じていかなければならな

い。 

Our Plan（計画） 

我々は廃棄物処理の全ての段階において変化を起こさ

なければならない。排出量そのものを削減し、再利用

を促進し、資源の回収を強化し、取り除くことができ

ないものはより効率的に処分する。我々はまた、廃棄

物に対する認識を変えなければならない。廃棄物は、

当然に捨てられるべき副産物ではなく、エネルギーを

生み出し、雇用を創出し、経済発展を刺激する資源な

のである。 

廃棄物の与える影響を最小化するための最も効果的な

方法は、廃棄物の総量を減少させることである。我々

は一人ひとりの市民による廃棄物削減の実践を推奨し、

企業、団体、個人が資源を再利用する機会を拡大して

いく。ビジネスコミュニティと協力し、包装の簡素化

と製品からの有害物質排除の方法を追求していく。廃

棄物を根源から取り除き、製品総合安全管理（プロダ

クト・スチュワードシップ）プログラムを拡大する。

同プログラムは、製造者が自社製品の廃棄に対する責

任を負うものである。 

現在、市内で発生する廃棄物―建設・解体廃材、残土、

商業・生活廃棄物を含む―の約半数がリサイクルされ

ている。一方で、我々はより多くの資源を廃棄物処理

行程から回収することが可能である。リサイクルにイ

ンセンティブを与え、より簡単に、より費用効果が高

く、より利用し易いものとする。企業の廃棄物フット

プリント削減のため、企業向けの削減意識向上プログ

ラムを開発すると共に引き続き再利用物質の新たなマ

ーケットの創設を促進していく。 

埋立地に送られる有機廃棄物の総量を削減するため、

コミュニティ単位で堆肥化の機会を拡大し、食品廃棄

物回収の商業的運営を促進する。また、先進技術を用

い安全かつ効率的に廃棄物をクリーンエネルギー資源

に変換することで、廃棄物の代替処分方法の追求が可

能となる。 

リサイクル率を高め、廃棄物発生量を抑制しても、廃

棄物には常に再利用・リサイクルが可能ものが含まれ

ている。我々は引き続き SWMPを遂行し、廃棄物管理

が地域コミュニティに与える影響を減少させていく。 

市内で発生する廃棄物を削減するためには、ニューヨ

ーク市民の行動を改めさせるための努力が必要である。

一連のグリーン NYC（GreeNYC）公共教育キャンペー

ンは、市民のゴミ削減、再利用、リサイクル促進を教

育し後押しする。 

ニューヨーク市民に廃棄物フットプリントの削減を求

めるためには、市政府が先頭に立つ必要がある。職場

や業務活動におけるリサイクル改善により、市の行政

機関の転換率を改善する。物品調達に関する方針を公

開し、廃棄物の最小化を追求していく。それは、我々

が企業、機関、個人が見習うことができる模範を示す

ということである。 

75%の廃棄物を埋立処分場から転換（削減）していく

ためには、複数の行動が必要となる。我々は、発生さ

せる廃棄物の総量を削減しなければならない。最新技

術を利用して廃棄物から資源を回収しなければならな

い。家庭や職場におけるリサイクルを増やさなければ

ならない。そして、廃棄物管理インフラを改善しなけ

ればならない。これらを実行することで、我々は市の

廃棄物が納税者、環境、そしてコミュニティに与える

影響を劇的に減少させることができる。 

Our plan for solid waste（廃棄物計画） 

廃棄物を発生させない 

１． 廃棄物を削減する機会を促進する 



２．資源の再利用を促進する 

廃棄物からの資源回収を促進する 

３．リサイクルにインセンティブを与える 

４．リサイクルの利便性・容易さを改善する 

５．建設廃棄物削減のため規制・基準を改正す

る 

６．有機廃棄物回収の新たな機会を創出する 

７．リサイクル資源の新マーケットを開拓する 

８．転換技術を試行する 

廃棄物管理システムの効率性を高める 

９．廃棄物システムがコミュニティへ与える影

響を軽減する 

10．商業廃棄物管理データを改善する 

11．一般廃棄物から有害物質を除去する 

市政府の廃棄物フットプリントを削減する 

12．市政府の調達実務を見直す 

13．市政府の転換率を改善する 

廃棄物を発生させない 

市内で発生する廃棄物を削減するうえで最も効果

的な方法は、初めから廃棄物を発生させないこと

である。それは、企業と個人が容易に廃棄物削減

と資源の再利用を選択できるようにすることを意

味する。目標を定めた公共教育キャンペーンによ

り、どうすれば廃棄物を削減することができるか

市民に情報提供することができる。例えば、水道

水を飲むことでペットボトルを削減する、再利用

可能なバッグの利用で廃棄物から使い捨てバッグ

を削減する、不要な定期購読をやめる、再利用可

能なものは廃棄せず寄付する等、具体的な情報提

供を行う。廃棄物を発生源から断つことでエネル

ギーと温室効果ガスを削減し、住民、企業、市の

経済的負担を減少させることができる。 

戦略１  

廃棄物を削減する機会を促進する 

多くの場合、我々は自覚せずに不要な廃棄物を発

生させている。例えば、ニューヨーク市では蛇口

をひねれば高品質の水道水が手に入るにも関わら

ず、毎年何百万本ものボトル入り飲料水が消費さ

れている。飲料水ボトルはリサイクルが可能にも

関わらず、州全体で実際にリサイクルされる割合

は僅か 13％である。 

水道水の利用可能性を高め、冷水器が再利用可能

な飲料水ボトルに適合するように設計し直すこと

で、ニューヨーク市民の不要な消費をより容易に

抑制することができる。公共スペースと公園に新

設計の冷水器を導入することで再利用可能な飲料

水ボトルの使用を促進する。水道水を飲むことの

メリットを市民に教育する。NPOや企業と協力し、

ボトル入り飲料水の代わりに水道水の消費を拡大

していく。 

広範囲にわたる廃棄物のうち、もう一つ削減可能

なものが、様々な場所で使用されている使い捨て

の袋である。市は年間約 52億枚のビニール製レジ

袋と 2億枚の紙袋を収集している。これらの袋は

家庭系廃棄物（路上のゴミ箱からの収集を含む）

の 3％を占め、重量約 110,000トン、市が負担する

運搬料は年間 1億ドルに達している。これとは別

に民間廃棄物収集運搬業者が年間 3億枚、約 6,000

トンの袋を収集している。そして我々の廃棄物収

集システムで集められなかった袋は、水路と排水

処理システムを詰まらせ、樹木に絡まり、公園や

道路に散乱する。最近の法律で大規模店やショッ

ピングモールにレジ袋の回収とリサイクルを義務

付けたにも関わらず、ごく僅かな割合のレジ袋が

リサイクルされているにとどまっている。 

我々は公共教育キャンペーンをスタートさせ、袋

の散乱を減らし、再利用可能バッグの使用を拡大

し、使い捨て袋が環境とコミュニティに与える影

響についての認識を向上させる。 

使い捨て袋の消費を半減させることで、約 58,000

トンの一般廃棄物を削減し、12,000 トンの温室効

果ガスの排出を削減することができる。 

ニューヨーク市民は年間 250 万トンの紙を消費し、

リサイクル可能な量の半分しかリサイクルしてい

ない。我々は紙の消費を削減しリサイクルを増や

すための公共教育キャンペーンを展開する。また、



ニューヨーク市民が不要なダイレクトメールの受

け取りをを拒否するための、簡単で利用しやすい

ツールを開発する。 

最後に、我々は市内の 24,000 のレストラン及び食

関連事業者と協力し、廃棄物削減に適用可能な事

例を明らかにする。具体的には、食品の包装を最

少化する、多くのテイクアウト食品に付随する使

い捨て資材の受け取りを拒否する選択肢を消費者

に与える、などの事例である。 

戦略２  

資源の再利用を促進する 

製品や資源の再利用は、廃棄物削減のための最も

費用効果が高く実用的な方法のひとつである。市

は多くのプログラムにより家庭と企業が資源の再

利用を行うことを促進している。 

「ニューヨーク市廃棄物照会プログラム」（NYC 

Waste Match Program）は企業や団体が、他の組織

では必要が無くなった使用済または余剰の消耗

品・備品を見つける手助けを行っている。1997 年

以降、同プログラムにより 25,000 トン以上の資源

を埋立処分場から転換（削減）してきた。 

「芸術のための資材」（Materials for the Arts）

は、何千というニューヨーク市の芸術文化組織、

公立学校、コミュニティ芸術プログラム等に資材

を提供している。1997年以降、同プログラムは企

業や個人から寄付された資材を芸術家や教育者に

再配分し、8,000トン以上の資源の再利用を促進し

た。 

環境改善への貢献を目的として市によって設立さ

れた NPO、グロウ NYC（GrowNYC）は、コミュニテ

ィイベント「ストップンスワップ」（Stop N Swap）

を後援する。個人が不要になった、再利用可能な

ものを持ち寄り、人々は交換品の持ち込みの有無

を問わず無料で品物を自宅に持ち帰ることができ

るというイベントである。 

再利用促進の努力において、ひとつの大きな課題

は資源の保管と輸送コストの上昇である。従って、

資源再利用のためのオンラインフォーラムの促進

が極めて重要となる。我々は市のポータルサイト、

「NYC資材交換」（NYC Stuff Exchange）の推進と

拡大を行う。同サイトは、団体や企業の包括的リ

ストを提供し、サイトを通じ住民が状態の良い品

物を寄付、購入、売却をすることができるもので

ある。「NYC資源交換開発プログラム」（NYC 

Materials Exchange Development Program : MEDP）

を通じ、我々は引き続き再利用団体相互の関係を

育み、能力開発訓練を提供し、こうした革新的な

廃棄物抑制サービスに対する市民の認識向上と利

便性改善を図っていく。 

これらの努力により、何千トンもの廃棄物が埋立

処分場から転換（削減）され、個人、NPO、学校等

は何百万ドルものコストを節約することができる。 

廃棄物からの資源回収を促進する 

我々は現在、ニューヨーク市で発生する廃棄物の

半数をリサイクルしている。しかし、こうしたリ

サイクル資材の大半は残土、建設・解体廃材であ

る。そして住宅廃棄物の 3分の 1がカーブサイ

ド・コレクション（路上での収集）を通じてリサ

イクルされている一方で、住民により適切に分別

されている資源は全リサイクル可能量の半分以下

となっている。更に、食品や繊維などの有機廃棄

物についてはカーブサイド・コレクションが行わ

れず、庭ゴミについては限られた収集が行われて

いるだけである。これらの廃棄物は家庭系廃棄物

の 3 分の 1を占めるものであり、転用が可能なも

のである。 

我々はリサイクル可能な品物の指定を拡大し、新

たなリサイクル市場を創出し、個人や企業がより

容易にリサイクルを行うことができるようにし、

リサイクルされる廃棄物の総量を増加させる。

我々は、転換率を増加させリサイクル資源の使用

率を高めるなど、より持続可能な廃棄物処理事例

を適用する企業や研究機関を高く評価する。 

戦略３  

リサイクルにインセンティブを与える 

ニューヨーク市民はずっと以前からリサイクルの

価値について認識してきている。リサイクルが導

入されたのは 1895年のことで、家庭系廃棄物は 3

つのカテゴリー―生ゴミ、一般ゴミ、灰（石炭燃

料の燃え殻）―に分類された。食品廃棄物は石鹸



製品用の油脂または肥料として処理された。一般

ゴミは回収紙または他の市場流通可能な資源とし

て分別された。灰は売却不能な一般ゴミとともに

埋め立てられた。 

今日、リサイクルは経費を節減し利益を生み出し

ているが、まだリサイクルを増やす余地がある。

市内の住宅地におけるリサイクルプログラムが義

務化されてから 22年が経過したが、住民は未だに

リサイクル可能なものの半分以下しか適正に分別

を行わず、貴重な資源を投げ捨てている。我々の

把握する市内の商業的リサイクル情報は限られて

いるが、大部分の企業が十分にはリサイクルに取

り組んでいないことが分かっている。商業的リサ

イクルに関し正確に理解し、十分な情報に基づく

政策決定を行うため、市は全体的な事業系廃棄物

システムの調査に着手した。 

調査が完了するまでの間、我々は新たな評価表彰

プログラムを開発し、または LEEDやグリーン・レ

ストラン・アソシエーションなどの既存のモデル

をベースとして、企業や団体がリサイクルを拡大

し再生品または再生可能な資源を使用することを

奨励していく。既に市内の多くの企業が持続可能

な廃棄物処理実行の重要性を認識しているが、こ

うしたインセンティブ・プログラムはより幅広い

処理の実施を促進することになる。地元企業の購

買力を活用することはまた、新たなリサイクル資

源マーケットの出現を支援することとなる。 

我々はまた、市政府の目標を設定し、企業や団体

が目標を超えるための努力を行うことを奨励して

いく。際立った業績を評価し、ベストプラクティ

スの情報を収集・公表し、より広範囲な適用を促

進する。 

家庭系廃棄物については、家庭でのリサイクルに

インセンティブを与える戦略的報償プログラムを

進めていく。住宅における転換率向上は温室効果

ガス排出に大きな影響を与えると共に、廃棄物搬

出に要する市の経費を削減するものである。例え

ば、紙、金属、ガラス、プラスティックといった、

現在のカーブサイド・コレクション対象物の総量

の 60％を回収できれば、温室効果化ガスを約

100,000トン削減することが可能である。 

更に、我々はオンライによりコミュニティボード

の転換率データを検索し易くすることで、リサイ

クル実施状況の把握を改善する。これによりコミ

ュニティを拠点とする組織は容易に自分たちのリ

サイクルや取組みの効果をモニターすることがで

きるようになる。また、リサイクルに対する認識

高めると同時に、近年強化されたリサイクル規制

に従わない大規模ビルに対する罰則を厳格に執行

していく。 

戦略４  

リサイクルの利便性・容易さを改善する 

大部分のニューヨーク市民がリサイクルをしたい

と望んでいるにも関わらず、複雑なシステムが時

として混乱を生じさせている。家庭、地下鉄のホ

ーム、職場には異なるルールと異なる回収箱があ

る。どのようなタイプのペットボトルがリサイク

ル可能または不可能かについては詳細な基準が存

在する。道路や公園のリサイクル箱は十分ではな

い。我々はリサイクルをより容易に、そして便利

にしなければならない。 

リサイクルをより容易にし、より一貫性のあるシ

ステムを構築するため、我々は市内全域に 500個

のリサイクル容器を設置し、時間をかけて設置数

の増加に取組んでいく。更に、市内全ての公園の

25％においてリサイクルを導入する。 

家庭におけるリサイクルは、特に集合住宅におい

て再生可能品の貯蔵・分別スペースの不足により、

多くの場合で困難となっている。専用スペースな

しには、住民や管理人がリサイクル可能品を分別

しておくことは難しい。多くの他都市や、（マン

ハッタンの）バッテリーパーク・シティ・オーソ

リティでは、新規住宅ビルに廃棄物とリサイクル

スペースの設置を義務付けている。我々は市議会

と協力し、新規集合住宅にリサイクル容器のため

の十分なスペースを提供することを義務付けてい

く。 

リサイクル率向上の中心となるものがリサイクル

教育である。我々は既に集合住宅や学校向けに、

ウエブサイトを含む様々なフォーラム、ダイレク

トメール、支援プログラムによるリサイクル教育

を実施している。また、ニューヨーク市住宅公社



（NYCHA）は住民環境委員会（Resident Green 

Committee）を組織することで、リサイクル教育の

拡大に成功している。同委員会は住民に対し、何

をどのようにリサイクルするか、地域に固有の情

報を提供している。公立学校の 110万人の生徒た

ちにリサイクルの重要性を徹底することは、家庭

におけるリサイクル増進にとって理想的な方法で

ある。我々は教員に対し、新たに作成されたリサ

イクル教育モジュールをカリキュラムに組み込む

よう徹底していく。 

戦略５  

建設廃棄物削減のため規制・基準を改正す

る 

ニューヨーク市の建設業界は資源の最大消費者の

ひとつであり、毎年 7百万トンの廃棄物を発生さ

せている。建設廃棄物（C&D）は、建物・道路・橋

梁の建設・リフォーム・解体過程で発生する廃棄

物により構成される。建設・解体により発生する

廃棄物には、土砂・岩石などの残土と、コンクリ

ート、木材、金属、ガラス、カーペット、家具な

どの建築資材とが含まれるが、残土のほぼ全量が

リサイクルされる一方、建設廃棄物のリサイクル

率は 40％以下にとどまっている。ニューヨーク市

の建設業界は、建設廃棄物のリサイクルを先導す

る役割を果たしているが、資源の取り扱いと分別

の改善により、更にリサイクルと再利用を改善す

る余地が残っている。 

製材、カーペット、天井タイル、石膏ボード、石

膏タイルなどいくつかの建設廃棄物資源は、リサ

イクルの最適候補である。カーペット、天井タイ

ル、製材のリサイクルには現在いくつかの選択肢

があるが、石膏ボードに使用された良質の石膏ス

クラップについては効果的なリサイクル資源とし

ての使い道がほとんど、または全く存在しない。

我々はビジネスコミュニティや市議会と協力し、

特定の建設廃棄物資源のリサイクル義務化を成立

させるとともに、こうした資源の費用効果の高い

リサイクル選択肢の開拓を促進していく。 

戦略６  

有機廃棄物回収の新たな機会を創出する 

我々が家庭で廃棄するゴミの約 30％が有機材であ

る。大部分は食品廃棄物であるが、木の葉、庭ゴ

ミ、衣服などの繊維製品も含まれる。 

事業系廃棄物において、有機物は全廃棄物の 18％

を占め、その大部分は企業や団体から排出される

食品廃棄物である。水分含有量の多いこうした有

機物を遠距離の埋立処分場に輸送することは、多

額の経費を必要とするだけでなく、温室効果ガス

の主要な排出源ともなっている。また、良く知ら

れているように食品廃棄物は埋立処分場において

瞬く間に腐敗し、メタンガスの重大な発生源とな

る。 

しかし適切な分別と処理を行えば、食品廃棄物は

農業利用やエネルギー発生の価値ある資源として

転用が可能である。他の有機材、木の葉、庭ゴミ、

繊維製品などは、堆肥化またはリサイクルが可能

である。有機物を一般廃棄物から転用することで、

市と企業は廃棄コストを何百万万ドルも節約する

ことができる。それは同時に、交通混雑、騒音、

排気ガスなどの影響を減少させることにもなる。 

住宅の有機物 

ニューヨーク市民は、食品廃棄物の堆肥化につい

ては、いくつかの選択肢を有している。多くのコ

ミュニティをベースとする組織が小規模コンポス

ト設備での食品廃棄物受け入れを行っている。

GrowNYC ではいくつかのグリーンマーケット（野菜

直売市場）を選定し有機物回収場所を設け、庭の

ある住宅では小さなコンポスト容器を設置し台所

や庭のゴミを堆肥化することができる。18年近く

にわたり、市は NYCコンポスト・プロジェクトを

運営してきた。同プロジェクトは各ボローの植物

園や NPO施設で、住民、NPO、企業に対し教育や支

援活動を提供するものである。 

我々は支援活動や教育の努力を拡大し、現在のコ

ミュニティをベースとする堆肥化の取組みをベン

チマーク評価・認証し、また食品廃棄物回収場所

として利用可能な場所の数を増加させるためコミ

ュニティや政府機関のパートナーと協力していく。

更に、我々は小規模コンポスト設備補助プログラ

ムをスタートさせ、食品廃棄物の転用を促進して

いく。 



家庭系廃棄物の約 4％を占める木の葉や庭ゴミを集

めるため、我々は市内にコンポスト用集積場を再

整備する。これにより市の機関や NPOが公園や自

然資源プログラムに使用可能な高品質な土壌製品

を作り出していく。 

我々はまた、市の公園から発生する木の葉や刈り

取った芝の堆肥化を促進する。具体的には、各ボ

ローに小規模コンポストユニットを設置する。ま

た、我々は栄養分を土地に浸み込ませるため、木

の葉や他の有機物質を根覆いする刈取機材の使用

を拡大する。 

市が 1990年代始めに有機物のカーブサイド・コレ

クションを試行した結果、低密集住宅地域におけ

る転換率は確かに向上したが、費用効果の高い収

集方法ではないことが明らかとなった。有機廃棄

物の廃棄コストは再利用コストよりも低く、さら

に 1 台のトラックが収集ルートで回収する有機物

は少量であり、結果的にトン当たりの収集コスト

は高いものとなった。しかしその後 20 年以上が経

過したことから、我々はこの問題を再検討し、有

機物のカーブサイド・リサイクルの実現可能性に

ついて明らかにする新たな調査を実施する。 

繊維製品は有機廃棄物の主要な構成要素であり、

家庭系廃棄物の 7%を占めている。毎年 190,000ト

ン近くの繊維製品が廃棄されている。2007 年以降、

GrowNYCはいくつかのグリーンマーケットを選定し

繊維製品を収集してきた。2009会計年度には、約

20,000人のニューヨーク市民からおよそ 150 トン

の繊維製品をを収集しリサイクルした。市は、新

たなパブリック・プライベート・パートナーシッ

プをスタートさせ、繊維製品の再利用とリサイク

ルのために各ボローに 50 箇所の新たな恒久的回収

場所を設置する。 

商業食品廃棄物 

ハンツ・ポイント食品流通センターはブロンクス

の 329エーカーの市有地に位置し、合衆国最大の

食品流通センターである。年間約 27,400トンの廃

棄物を発生させ、およそ 75%が有機物で、その全量

がトラック輸送で廃棄されている。流通センター

は、敷地内有機物回収の理想的な候補地である。

施設設置により廃棄物処理コストを削減し、環境

に優しいエネルギー原料を作り出し、地元と地域

全体のトラック交通量とその与える影響を減少さ

せ、交通混雑を緩和し、大気汚染を削減すること

ができる。我々はハンツ・ポイント食品流通セン

ターの敷地内有機物回収施設の設立を推進してい

く。 

基本的に料理用油として使用される黄色油脂は、

極めて高い価値と潜在的なエネルギー利用可能性

を有する、事業系廃棄物におけるもうひとつの有

機資源である。従来のディーゼルに比較し空気汚

染物質と温室効果ガスの排出量が低いバイオディ

ーゼルへの、地域内での生成処理が可能である。

しかし不適切に下水管に投棄された場合は、黄色

油脂は固形化し下水システムを詰まらせてしまう。

2010会計年度において、市は 14,000件の下水管逆

流の苦情を受けた。 

クリーンな燃料としての将来性により、今や黄色

油脂は誰もが欲しがる商品となった。過去 10年間

で黄色油脂は目覚しくその価値を高め、新興収集

運搬業者やバイオディーゼル処理業者が無料で収

集するようになった。現在、廃棄物収集運搬業者

は市内レストランの半数以上から黄色油脂を回収

している。 

市は、建築物の暖房用油について、バイオディー

ゼルの 2%混合を要求することで、市場拡大を支援

している。引き続き企業や団体に対する働きかけ

や教育を通じ、この発展中の産業を支援していく。

同時に、黄色油脂の収集運搬事業認可手続きと、

積替施設設置許可手続きについてもスリム化して

いく。 

毎年、24,000以上のレストラン、5,000の食料品

店、4,000の病院、5,000 の文化・教育機関、そし

て非常に多くのホテルやスポーツアリーナが約

600,000 トンの食品を廃棄している。多くの場合、

これらの廃棄物は発生源において効果的に分別す

ることで、埋立処分場から転換（削減）すること

が可能である。いくつかの企業や団体が、食品廃

棄物の転用の重要性と、自社が「持続的なビジネ

ス」として認識されるチャンスが高まっているこ

とに気がついているにも関わらず、堆肥化事業へ

の参入努力は限定的にとどまっている。 

ヤンキースタジアムやシティフィールドで発生す

る食品廃棄物を含む、年間約 12,000トンの市内の



食品廃棄物は現在、堆肥化と資源回収の商業処理

施設に運搬されている。しかし、こうした施設は

市外遠くに立地し、最も近い施設でも 150マイル

以上離れている。市の近接地に商業処理施設がな

いことが、商業的な食品廃棄物回収市場が成長す

ることを困難にしている。我々は、持続可能な廃

棄物管理実務を支援するため、提案中のビジネス

評価報奨プログラムの一部として、商業的有機物

回収を促進していく。 

新たなテクノロジーは、商業食品廃棄物の伝統的

な廃棄方法が環境に与える影響を軽減する可能性

を有している。敷地内脱水装置は食品廃棄物から

水分を取り除き、バクテリアが無臭好気性消化に

より食品かすを分解する。こうした処理により食

品廃棄物の重量と体積は著しく減少する。また、

これらの設備は収集トラックの走行距離を大きく

減少させ、結果として大気汚染と騒音、温室効果

ガス、交通混雑を削減する。 

市内では現在、いくつかの脱水装置のパイロット

プログラムが進行中である。その中のひとつが、

マンハッタンの大規模百貨店における試行である。

我々は引き続き最新テクノロジーの試行の評価検

証を行い、企業や団体が最新テクノロジーを導入

し転換率を向上させていくことを促進していく。 

下水汚泥 

ニューヨーク市は排水処理プラントにおいて年間

約 450,000トンの下水汚泥を発生させている。一

般的にこれらの下水汚泥は埋立処分されるが、暖

房や輸送機関の燃料、発電原料として直接的また

は間接的に利用することが可能である。下水スラ

ッジが有機資材であることから、公園、農場、芝

生、ゴルフコースの肥料や土壌改良、またはアス

ファルト舗装混合物として使用することができる。

我々はパイロットプロジェクトの実施やユーティ

リティ業者、個人投資家とのパートナーシップを

通じ、下水スラッジの処理・マーケティングを行

う。下水汚泥の有効再利用を行うことで、持続可

能かつ経済的なチャンスを追求していく。 

戦略７  

リサイクル資源の新マーケットを開拓する 

市が 1989年に路上リサイクルの義務化を開始した

のと時を同じく、プラスティックのリサイクルは

始まった。全米の自治体、州政府が立法化を行う

のに応えるように、プラスティック業界は収集さ

れる多様なタイプのプラスティックを分別処理す

るための分別技術を開発し、新たな製品を作り出

した。 

何をリサイクル義務化するかの決定は、マーケッ

トに大きく依存している。我々は確立され比較安

定した需要のある資材をリサイクル対象として指

定する。今日、3分の 1近くの家庭系廃棄物が、カ

ーブサイド・コレクションによるリサイクル可能

物として指定されている。紙、段ボール、金属ガ

ラス容器、ペットボトル、プラスティックジョッ

キなどである。しかしカーブサイド・コレクショ

ンに指定されているプラスティック類は、全家庭

系廃棄物の僅か 2%を占めるだけである。家庭系廃

棄物の 11%は他の種類のプラスティック類である。

これらの多くはリサイクルが困難であり、マーケ

ットは限られているか、もしくは全く存在しない。

リサイクル技術とマーケットの進化に合わせ、

我々はリサイクル指定プラスティックの拡大を再

検討し、現在回収されていないプラスティックに

ついても、リサイクルマーケット拡大のために努

力していく。 

我々の全ての廃棄物のうち、最も資源回収の可能

性が高いものとして、港湾の浚渫土砂と道路工事

廃材が挙げられる。我々は既に道路補修により撤

去されるアスファルトの 45%以上を市が運営するリ

サイクルプラントでリサイクルし、道路舗装や陥

没箇所を塞ぐために転用している。道路工事にお

いては更に高濃度のリサイクルアスファルト混合

の実験を行なっているが、他の建設プロジェクト

への使用も促進していく。 

地域レベルでは、我々は年間 449万立法ヤードの

浚渫を行い、航路を維持し、ウオーターフロント

のビジネスにアクセスを提供している。こうした

浚渫土砂に含まれる物質は、埋立処分される代わ

りに複数の方法で利用が可能である。有効に再利

用またはリサイクルすることで、採石場の原材料

の代替となり、エネルギー使用と、輸送による汚

染を減少させ、建設コストを削減することが可能



である。我々は浚渫物質の活用を促進し、地域の

利益となるように再利用していく。 

戦略８  

転換技術を試行する 

SWMPは、「廃棄物輸送をトラックからはしけや鉄

道にシフトすることで、温室効果ガスの影響を削

減する」という明確な道筋を示している。各積替

施設に運搬される廃棄物量がより公平になること

は、収集トラックの市内走行距離が短くなること

を意味する。これにより大気の質が改善され、交

通混雑の緩和という恩恵がもたらされる。 

こうした変化にも関わらず、我々は未だに埋立処

分場への廃棄物投棄に大きく依存している。メタ

ンガスの排出と廃棄物運搬の影響を更に減少させ

る代替廃棄方法を特定するため、我々は最新技術、

新興テクノロジーの研究を行ない、廃棄物を電気

または燃料に転換し、利益を生み出す製品として

売却する道を模索してきた。これらの代替手段は、

確固としたリサイクルプログラムを含む、市全体

の廃棄物戦略の一部でなければならない。 

転換技術はヨーロッパやアジアで用いられている

ものであり、合衆国においても大きな訴求力を持

ち始めている。ニューヨーク市においては二つの

特定技術、嫌気性消化と熱分解ガス化が広く利用

され、商業化への大きな将来性を有している。 

嫌気性消化は、微生物により廃棄物を分解し、発

電の燃料となるバイオガスと、土壌強化剤や肥料

として利用される堆肥を生産する。熱分解ガス化

は、熱を利用し廃棄物処理を行い、発電に利用す

る合成ガス（syngas）を発生させる技術である。 

埋立処分、または焼却などの在来型の廃棄物熱源

転換技術に比べ、これらの新しい転換技術は、経

済面でも環境面でも優位性がある。嫌気性消化ま

たは熱分解ガス化が発生するガスを燃焼させた場

合、廃棄物焼却よりも大気汚染物質、特にダイオ

キシンと重金属の発生が少ない。また、最終生成

物が有効に再利用・売却されるため、これらの技

術は結果的に埋立処分場に投棄される廃棄物を著

しく減少させ、温室効果ガスの排出を削減する。

最終的には、廃棄物からリサイクル可能な物を回

収する事前処理装置と併用することで、これらの

新技術は市の路上リサイクルプログラムを補完し、

転換率を向上させる。 

我々は新たな転換技術を、埋立処分に代わる商業

的に実現可能な代替手段として利用するチャンス

を分析していく。更に、我々はニューヨーク市の

廃棄物処理のためにこうした技術を試行する提案

を広く募っていく。 

廃棄物管理システムの効率性を高める 

SWMPはニューヨーク市で発生する廃棄物とリサイ

クル可能物の持続可能な管理についてのロードマ

ップを示すものである。同プログラムは、家庭、

NPO、政府機関、公共スペースから市が収集する廃

棄物だけでなく、民間事業者の収集する商業廃棄

物の管理にも取り組んでいる。 

戦略９  

廃棄物システムがコミュニティに与える影

響を軽減する 

過去 30年間にわたり、ごく限られたコミュニティ

が我々の廃棄物管理システムが引き起こす影響の

矢面に立ち続けてきた。中でも最も影響を受けて

いたのが、何千トンもの廃棄物が収集トラックか

ら長距離トラックや鉄道貨車に積み替えられる、

廃棄物積替施設集積地に近接した住宅地域に住む

人々である。 

こうした影響に対処するため、市は市議会、環境

保護団体、環境正義団体、影響を受けるコミュニ

ティと協力し SWMPの進展に取り組んできた。SWMP

の中心となる理念は、「ボローの公平」―各ボロ

ーは、自分たちの域内で発生した廃棄物の収集・

移送管理を行う―である。SWMPは同時に、市が収

集した廃棄物を鉄道またははしけで市外に移送し、

長距離トラックを廃止するという目標を設定して

いる。これにより、廃棄物を市外に移送する長距

離トラックが原因となる騒音、大気汚染、交通混

雑が緩和される。 

SWMPは既存または新規インフラを活用し、水路と

鉄道を最大限に利用することで道路とハイウエイ

から廃棄物を排除する。SWMP の一環として、市は



民間の廃棄物収集運搬業者と長期契約を締結し、

市が収集した廃棄物について、各ボローの特定の

場所からの移出・廃棄管理を委託していく。 

現在までに、スタテン島、ブロンクス、ブルック

リン北部からの鉄道による廃棄物輸送長期契約を

締結しており、これにより処理される廃棄物は市

が収集する廃棄物の 30%以上に達している。2013

年までに、我々は市外に廃棄物を移送する 2 つの

主要な船舶中継施設の建設工事を実質的に完成さ

せる。また、市の収集車両は排気ガス管理を著し

く向上させており、より厳しい規制が既存の積替

施設が市民の健康と環境に与える影響を減少させ

ている。 

SWMPはリサイクルに関しても、回収とインフラ整

備に影響を与えている。2013 年稼動予定のサウ

ス・ブロンクス埠頭のシムス市営リサイクル施設

は、市内全域からリサイクル可能物のはしけ輸送

を促進する。同施設は、市の収集車の走行距離を

年間約 230,000マイル削減する。 

SWMPの一環として締結された長期契約は、鉄道と

はしけによる商業廃棄物の移送を促進し、商業廃

棄物管理が環境に与える影響を削減する。具体的

には、船舶中継施設における長期契約にプライシ

ング・インセンティブを導入することで、事業系

廃棄物収集運搬業者の誘致を行なっている。鉄道

アクセスのある積替施設での長期契約のいくつか

においては、当該施設で処理される全ての事業系

廃棄物を鉄道を利用して移送することを求めてい

る。更に、我々は他の民間積替施設と協力し、鉄

道とはしけインフラへのより大規模なアクセスを

促進していく。 

戦略１０  

事業系廃棄物管理データを改善する 

ニューヨーク市は年間 3百万トン以上の事業系廃

棄物を排出しているが、その内の約 40%がリサイク

ルされている。事業系廃棄物システムが原因とな

る様々な影響を削減し、事業系廃棄物の転換率を

増加ささせるための最大の障害のひとつは、関連

する組織と管理についての我々の識見が不足して

いることである。2004年に市が実施した事業系廃

棄物特性調査により基本的な情報は得ているもの

の、我々はまだ民間の廃棄物収集運搬業者の詳細

な運営実態を把握してはいない。我々がいわば伝

聞情報として知るところでは、市内 150の廃棄物

収集運搬業者はそれぞれの顧客のニーズと立地に

基づきそれぞれの収集ルートを発展させてきてい

る。結果として、おびただしい商業トラック群が

市内を長距離移動しながら、様々な顧客から廃棄

物を収集している。 

このシステムをより深く理解するため、我々は事

業系廃棄物に関する包括調査を実施する。調査の

焦点は、市内全域で収集される事業系廃棄物のロ

ジスティクス、種類及び量である。調査結果に基

づき、我々は民間の廃棄物収集運搬業者と協力し、

周辺等への影響を軽減し商業的リサイクルを増加

させるための提言を行い、将来的な効率性改善の

可能性を明らかにしていく。 

我々はまた、民間の廃棄物収集運搬業者と彼らの

処理実例の詳細情報へのアクセスを改善していく。

企業は自分たちの廃棄物がどのように管理され廃

棄されるのかについて十分な情報を得たうえで収

集運搬業者選定の判断をすることが可能となる。

我々は事業系廃棄物業界と協力し、こうした情報

が支援活動やウエブサイトを通じてよりアクセス

しやすいものとなるよう、取組みを進めていく。 

戦略１１  

一般廃棄物処理から有害物質を除去する 

重量ベースでは僅かな部分―家庭系廃棄物の 1%未

満―を占めているに過ぎないが、有害物質は、環

境、市民の健康、廃棄物の安全性にとって最も大

きな脅威のひとつである。鉛などの有害物質は、

埋立処分場の遮水シートが破損した場合に外部に

浸出・漏出し、地下の帯水層を汚染する可能性が

ある。また、焼却された場合は大気中に有害物質

を放出する。溶剤などの引火性廃棄物や、酸性物

容器などの腐食性廃棄物は、清掃作業員を傷つけ

る可能性がある。 

家庭有害廃棄物（HHW）とは、塗料、電池、自動車

関連廃液、サーモスタットなどの水銀含有機器な

どである。多くのニューヨーク市民はこうした品

物を一般ゴミと一緒に出してはいけないことを知

らない。毎年 9,000トン以上の HHWが埋立地処分



場に送られている。より多くの HHWを適切に取り

扱うため、各ボローにおいて毎年恒例の回収イベ

ントを行うなど、市民に対するこうした資源の回

収機会を拡大していく。 

我々は、HHWの 30%近くが一般廃棄物として廃棄さ

れる塗料であると推計している。2010年、市は塗

料製造者と販売者が自主的に塗料を回収するパイ

ロットプログラムを立ち上げた。我々はプログラ

ム完了に伴い、このパイロットプログラムを市内

全域で塗料管理（ペイント。スチュワードシップ）

プログラムとして拡大することが可能か評価を行

う。 

コンピューターや携帯電話などの電子廃棄物（e-

waste）は、金や銅などの高価なリサイクル可能資

源と、鉛や臭化物防火剤などの有害性の高い物質

の両方を含んでいる。州が新たに制定した電子廃

棄物法は、製造者に対し電子廃棄物の収集、リサ

イクル、再利用を義務付けている。2015年には、

一般廃棄物として電子廃棄物を廃棄することは違

法となる。教育や支援活動を通じ、我々は市民の

認識改善と電子廃棄物リサイクルプログラムへの

参加を促進し、こうした製品を埋立処分場から転

換（削減）していく。 

電子廃棄物法とペイント・スチュワードシップ・

プログラムは、製品の耐用年数の終了時に、製造

者が対応する体制が万全に整っているという前提

に基づいている。総合安全管理（プロダクト・ス

チュワードシップ）としても知られるこれらのプ

ログラムは、製造者が廃棄物問題を製品設計時か

ら考慮することを促進し、地方政府の廃棄物処理

コスト削減を後押しする。我々は廃棄物管理シス

テムに大きな負荷を与えている他の有害物質につ

いても、プロダクト・スチュワードシップ政策を

適用できないか検討していく。 

市政府の廃棄物フットプリントを削減する 

ニューヨーク市が廃棄物管理実務のリーダーを目

指そうとするなら、市政府はその先頭に立たなけ

ればならない。300,000万人の職員と 3億平方フィ

ート以上の不動産を有する市の行政機関が排出す

る廃棄物は約 200,000トンと推計される。ここに

は大きな改善余地がある。 

戦略１２  

市政府の調達実務を見直す 

市は現在、紙やコンピューターモニター、更には

公立学校の食品トレーにいたるまで、毎年約 22億

ドルを物品購入に支出している。市は 2007 年１月、

行政機関に対し、調達決定に際し人の健康と環境

への影響を考慮することを義務付ける「環境に望

ましい購入（EPP）」法を施行した。 

EPPプログラムは廃棄物の発生、エネルギーと水の

消費、温室効果ガスの排出、室内の空気の質、リ

サイクル・再利用率、有害物質の有無に対処する

ものである。EPPプログラムが廃棄物管理に包括的

に対応することを確保するため、我々は調達実務

のベストプラクティスを開発し、EPPルールに組み

込むための努力を行なっていく。 

短期的には、市との契約者に対する包装削減ガイ

ドラインを作成し、市の購入製品が廃棄物に与え

る影響についての行政機関の説明責任を強化する。

また、販売者に対しては、製品が不要になった際

に回収・再利用する場合のインセンティブを創設

する。これらの行動は我々の廃棄物フットプリン

トを削減するだけでなく、行政機関の支出の削減

にもなる。 

戦略１３  

市政府の転換率を改善する 

市政府が発生させる廃棄物を削減するに当たり、

最も困難な課題のひとつとして情報不足が挙げら

れる。いくつかの市の事務所は、公的機関と民間

会社が併存する建物に入居している。このことは、

我々の廃棄物の一部は一般の事業系廃棄物として

民間の廃棄物収集運搬業者により収集され、一部

は家庭系廃棄物と一緒のルートで市が収集してい

ることを意味する。個々の建物や行政機関は排出

する廃棄物の総量を追跡していない。このため、

我々は正確に廃棄物フットプリントを計測し監視

することができない。 

我々はパイロットプログラムを実施し、特定の市

有建物の廃棄物発生量を計測することで市の行政

機関においてどのくらいの廃棄物が発生している



のか、基本的数値を明らかにする。廃棄物発生量

のベンチマークが設定され、調達実務の改善可能

性が明らかになれば、我々は直ちに転換率向上の

目標設定を行う。 

我々は、既にこの目標に向かって歩み始めている。

110万人の生徒と 1,000以上の学校と共に、市は教

育システムの全体規模でリサイクルに取り組んで

いる。2013年までに、全ての公共学校は持続可能

性計画を策定し、運営と維持管理をより環境に優

しいものとするための戦略を示していく。その中

においても、リサイクル計画は明確に位置づけら

れることになる。計画と並行し、各学校は持続可

能性コーディネーターを指名する。コーディネー

ターはリサイクルの取組みリーダーとして教師を

教育し、生徒がリサイクルルールに従うように指

導する。 

市の建物または市の業務における転換率を向上さ

せるためのひとつの戦略は、大量に使用される製

品を特定し、それらに対しよりリサイクルしやす

い、またはより有害物質を含まない代替製品を開

発するために設計コンペを後援することである。

ニューヨーク市の才能あふれる設計者・技術者と

協力し、包装デザインや製品材料における革新を

後押ししていく。 

転換率向上のためのもうひとつの方法は、政府機

関の廃棄物削減に対し財政的インセンティブを創

設することである。長期的に、我々は行政機関が

廃棄物の発生に対して責任を負うことを義務付け

ると共に、廃棄物フットプリント削減のために定

量可能な措置を講じる機関を評価していく。節約

が報われるという仕組みでコスト削減に対する行

政機関の行動を引き出すことは、リサイクル率向

上と廃棄物の削減に対する大きな財政的インセン

ティブの創設となる。 

結論 

ニューヨーク市には、廃棄物管理システムが環境

や経済に与える影響を劇的に減少させるチャンス

がある。それは、消費者の行動を変え、インフラ

を改善し、新技術に投資し、リサイクルを促進す

ることである。個人の行動や企業・団体の運営改

善により、我々は 2030年までの目標である、埋立

処分場からの廃棄物の 75%削減（転換）を達成する

ことができる。これらの戦略を実行することで、

温暖化ガスの排出を 100万トン削減し、市の総排

出量の中で廃棄物管理システムが占める割合を減

少させることができ、廃棄物管理システムが我々

のコミュニティに与える影響を減少させことがで

きる。 
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